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Safety discussions are always heated one. Particularly with the development of safety for new types of 

machinery with a minimum record of accidents, safety that is traded off with economy is subjectively evaluated 

and intensive discussions sometimes fall through due to "differences of opinion". 

Not only innovative machinery such as robot, numerical control machinery, automatic guided vehicle, 

stacker clane, machining center but various kinds of conventional automated machine are no exeption in this 

sense. 

To bring to end now a repetition of subjective discussions on safety and to approarch the safety of automated 

machines from a common point of view, in this paper, establishment of a "principle of safety" is tried. 

According to the Principle, safety discussions can be continued for machinery with a short accident record, like 

robots, from a common standpoint. And conclusion satisfactory to everyone concerned can be reached. 

This paper presents the development of the Principle by discussing construction of safety sensor sensing 

human accessing to danger zone/point and interlocking mechanism to be reasonable. And robot-related human 

operation in Shuttle-working system and pneumatic grinding system improved in fail-safe are developed and 

evaluated from a point of view of the Principle. 
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2.1 電磁ノイズによる

制御機器の誤動作

2.1.1 まえがき

最近のマイクロエレクトロニクス技術の機械技術分

野への適用は著しく，その実態はメカトロニクス機器

（以下「メカトロ機械」と略称する）として，FA(Factory

Automation)分野やOA(Office Automation)分野

等において数多く利用されているところである。

一般に，メカトロ機械は知能をもつメカのことであ

って，センサー，判断（演算）装置，メモリおよびア

クチュエータの4つから構成されるシステムであると

されている。

従来の機械では，パワー・エネルギーを媒体として

機械のアクチュエータ等の制御を行っていたが，これ

に対しメカトロ機械では「情報（信号）」を媒体として

アクチュエータ等の制御を行う訳であり，この情報処

理のための， CPU(中央演算処理装置）やメモリを装

備しており，電気信号として処理している。

そして，このようなメカトロ機械における暴走事故

の原因分析は非常に困難である。メカトロ技術の発達

により，適用されている電子回路やメカニズムが余り

に複雑になってしまったため，事故を発生した機械の

構成状態を把握するだけでも大変複雑な仕事となる。

ましてや，その原因を調査分析する場合においては，

従来の機械における故障によるもののようにある程度

再現性のあるときには，再現実験や電算機シミュレー

ションによる原因分析手法が適用可能であるのに対し

て，メカトロ機械では，どこからか突然侵入してくる

単発的な電磁ノイズによってさえ誤動作等を起し，そ

の結果として災害に結びつくことがあるが，このよう

な場合に行われる非常停止操作後の再スタートによっ

て全てが初期状態にリセットされてしまい，暴走を再

現させることは殆んど期待できないことも多い。

また，メカトロ機械は別名ME(マイクロエレクトロ

ニクス）制御機械とも呼ばれるように，非常に小さな

電気信号で大きなパワーを制御するといった大変アン

バランスなシステムであり，ちょっとした信号の乱れ

がそのまま大パワーの乱れ（暴走）となって危険な状

態を作り出す可能性が大きい。

このような，制御用の電気信号を乱れさせる機械側

の要因は，次の 2つに大別して考えられる。

(a) ハードウェアの障害：これはいわゆる制御回路の

構成要素が不良となっ・た状態，狭義の信頼性技術に

おける故障の定義I)と同じ状態であり，一度機械が正

常に動作しない状態になってしまうと，自然に回復

することはない。

(b) ソフトウェアの障害：故障とは無関係な状態にあ

っても，外部から制御回路の処理能力を超えた信号

等が入って発生する誤動作などで，外部の原因とな

るものが除去されると正常な状態に復帰するものと，

メモリに格納されたプログラムが破壊されたりして，

外部の原因となるものが除去されても正常に復帰せ

ず危険な状態がそのまま残るものがある。この種の

障害の原因としては， リミットスイッチやリレーの

開閉の際に発生するサージ，雷サージ，電源の瞬断・

電圧急変，静電気放電などの電磁ノイズ2)及び入力信

号の相互のタイミングのズレなどがあげられる。

これら 2つのうち特に(b)の電磁ノイズによって機械

が誤動作して災害に至った場合には，その災害原因を

究明することは極めて困難になる6しかも，このよう

な機械の誤動作にょって直接災害に結びつく事故や，

誤動作を生じた後の処理の段階で災害を発生する事故

が，機械のメカトロ化の進展に伴って増加することが

考えられるため，本特別研究の一環として，電磁ノイ

ズが制御機器に対して与える影響を把握することを目

的として実験的検討を行った。

2.1.2 電磁ノイズの概要

メカトロ機械に適用されているマイクロエレクトロ

ニクスは，従来からのアナログ方式に加え，デジタル

方式が主として用いられていることに特徴があるが，

デジタル回路に関する電磁ノイズの影響は，アナログ

回路に対するそれと比較して，一般的に次のような基

本的な相違があるとされている。

アナログ回路の入出力特性は連続的であり，外来ノ

イズ（外部から侵入する電磁ノイズ）から受ける影響

の度合いも連続的である。すなわち電磁ノイズの大き

さが大きくなれば，それにつれてその影響も大きくな

る。また，瞬間的に侵入した電磁ノイズに対しては，

計器の指示が一瞬振れてもとにもどるようにあくまで

も過渡的な影響にとどまり，電磁ノイズ源がなくなれ
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ば回路の特性は元の状態に復帰する。

一方，デジタル回路を構成する論理素子は，スレッ

ショルドレベルとそれに対応した一定の雑音余裕度（ノ

イズマージン）を有しているので，外来ノイズの各論

理素子に対する影響がこの雑音余裕度を超えない限り，

回路の機能は正常に動作する。しかし，この雑音余裕

度を超えるような電磁ノイズが侵入してきた場合は，

これが論理素子により増幅・整形されて系の誤動作の

要因となるだけでなく，誤動作の過程でフリップフロ

ップや記憶装置に保持された情報が失われてしまうと，

電磁ノイズ源を取り去っても，もとの動作状態にもど

れない危険性をはらんでいる。

また，デジタル回路により構成された制御機器は・,

ソフトウェア（記憶装置に格納されたプログラム）に

よりその機能が与えられる場合が多いが，電磁ノイズ

によりプログラムが破壊されれば勿論のこと，仮に破

壊されなかったとしても，アドレスバスなどが外乱を

受けると，プログラムの暴走を招く危険もあり，回路

が予期しない状態に陥って，その状態から脱出できな

いようなこともあり得る。

こめょうに，デジタル回路は，電磁ノイズなどの外

乱が過渡的なものであっても，内部の記憶要素の中に

その履歴が残って，電磁ノイズ源を取り除いても回路

の状態が元の状態にもどらない危険性がある点におい

て，アナログ回路と本質的に異なっている丸

電磁ノイズによる制御機器のトラブルについて電気

学会が行った実態調査によるとデジタル系のものが70

％にも達している (Fig.2.1-1参照）3)。
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制御機器の誤動作要因となる主な外来ノイズ

ところで，このように電子制御機器の誤動作を発生

させる要因となる主な外来ノイズを分類すると概略Fig.

2. 1-2に示すようになる。インパルス性ノイズは接点に
おいて電力投入または遮断時に発生する電磁ノイズで

ある。電力投入時の電流の急激な流れによって生ずる

ノイズと，電力遮断時に接点間で発生するシャワーリ

ングアーク（接点間げきに生ずる放電現象）によって

発生する電磁ノイズはいずれもインパルス性ノイズに

なる3)。特に，遮断時の電磁ノイズは複雑なノイズ状態

になり，その波高値も非常に高い電圧となるため，制

御機器等の誤動作の原因の多くは，この遮断時に発生

するインパルス性ノイズによるものと思われる。

2.1.3 制御機器用直流電源装置の

電磁ノイズによる影響

Fig. 2. t-2に示したように，メカトロ機械用制御機器

の誤動作の要因となる電磁ノイズには，種々のタイプ

のものがあるが，伝導性ノイズの中のインパルス性ノ

イズによる影響を検討することとした。また，メカト

ロ機械への電磁ノイズの侵入の仕方についても種々の

ものが考えられるが，まず基本的な部分として，メカ

トロ機械のアクチュエータを制御する制御用電源への

電磁ノイズの侵入の影響について取り上げることとし

た。

2.1.3.1 供試体

近年，マイコン及びコンピュータ応用機器，制御機

器， NC機械，その他デジタル機器等のモジュー';レ電源

として多く使用されているスイッチング・レギュレー

タを対象にし，本実験では市販されているもので，単

出力， 2出力， 3出力のもの6機種のスイッチング・
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レギュレータを供試体とした。

出力容量についてみても 14.4W-100Wまでの種々

のものであり，その各々の仕様は， Table2.1-1に示す

とおりである。なお，これら供試体としたスイッチン

グ・レギュレータは，上記のメカトロ機械等の組込み

用電源として製作されたものである。

2.1.3.2 実験装置

供試体に擬似電磁ノイズを注入するために実験で使

用した電磁ノイズ発生装置は，東北金属工業僻製のイ

ンパルスノイズシミュレータHTG-3222Aであり，そ

の構成基本回路の概要は， Fig.2.1-3に示す。またその

性能については， Table2. 1-1に示すとおりである。

波形の観測に用いたオシロスコープは，岩崎通信

機棘製の SS-5121B (DC,.._, 100 MHz)である。

Table 2.1-1 Specification list of switching regulators as experimental samples 

直流電源供試体の仕様一覧

C E F 
供試体記号 A ' B D 

C-1 c-2 E-1 E-2 E-3 F-1 F-2 

ch CHl CH2 CHl CH2 CH3 CHI CH2 

定格出力電圧 5V 5V 5V 24V 24V + 5V +12V -12V 15V 15V 

定格出力電流 20A 5A lA 0.4A 0.6A 5A lA lA 1.5A 1. 5A 

総出力容量 100W 25W 14.6W 14.4W 49W 45W ..~ 

電圧許容範囲 AC90-132V, DC110-175V AC90~132V 

入 周 波 数 47 Hz-440 Hz 

力 効 率 75% (TYP) 65% (TYP) 75% (TYP) 70% (TYP) 

条 突 入電流 20A(TYP) 15A(TYP) 15AMAX (定格入力， +25°C)

件 入力電流 2. lA(TYP) 0. 74A(TYP) 0.45A(TYP) 0. 35A(TYP) 1. 3A (TYP) 

ノイズフィルタ 内 蔵

電圧可変範囲 士10% 土5% 土10% 固 定 土10%

出 リップル・ノイズ 出力電圧Xl.0%+50mV P-PMAX (DC~lOOMHz) 

力
入力変動 出力電圧XO.4%1v1Ax 

負荷変動 出力電圧X0.8%MAX
条 ド リ フ 卜 出力電圧XO.5%+15mVMAx (投入lH後8H)

件 保持時間 20mSM1N 

立上り時間 lOOmSMAx 200mSMAX lOOmSMAx 200mSMAX 

付 過電流保護 垂 下 特 性（自動復帰）

属
・クロー ツェナー ツェナー

機 過電圧保護 内蔵（スケルチ方式） リミック リミッタ方式
クロー
リミッタ方式

クロー
リミッタ

能 バ方式
方式

バ方式 バ方式 方式

2.1.3.3 実験方法
イズは，一般には伝播路となる電源線で高周波成分は

減衰する。他方のものは．コモンモード（同相成分）

であり Fig.2.1-4の{b)に示すように電源（入力）の 2

本の線がアースに対して同相の電磁ノイズを生ずるも

のである。このコモンモードの電磁ノイズは，線ーア

ース間を伝播路とするため減衰することなく遠方に伝

わっでいくものである。

伝導性電磁ノイズであるインパルス性ノイズの伝播

径路は 2種類に大別される。その 1つは，ノーマルモ

．ード（正相成分）であり， Fig2. 1-4の(a)に示すように

電源（入力）電圧に直列になるもので線間を伝播する

電磁ノイズ成分である。このノーマルモードの電磁ノ
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項 目 規 格

方 形 波 角 波

ノイズ電圧 0 ~2,000V連続可変 O ~4,000V連続可変
（負荷インピーダンス： 500) （負荷インピーダンス：500) 

ノイズ立上り時間 lnsec以下 10 nsec以下

~~ Jレ ス 巾 二 ー~
50/100/200/250/ 400 nsec 350nsec 
Max 1.0μsec (500負荷時）

商用電源50/60Hzに同期

ノイズ繰返し返期・ 内部可変30~60Hz
外部トリガ0~60Hz
ワンショットトリガー

極 性 ＋／一切換え

ノイズ注入 U-E/V-E/W-E/N-E/切換

ノイズ注入角 0~360゚連続可変

被試験器電力容量 三相，単相100/200V,20A Max (DCも可能）

注入部

～
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用
電
源

r
 

同軸ケープル

巴
ノーこ三三三二）

パルス発生部

Fig. 2 . I -3 Schematic construction of an electromag-

netic noise generator 

電磁ノイズ発生装置の構成基本回路の概要

従ってインパルス性の電磁ノイズについての評価は，

一般にコモンモードテストだけで十分であると考えら

れている丸

そこで本研究においては，コモンモードの電磁ノイ

ズについての実験を中心として行い，参考とじてノー

マルモードについても行ってみた。コモンモードにつ

いての実験の概略構成は Fig.2. 1-5のプロック図に示

Fig. 2. 1-4 Normal mode noise (a) and common mode 

noise (b) 

(a) ノーマルモード電磁ノイズと(b)コモンモー

ド電磁ノイズ

すとおりである。

電磁ノイズ発生器から供試体ヘコモンモードとして

入力される擬似ノイズは，パルス幅lμsの矩形波であ

り入力繰返しサイクルは商用電源{50Hz)に同期させ

た。この場合の供試体の出力については，オシロス

コープによって観察測定を行った。

本実験では， Fig.2.1-sの下側に示したように擬似

ノイズパルスの電圧レベルV1を電磁ノイズ発生器の電

圧設定ダイヤルによって変化させ，それに対応する供
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rnμ, 
擬似ノイズパルス [〗ニ
Fig. 2 . I -5 Block diagram of common mode noise test 

コモンモード実験のブロック図

試体のコモンモード出力の波形の全幅 Vnを測定した。

また，参考として行ったノーマルモードについての

実験の概略構成は， Fig.2. 1-6に示すとおりであり，擬

似ノイズ及び供試体の出力波形についても，コモンモ

ードの場合と同様に Vi及びVnの測定を行った。

2.1.3.4 実験結果

Fig.2. 1-5に示したコモンモードノイズ実験の結果

については Fig.2. 1-7の(a)及び(b)にプロットしたもの

を示す。

Fig.2. l-7(a)では，各供試体へ電磁ノイズ発生器か

ら注入した擬似ノイズ電圧 Viを横軸にとり，各供試体
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Fig. 2 . I -6 Block diagram of normal mode noise test 

ノーマルモードノイズ実験のブロック図

のコモンモード出力電圧 Vnを縦軸にとってプロットし

ている。このプロット結果では，各供試体によって，

非常に異なった特性を示していることがわかる。

なお， Table 2. 1-1に示した各供試体と実験結果を

示すプロット記号との関係は，次のとおりである（但

し，同アルファベットのものは，多出力の端子の場合

を示す）。

：ロノ：、記：I : I : I C~l I c~z I こ I~△ 1 I E~2 I E~3 I F~l I F~2 

また， Fig.2. l-7(b)では，各供試体へ注入した擬似

ノイズ電圧Viを横軸にとり，この Viの値に対する各

供試体のコモンモード出力電圧 Vnの減衰量Dを縦軸に

とってプロットしている。ここで減衰量Dは下記の 2.1-1

式により算出したものである。

苔

C& ． 
咆 ． 

蕊 ． 
゜ロ ． 
゜゜． ゜

゜

， ， 
f・ Q Q 

I I I I 
600 700 800 900 1,000 

注入擬似ノイズ電圧V; V 

Fig. 2. I -7(a) Result of common mode testコモンモード試験の結果
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ノーマルモード試験の結果
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このプロット結果では，各供試体によって電磁ノイズ

に対する減衰特性が非常に異なっていることがわかる。

Fig.2.1-6に示した参考として行ったノーマルモー

ド・ノイズ実験の結果についてプロットしたものが，

Fig. 2.1-8の(a)及び(b)に示すものである。

Fig.2. l-8(a)では，各供試体へ電磁ノイズ発生器か

ら注入した擬似ノイズ電圧V1_を横軸にとり，各供試体

のノーマルモード出力電圧Vnを縦軸にとってプロット

している。このプロット結果では，供試体Cの場合を

除いては，擬似ノイズ電圧v.の増加に伴ってやや差が
見られるが．ほぼ同様な特性の傾向が認められる。

また, Fig.2. 1-S(b)では，各供試体へ注入した擬似

ノイズ電圧v.を横軸にとり．このv.の値に対する各
供試体のノーマルモード出力電圧Vnの減衰量Dを縦軸

にとってプロットしている。このプロット結果では，

各供試体の電磁ノイズに対する減衰特性が，供試体C

の場合を除いて，ー40dB--50dBとほぼ一定の特性を

200 400 600 800 1,000 1,200 1,400 1,600 1,800 

注入擬似ノイズ電圧V; V 

Fig. 2. 1-S(b) Result of normal mode test 

ノーマルモード試験の結果（減衰量）

れるように，擬似ノイズ電圧V1の増加に伴って各供試

体の出力Vnの増加する傾向に大きな差異があることが

わかる。そして， Fig.2. l-7(b)の各供試体の電磁ノイ

ズに対する減衰特性を見ると，v,がlOOV以下の場合
でも減衰量Dは一10dB--40dBの範囲に大きく分散

しており，各供試体間の減衰特性の差異が著しいこと，

また，供試体A及びBの場合にはv,が200V以上では，
やや減衰特性が小さくなる傾向さえ認められる。

ところで，参考として行ったノーマルモード試験で

は， Fig.2.l-8(a)に見られるように， v,に対する出力
Vnもかなり小さく，また， Fig.2.l-8(b)に見られるよ

うに減衰量Dも大きく各供試体間にも大きな差異は認

められない。

すなわち，供試体としての直流定電圧電源である各

スイッチング・レギュレータは，パルス幅lμsの矩形

波で繰返し数50Hzのインパルス性電磁ノイズを注入

した場合，ノーマルモードノイズにより受ける影響は

比較的小さいが，コモンモードノイズにより受ける影

響は非常に大きく，また，その受ける影響の程度は，

それぞれのスイッチング・レギュレータによって著し

く差異があることが明からとなった。

(2.1-1) 

示している。

なお， Photo.2.1-1は，コモンモード試験における

擬似ノイズ波形と出力波形の例を示したものである。

2.1.3.5 考察

コモンモード試験の結果の Fig.2.l-7(a)から認めら

2.1.4 プログラマプル・シーケンサの

耐ノイズ特性の劣化について

プログラマプル・シーケンサは，産業用ロポットを



Vn 

C-1 D
 

E-1 F-1 

lOOV 

.,_ag ~-■三

Vi 

300V 

500V □ 1111111:] 1111111:J~ 

Photo 2. 1-1 Examples of noise wave and output wave in common mode test 

コモンモード試験における擬似ノイズと出力波形の例
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はじめてとして各メカトロ機械の制御用装置として多
Table 2.1-3 

く用いられている。筆者らは，上記2.1.3におけるス

ィッチング方式の直流電源装置の電磁ノイズにおける

影響に関する実験的研究を進めている過程で，たまた

ま当所既存のエアー駆動式ロボットの制御機器の電源

入力側への擬似ノイズの注入を試みた。この時，ある

擬似ノイズ電圧になると，エアー駆動式ロボットの動

作に異常が発生したが，その後に擬似ノイズの注入を

止めて，再び擬似ノイズ電圧を徐々に増加させてみた

ところ，再びエアー駆動式ロボットの動作に異常を発

生した擬似ノイズ電圧が，最初に誤動作を発生した時

より低い電圧であることに気づいた。そこで，プログ

ラマブル・シーケンサの誤動作についての耐ノイズ特

性が，擬似ノイズ注入回数によってどのような影専を

受けるか，実験的に検討を行うこととした。

2.1.4.1 供試体

当所に既存のエアー駆動式直交座標型ロボットの制

御装置であるプログラマブル・シーケンサと同機種の

もの 5台を購入し供試体とした。なお，供試体の仕様

は， Table2.1-3に示すとおりであり，シリーズ方式の

多出力直流電源装置を内蔵したものである。

2.1.4.2 実験装置

供試体に擬似電磁ノイズを注入するために，この実

験で使用した電磁ノイズ発生装置は，上記2.1.3の実

験に用いたインパルスノイズシミュレータ HTG-3222

Aである。また，供試体の出力信号を観察記録するの

に用いた記録計は，（樹日置電機製のメモリ・ハイコー

ダ8802である。

なお，実験装置及び供試体の構成は， Photo.2. 1-2に

示すとおりであり，本実験及び上記2.1.3における実

験も擬似ノイズ以外の外乱の侵入を防止するため，Photo.

2. 1-3に示すような電磁シールド室内において行った。

2.1.4.3 実験方法

本実験においては，供試体の入力電源として 100V(50 

Hz)の商用電源を 1対1のトランスを介して接続し，

供試体に予めプログラムしたシーケンス動作をさせ，

供試体の出力（動作リレーの出力）を記録し，正常状

態を出力信号とした。次に，電磁ノイズ発生器から 50

0の終端器を介して供試体の入力電源端子へ，ノーマ

ルモードとしてパルス幅 lμsの矩形波を商用電源(50
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Specification of programable sequential 

controller 

供試体（プログラマブル・シーケンサ）の

仕様

仕様 1 項 目

方式

入
＇、電

カ I電
最少入カパ・

仕 lルス幅
絶緑方式

様 1動作表示

端子接続方式

方式

出 I定格容量

機械的寿命

電気的寿命

仕 I
動作表示

端子接続方式

負荷短路保護
ヒューズ

力

様

圧

流

漏れ電流

内容

無雷圧接点入力，オープンコレク
タ入力

DC15V 

8mA 

5mS 

フォトカプラ

20点LED

20点/4コモン

リレー接点

DC 30 V 2 A, AC 240 V 2 A 
MAXノ

1,000万回以上

50万回以上

16点LED

16点/3コモン
2本

OmA 

一 許容操作電圧
＇範囲

定格消費電力

般 I
絶縁耐圧

耐振動・

周囲温度

周囲湿度

保存温度

仕

定格操作電圧 IAClOOVまたは ACZOO V, 50/ 
60 Hz 

+10%--15% 

耐ノイズ

様 1絶縁振抗

周囲雰囲気

重量

制御方式

性

様

40VA以下

AC 1,500 V/1分間

16. 7 Hz複振巾 3mm
0-55℃ 

30%-90% 

~10℃ -65'C 

1, 500 V(電源）1,000 V(入出力）

50 MO以上 (DC500Vメガー）

腐触性ガス不可

3. 2 kg 

ストアードプロクラム

プログラム方 Iステップ式
式

プログラムス 48ステップ
テップ数

能 I入力点数 20点 (aO~hl,a2, b2, c2, d2) 

出力点数 16点 (AO~Hl)

仕 I内部リレー 8点 (A7~H7)

タイマー機能 0.1~100秒

リピート機能 1~255 

センサー用 DC15V0.4A 
DC電源

リモート端子 I4点
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Photo 2. 1-2 Schematic construction of an experiment 

ori a sequential controller 

実験装置の構成

口

lectromagneti匹fiiefdro需了・
実験用電磁シールド室

Hz)に同期させて注入する。この時，電磁ノイズ発生

器から注入される擬似ノイズ電圧V1を徐々に増加させ

ていき，供試体の出力を記針装置で観測し，異常状態

の信号を発生した時の擬似ノイズ電圧V1を供試体の第

1回目の誤動作発生時のノイズ電圧とした。そして，

直ちに擬似ノイズ電圧 V1を低下遮断し，供試体が正常

状態の動作をしていることを確認した上で再び擬似ノ

イズ電圧V1を徐々に増加させ，供試体の出力信号に異

常が表われた時に第2回目の誤動作発生時の擬似ノ

イズ電圧とした。以下，同様にして擬似ノイズの繰返

し注入試験を行った。

0"oto 

Table 2 .1-4 The number of noise test repetition and 

noise voltage unexpected motion of the 

controllers 

プログラマブル・シ-ケンサにおけるノイ

ズ試験回数による誤動作劣化

試験
誤動作発生時の擬似ノイズ電圧V;(V) 

繰返し 供 試 体

回数
No. I No.2 No.3 No.4 No.5 

1 1,400 1,450 1,300 1,400 1,300 

2 1,200 1,300 1,200 1,300 1,200 

3 950 1,200 1,100 1,200 1,100 

4 900 1,000 1,000 1,000 1,000 

5 800 900 900 900 900 

6 750 800 800 800 800 

7 750 700 800 

8 750 600 ， 750 
10 700 

＼
 
）
 

2.1.4.4 実験結果

上記の実験方法により， 5台の供試体について同様

の擬似ノイズの繰返し注入試験を行った結果が， Table

2 .1-4に示したものである。なお，供試体が誤動作を発

生した V1の最低値（例えば， No.1では 700V, No. 

2では 600V)は，その電圧より lOOV低い V1で，擬

似ノイズ注入試験を 5回繰返しても供試体が誤動作し

なかったという結果に基づくものである。

Table 2. 1-4の結果から，誤動作を発生する時の擬

似ノイズ電圧v,は，絶対値として各供試体によって異
なってはいるが，試験の繰返し回数の増加に伴って次

第に低い電圧となっていることが認められる。

なお， Fig.2. 1-9に供試体からの出力信号の正常状

態及び誤動作時の異常状態の記録例を示す。

2.1.4.5 考察

Table 2.1-4の結果について，供試体が第 1回目の

誤動作を発生した時の擬似ノイズ電圧に対する比率を

縦軸にとり，第2回目以降の誤動作を発生した擬似ノ

イズ電圧と試験繰返し回数との関係を 5台の供試体に

ついてプロットすると， Fig.2. 1-10のようになる。こ

れを見れば，明らかなように，擬似ノイズによって誤

動作を発生した供試体は，繰り返して擬似ノイズを注

入した場合は，前回より低い擬似ノイズ電圧で誤動作

を発生する現象が認められる。また，誤動作を発生す

る擬似ノイズ電圧の低下は，比較的顕著であり，繰返

しの回数が 10回未満であっても，初回の誤動作時の擬

似ノイズ電圧の 50%程度で，誤動作を発生している。

ただし， Fig.2.1-9のNo.5供試体の例に見られる

ように，供試体としてのプログラマブル・シーケンサ

の誤動作が，動作停止という状態に至ることもあるこ

とが観測された。



（正 常）

（第1回目
異常

Vi=l400 V) 

（第 6回目

異常
Vi=750 V) 

u山．且』Jj
(No. 1供試休）

Fig. 2. 1-9 

安全制御における計測技術

『
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Ji, (第2回目
異常
Vi=1200 V 

（第4回目

異常
Vi=lOOO V) 

(No. 5供試休）

Examples of out-put signal of the sequential 

controllers 

プログラマブ）レ・シーケンサの動作出力信号の例
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すなわち，シリーズ方式多出力直流電源を内蔵した

プログラマブル・シーケンサを供試体とした本研究の

実験結果から，誤動作についての耐ノイズ特性は，電

磁ノイズにより発生する誤動作を繰返し発生する度に，

劣化の傾向があることが判明した。

2.1.5 おわりに

本研究においては，メカトロ機械等の制御装置用電

源として多く用いられているスイッチング・レギュレ

ータ及ひ，制御機器としてのプログラマブル・シーケ

ンサを供試体として，電磁ノイズ発生装置により擬似

ノイズを注入し，それらの影牌について実験的に検討

を行った。

その結果，次の問題点が明からとなった。

制御機器用モジュール電源については，コモンモー

ドの電磁ノイズに対しては，比較的大きな影腎を受け

易く，その程度は機種によって著しく異なっている。

このことは，安全技術の点から見ると，数機種の電源

装置を制御用電源として使用している産業用機械が同

ー工場内に（同じ電磁ノイズ環境内に）設置されてい

る場合，電磁ノイズにより受ける影響の度合が，それ

ぞれ著しく異なってしまう状態となることを意味し，

それぞれの電源装置の耐ノイズ特性を明確に把握する

ことは，現実として非常に困難であり（一般に電源メ

ーカでコモンモード試験を全ての機種について実施し

ているところは殆んどないと思われる），従って，全て

の電源装置に対して完全に耐ノイズ対策を実施するこ

とは不可能に近いことになる。

また，電磁ノイズによるプログラマブル・シーケン

サの誤動作発生の特性に劣化現象が存在することは，

制御機器等の耐ノイズ性の評価として，初回の誤動作

発生時の値で行ったものでは，不充分であること，ま

た，安全技術の点から見ると，ある電磁ノイ•ズレベル

で誤動作を発生した制御機器を装備している機種の電

磁ノイズに対する危険性は，以前より増大した状態と

なっているということである。

従って，これらの問題点を改善する安全対策として

は，各種機械装置自体が電磁ノイズを発生することを

可能な限り防止すること，また，各機械装置に侵入す

る電磁ノイズを減衰させるような方策を採ることが必

要であるが，これらの対策を全ての未確認の外来ノイ

ズに対して完全に対策することは不可能であり，電磁

ノイズによる機械装置の誤動作による危険性を本質的

に防止する安全技術が重要となる。この問題を提起し

て，次章から安全技術の論理へと進めることにしよう。

参考文献

1) JIS Z 8115 信頼性用語

2) たとえば山崎弘郎他，電子回路のノイズ技術，

オーム社

3) (初電気学会，制御機器の雑音と対策，電気学会

技術報告 (II部）第 123号，昭和56年 11月

2.2 安全制御の論理

多くの場合，安全が確率統計で語られる。そこでは

確率的に災害がレアケースとなるオーダであれば安全

対策を要しないとする結論を導き出す。また， もしも

災害発生率が高くとも，その被害が小さければ安全対

策の程度に妥協を許すとする結論を導き出す場合もあ

る。

しかし，災害のほとんどはレアケースであり，確率

統計論によっては危険性を予知することはできないこ

とは誰しも認めているところである。すなわち， もし

確率統計論によって確実に安全上の欠陥が指摘される

ほどに，それに含まれる危険性が高いものであったら，

すでに災害を生じて，対策が検討されているはずであ

る。

システムの論議は，一般にその要素が，それぞれの

立場によって異なる不可分割要素，すなわちブラック

ボックスから開始し，それらの関連付けを行ってゆく。

しかし，確率統計論によって安全論議を行う場合に問

題なのは，かなり複雑なシステムレベルにあるものを

くくってシステム(/)最小単位，すなわらブラツクボツ

クスにしている点である。その場合，ブラックボック

スはすでに高度の技術レベルに達していても，その中

身（構造）を論ずることはできない。しかし，実はそ

の構造自体がシステム全体の安全性に大きく関わってい

るのである。すなわち，安全性は，ブラックボックス

の中身の構造を問題とするのであり，それに含まれる

技術が高度であること自体よりはむしろ，それに込め

られる安全技術によって評価されるべきである。しか

も，安全上の欠陥があった場合の対策は，ブラックボ



ックスの中身を開いて具体的な構造の改善としてなさ

れるべきなのである。

例えば，プレス機械や産業用ロボットの制御では，

機械の誤り動作や人間の不安全行動によって生ずる危

険性を回避するために，人体（あるいは人体の一部）

を検知して，この出力と運転制御の命令との間にイン

ターロックを設けることが一般になされている。光線

式安全装置を取り付けたプレス機械では，フレームに

投光器と受光器を取り付けて，この間の光ビームを手

が遮っているとき，スライドは下降しないようなイン

ターロックをとる。さらにこのようなインターロック

では，一度センサから運転禁止の信号が出たら，この

信号が解除されても改めて運転命令が発せられない限

り，運転が再開されない構造をとるのである。

このような安全制御の根本に関するセンサや制御回

路はどのような構造を持つものであってもよいという

わけではない。その中身の構造も極めて重要なのであ

る。すなわち，後で示すフェールセーフに構成されて

いなければならない。

一般に，安全技術といわれるものは，安全のメカニ

ズムをシステムに盛り込む技術であるとすれば，安全

のメカニズムとは何かを明確にしておかなければなら

ない。そこで，ここでは安全の論議が共通した親点か

ら行われるよう，まず安全の基礎となるべき「安全の

論理」の構築をめざすことにする。

2.2.1 「安全の論理」の構築

(1) 信頼性から安全性へ

a, 安全の立場

安全の論理の構築は「安全はすでに生じてしまった

災害を事後処理するのではなく，まだ災害の経験のな

い機械であってもそこに潜在的危険性が存在するので

あれば，先手を打って安全対策を講じておく必要があ

る」という考え方をとることから出発する。しかも，

安全対策を追及する場合，その対象が人間である限り

は決定論的（確率統計論ではなく）な態度をもってこ

れに臨むことが必要である。

システムのトラブル（故障や人間のミス）の発生す

る頻度を下げて安全性を向上させようと大いに努力を

しても，これによって到達できる安全性のレベルには

おのずと限界がある。

生産技術者でさえ，生産性の確保のために信頼性だ
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けに頼らずに，「生産のプロセスにトラブルが発生する

ことを回避しきれない」という前提に立って， トラブ

ルに対処するための体制作りの重要性を主張している。

安全性の観点から機械や生産システムを見る場合， ト

ラブル（人間のミスを含めて，確率的に発生するシス

テムの障害）の発生に対して，一層シビアな対応が要

求される。そのためには， トラブルの発生する頻度を

下げるというアプローチは重要である。しかしそれ以

上に， トラブルが与える影響に検討を加えて， トラブ

ルが例え発生しても人に怪我をさせないようにする機

能（危険側移行率を下げる機能）を設計の際に盛り込

んでおくことに重点を置くべきである。この点が，「人」

を対象とする安全防護のアプローチの，機械や情報に

対するそれと比べて特筆すべきところである。

b. 危険側移行率の改善

安全の広い分野では（人間と機械の両方を含めて）

危険性を表現するのに次の式を用いると安全論議の展

開が容易になる。

危険性＝［尻星扇畠]x[喜胃讐]x[夏誓誓］
（不）信頼性 （不）安全性

…式(1)

ここで，「エラーの発生頻度」とは，信頼性の低い状態

の程度を表わし，また，「傷害の大きさ」の意味は自明

である。また，「危険側移行率」では，エラーの仕方を

問題にする。機械がたとえ故障したとしてもそれが止

まってしまう故障（安全側故障）であるのか，動き出

したり，止まらなくなったりする故障（危険側故障）

であるかによって機械の危険性が大きく変わってくる

のである。すなわち，「危険側移行率」とは，発生する

可能性のあるエラーに対して，たとえそれが生じても

危険とはならないよう（安全側のエラーとなる），故障

の仕方が安全側になるよう設計の際に安全機能をシス

テムに盛り込むことによって危険性を下げようとする

考え方が込められている。

この式によれば，「安全性は信頼性を向上することに

よっても達成されるはずである」とする主張が正しい

とされうるのはあくまでも理論の上にすぎない。その

主張が人の安全とは無関係に，機械の安全の討議の中

でなされるのなら何も反論することはない。しかし，

ことが機械ではなく，人間の安全となると問題は別で

ある。そうなると，高い信頼性を達成したと主張され

るシステムに関して極めて信頼にたる信頼度の数値を
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提示して，それを明確に証明しなければならない。

現在使われている産業用ロボットなど多くのメカト

ロ機械は多品種少量で生産されているため，信頼性の

哩論がそのまま適用できないし，そのコントローラで

使用さ九ているハイブリッド ICも同じである。また機

械は全ていつか必ず故障する。このような状態で，も

し具体的な信頼度を提示して，危険性がないと主張て

きる人がいたら，それは大変な嘘つきである。人間の

安全を対象にして機械に講ずるぺき安全対策を考える

場合，機械もそれを扱う人間も故障したりミスを犯す

ものだとまず割り切って（信頼性は分からないものだ），

たとえそのようなことが生じても，少なくとも人に怪

我をさせることのないようにすべきである。このこと

は，安全技術者，安全管理者は勿論，機械を設計する

技術者も危険側移行率を極めて低いレベルにまで下げる

よう，それぞれの立場・観点に応じた努力に集中すべ

きであることを意味している。しかし，この重要な結

論でさえ「安全の論理」の構築の入り口を少し入った

にすぎない。

(2) 危険検出型から安全確認型（非対称故障率）

さらに，「安全の論理」の追求を続けることにする。

安全対策を講ずる場合，これまでのやり方は，危険

を捜し出して，（あるいは，災害を生じて危険の存在を

知らされて），安全対策に着手するという手順を踏んで

きた。安全の法規制を制定する場合も同様であり，認

識された危険性が規制の対象となってきた（これを危

険検出型規制とここでは呼ぶことにする）。これらのこ

とは，これまで安全が後手後手に回されてきたことを

意味している。

事故を生じた，または十分にそれを予測できる状態一

“危険の状態”ーと，安全であることが論理的に証明され

た状態―“安全の状態”ーとの間に，これまでの事故

の経験はないが，はたして安全であるのか危険である

のか分からない状態（確率論的には災害が発生しうる

状態）一“不安の状態”ーが存在する (Fig.2.2-1参照）。

安全の論理と議論を進める上で，重要なことは，‘‘不安

の状態,,を‘‘危険の状態,,と同じであると見なして安

全対策を講じなければならないとする立場をとること

である("不安の状態”にあっ．ても確率論的に安全であ

る場合もありうるという淡い期待を寄せても，それが

明確に安全であるとは言えない限り，人間に“賭”

を強いることは許されるべきものではない）。

ある種のセンサ（自己故障診断のために用いるセン

{
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Three conditions of safety concerned 

「安全」に関する 3つの状態

サの多くが含まれる）は，危険が生じたことを検出し

て機械を停止させるものである。このタイプのセンサ

が安全の上から大変問題なのは，これが故障して危険

を検出することに失敗した場合("不安の状態"),機械

を安全に止めることができないので，場合によっては

（運が悪ければ）事故を生ずることになり，更に運が悪

ければ人を死に至らしめることにもなる。このタイプ

を危険検出型センサと呼ぶ。

これに対して，安全確認型センサは故障によって“不

安の状態”になると機械を運転できない状態にしてし

まう。すなわち，センサが安全確認能力を失うと機械

を止めて，その旨を人間に知らせてくるのである。詳

しくはセンサの項目で述べるが，安全が確認されてい

る時だけ「安全」であることが信じられるのであり，

危険が検出されていなければ「安全」だとは必ずしも

言えないのである。このことから，安全の対策を安全

確轄型にしてゆくことが重要であると言える。

(3) 安全の論理とフェールセーフ

これまでの「安全の論理」の議論は遂に“フェール

セーフ”に到達したと思われるかもしれない。確かに，

フェールセーフは故障（広くは人間のミスも含めて）

を前提とした安全の論理展開の重要な結論ではある。

しかし，一般にシステム論におけるフェールセーフの

概念は「人間の安全」を対象とする場合は不完全が残

り，さらに思い切った修正にこれを加える必要がある。

それは，安全を検出するセンサ（スイッチの場合も

ある）からコントローラを経て駆動装置に至るまで「安

全」を伝える信号やパワーは明確にその性質を規定し

なければならないことである。すなわち，安全を伝え



る媒体が電気信号なら，故障はそれをOFF信号に変化

させ，同様に，電力は遮断され，動力は（ノーマル・

リターン）ブレーキによって，バネはノーマル・リタ

ーン・メカニズムによって，重力は落下によって，人

間に危険なエネルギーが及ぶのを防ぐよう，故障後の

安全の媒体の性質とエネルギの状態を明確に規定しな

ければならない。これが守られないと，時として，狂

ったコントローラに安全のためのコントロールを任す

といった矛盾した運転を伴うことになり，あるいは，

故障が生じたら決して機械が動き出さないという保証

が得られないことにもなる。

(4) 安全とメンテナンス

生産技術の中ではメンテナンスは重要であるが，「安

全の論理」に適った機械や装置においては安全の確保

をメンテナンスに委ねることはしない。しかし，「安全

の原理」を無視した機械や装置は（例えば多くの安全

マットスイ ッチが危険検出型装置である），信頼性に安

全が委ねられることになるから，出荷の時にメーカは

性能と信頼度の保証を行わなければならないし（安全

に対する保証は常に極めて厳密に行わなければならな

いので，大抵はコストが大きい），またユーザも極めて

綿密なメンテナンスをしかも継続して行わなければな

らない。安全の論理に従って機器の設計をすることは

コストを下げる効果を生む。

(5) 安全装置とバックアップ

例えばPhoto.2. 2-1はAGVS(Automated Guided 

Vehicle System)の接触センサ（安全バンパ）と非接

触センサ（反射型光電センサ）である。これらは共に，

人間と AGVSが激突することによる装害を防止するた

めの安全手段である。それではなぜこのように 2種の

安全手段を併用する必要があるのであろうか。

「安全の論理」からいえば，安全バンパは安全装置と

して見なされるべきである。なぜなら本来，安全装置

はフェールセーフな構成がなされていなければならな

いが，安全バンパはそれが可能であるのに対して，放

射型の非接触人間センサはそれができないからである。

しかし，非接触人間センサは触れる前に AGVSを停

止させることができるという特長を持っている。この

ような危険検出型の安全手段は，本当の安全装置によ

る安全の最後の「切り札」が控えていてこそ，その特

長が生かせるのである。このようにどちらが本物の安

全装置で，どちらがバックアップ装置かを判断するの

に「安全の論理」に従って検討すれば，より明確な結
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• I 

Photo 2.2-1 Two safety measures in AGVS 

無人搬送台車における 2つの安全手段

論が引き出せる。

(6) 安全の論理における公理

これまでの議論は遂に「安全の論理」に到達した。

「安全の論理」を要約すると，

ー機械のコントロールやオペレーションは安全が確認

されなければ決して運転が許可されないようにする一

ということになる。すなわち，平たく言えば，「(a)21屯：
らなければ(b)無理をしない」ということである。

この言葉のうち，“分からなければ"は，作業を継続す

るには安全を検出して確認するための検出手段が必要

であることを意味し，コントローラなどにおいても，

コントロールを継続するためには常に安全が確認され

ていなければならないことになる。

もう一つの“無理をしない”という言葉は，故障時

に無理をせずに(OFF状態：パワーダウン，ノーマル・

リターン，コントロール・ストップ），機械の運転を停

止させるよう設計することを意味している。

これを人間が行うことは大変難しい。また，コンピ

ュータも同様である。これらはエラーを生ずると偶然

に安全側だったり，危険側だったりする。そのため，

フェールセーフなインターロックによって，それらの

危険側のエラーを防止できる安全対策が必要となる。

これまでの議論を整理して，「安全の論理」から生まれ

た公理をまとめると，次のようになろう。

1) 災害の発生前に安全対策を盛り込むこと

2) 安全対策に対しては決定論的な態度をとること

3) 安全を検出する手段が安全を確認するものである

こと

4) その情報処理は安全を伝えるものであること

5) 安全を伝える信号はエネルギアクティブ（ポテン

シャル： ON状態）を用いること
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6) 安全を伝える信号を誤って発生させてはならない

こと

7) 安全を伝える媒体が安全の伝達を停止した場合は

OFF状態（ノーマル：信号 OFF, エネルギダウン

など）されること

8) 安全を確認するシステムは公表して，「安全の論理」

に適うことを証明すること

9) 人間の安全をそのまま委ねることがあってはなら

ないこと。

9
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2.2.2 産業用ロポットの潜在危険性と

対策への決定論的アプローチ

(1) ロボットの衝撃危険性の評価実験の概要

産業用ロボットの危険の元凶はそのパワフルなアー

ムにある。それがどれほどの危険性をもつのかを評価

するために，ダミーを使って衝撃試験を行った。ここ

で用いたダミーは自動車の衝突実験用に開発されたも

のである。

頭部に 3軸加速度計を取り付けたダミーを立たせて

おき，その後頭部をロボットアームで打撃を与えた時

の衝撃波形を記録した。実験対象のロボットは2種類

（アーク溶接用電気ロボット，及びスポット溶接用油圧

式ロボット）である。

実験の結果を Fig.2.2-2に示す。油圧ロボットでは，

最大衝撃加速度が200Gを越え（衝撃速度2.4m/s),

電気式ロボットでは 90Gに達する。人間の耐衝撃性に

関して過去に我々が行った研究によれば，衝撃加速度

の安全限界35Gを越えると危険であることがわかって

いる。これと比べてロポットとの衝撃は極めて危険な

事態となるうることがこの実験結果から分かる。

Fig. 2.2-2は安全帽を着用した場合には，それを着用

しない場合と比べて 1/3-1/4に最大衝撃加速度が小さ

くなることを示している。これによって，産業用ロボ

ットの危険領域で行う作業は安全帽の着用が不可欠で

あると言えるが，それと同時に，ロボットを十分に低

速に設定しておく必要がある。これに関する詳細につ

いては他の報告書に譲ることにする。

(2) 教示速度の自動設定機能

教示速度が低速に設定されていると思い込んで教示

操作をしたため，高速のロボットアームにたたかれた

事故例がある。そこで日本では「産業用ロボットの使

用等の安全基準に関する技術上の指針」で，「運転状態

の教示の状態に切替えた場合に，マニピュレータの作
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Fig. 2 . 2 -2 Crash impact acceleration 

衝撃加速度 (Vは速度）

動速度が自動的に低下すること」と規定されている

そこで，教示基準速度ー「教示の状態に切り替えた場

合に，この教示基準速度に自動設定され，この後，も

し速度の変更を必要とする場合は，別の切替えスイツ

チ等により作業者が意識的にその変更を行うようにす

る」ーを決定するための実験を行った。

a. 実験の方法

被験者に模擬ティーチングボックス（これはロボッ

トの上下の動きを操作する 2つのデドマン押しボタン

と非常停止ポタンがついている）を操作させて，上下

動の自由度を使った教示操作能力試験を繰り返し行っ

ている間に， 12回に 1回の割合で，上下動（人間の意

志による）を前後動（不意の動作）に切替える（コン

ピュータによって行う）。被験者は異常動作に気付いて，

デドマン押しボタンから手を離してロボットを停止さ

せる。この時の応答時間を測定した。

被験者は 11名で， 3名の女性と 1名の高験者を含ん

でいる。

b. 実験結果
応答時間の内訳は，ロボットが動き出してから人間

がロポットの異常動作に気付くまでの時間T1と気付い

てからロボットまでの停止操作をするまでの時間T2と

すると，

V< 
150-Lover 
T1+T2 



を満足するように教示基準速度Vを決めればよい。た

だしここでは，安全距離を 150mmとしている。そし

て， Loverはロボットが停止信号を受けてから停止す

るまでのオーバーラン距離である(Fig.2.2-3参照）。

測定によればT1+T2の平均値は 0.53秒（標準偏差

0.208秒）であった。ロボットを低速にすればLoverは

十分に小さくなるので，結局V<140mm/sとなる。た

だしここでは，応答時間として， +2(Jを用いている。

この速度は「教示モード」に設定した直後に自動的

に切り替わる速度であり，実際の教示運転では作業者

の意識で元の作業に応じた速度に変更されうる。しか

し，この教示速度の上限値も十分な低速になるよう決

められるべきである。
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Fig. 2. 2-3 Breakdown of safety distance 
安全距離のプレークダウン

(3) ロボットとの接触を防止する対策

我々の調査によれば，これまでに発生したロボット

災害の4分の 3は，アームが人間の死角となる方向か

ら人間を不意に襲ったため，人間は挟まれるまで危険

に気付かなかったために生じたものである。従って，産

業用ロボットの安全上最も好ましい使い方はロボット

と人間が同じ領域を共有しないことである。しかし，

現実には，このことを完全に踏襲することが不可能で

あるのなら，できる限り「安全確認型」の安全対策を

講じてゆくべきである。

一般に，「危険検出型」の安全対策をとったことで，

あるいは高い信頼性を得たというだけで，安全対策が

完成したと思われがちである。多重回路による安全化

の方法がこの典型的な例である。危険検出型の安全回

路はいくら多重にしてもフェールセーフとはならず，「何

重にしたら，安全上満足でるきのか」の議論が決して
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尽きることはない。あるいは，人間のミスを許さない

システムを構成したとしたら，どんなに人間を教育・

訓練しても安全は確保されない。その上，これらの「危

険検出型」の安全対策は常に綿密なメンテナンス（人

間には教育・訓練ー機能的な訓練よりは，「分らなけれ

ば，無理をしない」の教育が重要であるが，このよう

な教育・訓練だけでどの程度安全性が向上するか常に

疑問が残る）を継続して行う必要があり，メーカ，ュ

ーザ共に安全のための大きなコストを覚悟しなければ

ならない。

「安全確認型」の安全対策をとることでコストの低減

を達成した例も少なくない。しかも今後，「安全確認型」

の安全対策の重要性が認められれば，例えばフェール

セーフなインターロック用AND回路（筆者等の研究に

よりすでに開発されている）はハイプリッド ICとして

量産されることによって極めて安価に得られるよう

になる。

Table 2.2-1はアームに接触する危険性を防止する安

全対策を整理したものであるが，できるかぎり，「安全

確認型」にもってゆくことに努力すべきである。

(4) 安全柵の高さの決定

ロボットの可動範囲の周囲に設ける安全棚は適切な

強度と高さをもっていなければならない。特にそれが

低い場合は容易にロボットに手が届いてしまい，自動

運転中の安全が確保できない。

安全棚はロボットの可動範囲の外側に400mm以上

離して設置すべきである。これは人間の胸部の身体寸

法から得られる数値であり，一般に挟圧災害を回避す

るに採られる安全距離とされている。そこで，安全棚

を越えて 400mmだけが手先が届くような安全棚の高

さを求めれば，それが安全限界の棚高さとすることが

できる。そして，これ以上の高さの棚を使用すれば，

「決定論的アプローチ」が達成されたとみなしてよい。

Fig. 2.2-4は日本人800人について行った身体計測に

おける棚越え腕リーチの測定の結果である。これによ

ると，棚を越えて届く範囲の最大値が400mm(平均値十

a)となるのは棚高さが1750mmの場合である。従っ

て，一応これ以上の棚高さをとれば良いといえる。

このように，安全に関する決定論的数値の多くは各

国によって，あるいは時代と共に変化する。国際的視

野に立って安全基準を作成する場合は，各国から提案

される数値の最も安全側の数値を採用すべきであり，

また，常に時代の変化に対応する用意をしておくべき
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である。

Table 2.2-1 アームとの接触防止対策

安全確認型 危険検出型 信頼性依存型
（安全の原理） （要メンテナンス） （要メンテナンス）

パワーの低下 速度低下 2重系回路

安全柵の設置 自己故障診断機能 2 out of 3 
メカニカル・スト ソフトウェア・リミ 非常停止ホールド
ッ/~ ット ソフトウェア・サ
デドマン・スイッ A接点スイッチ ーボ
チ ノーマル・インター ノイズ対策
3点スイッチ ロック オペレータ
B接点スイッチ 人間検出 誉告・警報
(Fail-safe)イン 安全マット メンテナンス
ターロック モニタリング 二人組作業
透過型光電スイッ 超音波センサ 教育・訓練チ

シールドビームセ
静電型センサ

ンサ レーダ型センサ

安全確認型センサ 反射型光電センサ

(Fail-safe)コン オペレータ
トローラ 非常停止操作

監視の強化

二人組作業

メンテナンス

警告・警報

教育・訓練

0

0

0
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Fig. 2. 2-4 Reach curve according to fence height 

(medium +2 er) 

棚高さに対する棚越え腕リーチカープ

従って，棚高さに関しては，日本人の身長が低いこ

とを考えれば，上記の検酎結果は国際的な標準とはで

きない。ここではあくまでも安全柵の高さを決めてゆ

くときの決定論的アプローチを参考にしてほしい。

2.2.3 安全制御の論理

(1) 狭義のフェールセーフ論理

システムの安全性は，安全であることを検出し，安

全を伝達し，安全が出力されてはじめて運転が許可さ

れる（パワーが出力される）方式によって達成される。

従って，検出部，伝達部（処理部），出力部のいずれに

おいても，誤って安全情報（信号）が発生してはなら

ない。

この安全制御の構成には，次の基礎条件が不可欠で

ある。

1) 安全確認のためのセンサ（またはスイッチ）は，

運転命令（誤った命令がなされることを考慮にいれる）

に対して許可信号を与えることになるから，センサ（ま

たはスイッチ）の出力は，故障で誤って許可の出力を

発生しない構成でなければならないこと。

2) 安全確認用センサによるインターロックに用いる

ゲート回路は故障により誤って制御出力を発生しない

と同時に，運転命令だけで誤って制御出力を発しない

構造の要素であること。

これらは共に，故障時に出力を発生しないゲート回

路およびセンサやスイッチであって，このような要素

の特性を狭義のフェールセーフという。以降の説明で

は2値信号 aに対して故障を含まないときくa-1,が＞

であらわし，信号 aを出力するデバイスの故障を含む

とき（故障信号だけのときもある） < (a-)1, (a)O>で表

わし， (a-)1,(a)Oの故障率を [a]1,[a]Oで表わすも

のとする。

Fig. 2. 2-5において，制御出力信号 fと入力信号Ia,

Ibは， 2値信号<1,0>のうち制御の許可信号<O>を

fO, 1ao, Iboで表わし，ゲート Gの故障のうち出力がく

1>に誤る故障(G)1,出力がくO>に誤る故障(G)O(固

定故障という）とすれば，出力関数H3<fl,£0>)は

次のように表わすことができる。

f1 = (Ia 1 /¥lbりV(G)1
fO = (Ia0VIb0) V (G) 0 

…式 (2)

安全確認のためのセンサの故障を配慮する場合，検

知すべき信号があるときを piとし，検知の対象がない
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運転指令

I b安全信号（情報）

Fig. 2 . 2 -5 Interlock mechanism 

インターロックの構造

ときをpoとする。また，センサの故障のうちく1>側
故障（許可信号側出力）を (S)1, <O>側信号（禁止信

号側出力）を (S)oとすると式 (2)は次のようになる。

f三 (Ial八(P八/(S)1))V(G)1

f0= (Ia0VP0V(S)0)V(G)0 

ここで，ゲートおよびセンサのく1>側故障率を[G]I'
[S]1, くO>側故障率を [G]O,[SJOとし，入力 Ia(ラく

1a1,lao>)およびP(ラくpi,Po>)に誤りのないものと

すると，

fl = (S) l V (G) 1 
f0= (S)0V(G)0 

となる。

また，十分な故障検出時間を取り得るものとすれば，

制御出力 fの全故障に対する安全側故障の発生率が及

び危険側故障の発生率がは次式となる。

710 = 
[GJO+ [SJO 

711 = 
[G]臼 [SJI 

[G] + [SJ'[G] + [SJ 

ここで例えばリード線の断線等を考えれば， [GJI>

[G]o, [SJI)l>[S]oを物理的に実現することは不可能に

近い。その代わりに安全であることをアクティブに伝

達することによって， [GJ0>[G]1,[SJ0> [S]1はフェ

ールセーフなゲートやセンサとして実現可能であって，

このときの 71°=1, ゲ=Oとなり，危険側と安全側の採

障発生比がずI77° を非対称故障率とすれば，これは 711
にほぼ一致する。

従って，確認すべき安全の状態とはどのような状態

なのかを追及することがまずもって安全のメカニズム

を求める出発点である。そして，障害の発生に対して

著しく安全側に非対称性をとることで安全な状態を確

保するものが安全制御の基本であり，また，これを決

定論に基づく対策ということができる。

(2) フェールセーフ・インターロック

コントローラ本来の処理情報（信号）に安全を示す

情報（信号）を含ませることができれば，これを容易

に達成できる。例えば，これまでの有接点リレーを用

いたシーケンス回路はこれに最も近いものを求めるこ

~~ 

2 
0 0 

(A) 

•

>
(B) 

Fig. 2 . 2 -6 Two types of contact relay 

有接点リレー・ボタン

とができる。なぜなら， Fig.2. 2-6に示すようなシステ

ムの要素である Bー接点リレーは，本来の ON/OFF信

号の他に安全信号を含ませることができるからである。

すなわち， ON信号は接点不良や電源未投入など（「不

安の状態」に含まれる）が生じていないという情報を

含んでおり，ON信号は本来の論理信号と安全信号の両

方を伝えていると解される。この点では， B-接点の電

磁リレーや押しボタンスイッチ（一般に非常停止用の

押しボタンスイッチは B—接点タイプを用いるのが当然

のこととされてきたが，その理由がここで明確になっ

た）などは，非対称故障率（接点不良など発生しやす

違章害に対して危険を示す信号一OFF信号一を出力す

る）をもつ回路素子といえる。

近年，エレクトロニクス論理素子やハイブリッド IC

化されたアナログ回路においても，訳って安全を伝え

ない非対称故障素子が実用化されてきている。

しかし，一般にコントローラとして CPUが用いられ

ると，安全の伝達システムを達成することが大変難し

くなる（筆者等の目下の研究は CPUコントローラのフ

ェールセーフ化である一しかし，これは 2重系ではな

い）。この場合は，安全信号を本来の信号にのせること

がてきないので，安全を別系統でバイパスして後段に

伝えるメカニズムが必要になってくる。これを達成す

るのがインターロックである。このインターロックは

安全情報（信号）そのものを伝える目的を持つもので

あるから，これ自体が誤って安全情報を発生させるこ

とがあってはならない。これをフェールセーフ・イン

ターロックという。

安全のためのインターロック回路は基本的には Fig.2. 

2-5のような構成をとる。ここでは検出器の出力は安全

を示すものであり，危険を示す信号を否定処理(NOT)

したものではない。なぜなら， NOT回路はフェールセ

ーフ化が不可能であるからである。また， ANDゲート

回路はフェールセーフ化が構成されていなければなら

ない（本研究では交流処理をしてフェールセーフを達
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成している）。このようにすれば，運転命令（人，コン

ピュータ，その他フェールセーフでないコントローラ

によってなされる）が，たとえ間違ってなされても，

安全が確認されないかぎり，運転許可信号fを出力す

ることはない。これを“信号あり”を正とする正論理

のフェールセーフ論理演算によるインターロック方式

という。

本研究では，フェールセーフなインターロック回路

を構成したか，その詳細は後段に述べる。また「安全

は公表すべき」という公理に従い当研究所に付随する

産業安全技術館にそのモデルを提示して，一般に公開

している。

(3) フェールセーフ・インターロック用センサ

フェールセーフ・インターロックは，フェールセー

フを必要条件とする安全装置にそのまま適用される。

従って，安全装置用のセンサ（検出部）は安全を検出

するもの（安全情報を正論理とする）でなければなら

ない。

一般に，対象を正信号で検出するセンサはパルスレ

ーダ (A) であり，負信号で検出するセンサはビーム

遮断センサ (B)である。具体的にロボットの制御で，

安全な領域に人が戻ったならば，アームの動作を許可

するセンサは (A) であり，危険領域に人がいたらア

ームの動作を禁止する場合はセンサ (B) でなければ

ならない。これらを逆に用いると， NOT回路を挿入し

なければならなくなるので，フェールセーフ化が不可

能になる。

本研究では，これらの考察から，ロボットのアーム

に直接取り付ける安全装置としてシールドビームセン

サを開発した。

このセンサの詳細については後述するが， これは上

記のセンサ (B) に対応し，安全を検出するセンサで

ある。更に，この安全信号は，センサの後段に続くフ

ィルタ回路，増幅回路，比較回路， リレー回路（出力）

に伝達され，しかも誤って安全信号が発生しないよう，

各要素がフェールセーフな構成になっている。この安

全装置は大変安価にフェールセーフが達成されており，

しかも，ゴムチュープによる接触センサとしての多く

の特長があるので，すでに多くが使用されている。ま

た，これについても，産業安全技術館に制御回路とと

もに展示・公開している。

(4) シャトル作業方式の安全化設計

産業用ロボットにアーク溶接を行わせる場合，最も

一般的な方法としてシャトル方式がある。これは，ロ

ボットの可動範囲内にワーク置き治具を 2つ以上用意

し，一方でロボットが自動溶接している間に，もう一

方で人間がワークの着脱を行い，両方の作業が終了す

るとそれぞれの作業位置を交替するという一連の作業

シーケンスを繰り返すものである。

従来のこの方式は労働安全衛生規則 150条の 4 (自

動運転中のロボット可動範囲内への立ち入り禁止）に

抵触するものであるが，労働安全規則は「安全が確

認されれば，，その適用から除外される」という基本

的な考え方をとっている。従って，徹底した「安全

確認型Jの安全対策がとれれば，法律の拘束から開放

されうると考えてよい。その時の「安全が確鰐された」

とする条件は，安全対策された作業安全対策の葬対称

誤り比率（危険側移行率と同じと考えてよい）が 10-4

以下であるとしている。

すなわち，ここではシステム内部に発生しうる故障

等，ロボットの誤動作，人間の不安全行動など，確率

的に発生する要素に対して非対称誤り比率が常に 10-4

以下であることが明らかになったとき，その安全対策

に対して，「決論的なアプローチに従って安全が確鰐さ

れた」という評価が与えられる。シャトル作業方式に

おける安全性評価については項を移してその詳細を述

べる。

2.2.4 安全確認の評価

以上の例に示されたように，安全を伝達する電磁リ

レーの機能（これは非対称誤り比率が極めて小さいこ

とを意味しているが，近年，エレクトロニクス・リレ

ーにおいても同様のレベルが達成されているものがあ

る），及びフェールセーフ・インターロックによる安全

のバイパス機能を用いて適切なシステム設計がなされ

れば，極めて高度の安全性が確保される。しかも更に

重要なことは，そこで得られた安全性の程度が非対称

誤り比率として明確な数値で表わすことができること

である。

安全技術からのチャレンジによって安全が確保され

た結果，安全の法規制が打破されてゆくことは，望ま

しいと考えるべきである。それには，従来のような「危

険検出型」の安全対策では不可能である。それに対し

て，「安全確認型」からのアプローチをもってすれば，

非対称誤り比率の 10-4障壁をクリヤーできる可能性は



大きい。現在は技術の時代と言える。安全の分野にお

いても多くの問題を技術によって打破してゆくための

モチベーションをこのような方法で高めていく必要が

あろう。

2.3 安全制御のための

センサの構造

プレス機械や産業用ロボットの制御では機能の誤り

動作による危険を回避するために人体（あるいは，人

体の一部）を検知して，この出力と運転制御の命令の

間にインターロックをとる。

例えば， Fig.2. 3-1に示すように，光線式安全装置を

取り付けたプレス機械では，フレームの両サイドに投

光器と受光器を取り付けて，この間の光ビームを手が

遮っているときスライドが下降しないようなインター

ロックの構造をとる。Fig.2. 3-2は光ビームを作業台上

に設置し，人が作業していないときのみアームの移動

を許可するロボット制御のインターロックの構成を示

している。万ー，誰かが運転ボタンを押してしまって

も，人が作業台を離れない限りはアームは動き出さな

い構成である。

更に，運転制御では，一度センサから運転禁止の信

号が出たら，この信号が解除されても改めて運転命令
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が発せられない限り，運転が再開されない構造とする。

このような安全制御の根本に関係するセンサや制御

回路は，フェールセーフに構成されなければならない。

ここでは，安全制御で利用されるセンサや運転制御

の回路が，どのように構成されるかを示し，また実際

に構成した光線式安全センサについてその評価を行う

ことにする。

2.3.1 センサの構成と原理

光
線
式
安
全
装
置

Fig. 2. 3-I Safety device of Press machine 

プレス機械における安全装置

Fig. 2. 3-2 

＼ 芝光ピーム

＃＼ 
d 作業台

ぢ デ
Photo-electric safety measure of Robot 

ロボット制御における安全手段

(1) センサの運転制御

Fig. 2. 3-3は，光線式センサを用いた運転制御装置の

構成例で，センサ部と運転制御部より構成されている。

センサ部は安全制御の公理(3)に従って，投光器から

発せられる光パルス（交流の光信号）を，人がビーム

を遮断しないとき受光器で受光し，出力信号を発生す

る。すなわち，人がいないという安全情報を受光器が

受けていることになる。運転制御部は，フェールセー

フな制御の演算を行う必要から，センサから出力と運

転の命令信号をレベル変換し，センサから安全情報が

あるときのみ運転制御の出力を発生する。

(2) フェールセーフな情報の処理

フェールセーフな'[青幸艮の処理では，一般の処理装置

で配慮される雑音の外に，装置を構成する電気的・機

械的要素の故障によって生ずる信号の変化も一種の雑

音として配慮し，出力される安全情報の中に誤り信号

を含まないようにする。つまり，電源線を介したり，

電磁波結合として侵入する外来雑音の外に装置の故障

による誤り信号を考える。公理の(4),(5)に従って，安

全情報の伝達が確実に行われねばならない。

ここに，安全情報とは，運転制御で「安全であるか

ら，運転命令に従ってよい」という運転許可の信号と

解することもできる。

センサからの出力には，「安全である」という安全信

号と「危険である」または禁止の情報がある。この 2

つの情報は通常「出力あり」（論理値 1) と，「なし」

（論理値0)の2つで表わされる。上の説明は 2つの雑

音により誤り信号が少なくとも出力の論理値1には含

まれないような構成をするという意味である。

一般の設備では故障に対して無防備に近いものが多

いようである。安全の論理に従ったフェールセーフな

信号処理ではこれに対して十分な配慮がなされなしナれ

ばならない
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交流発光

（高ポテンシャ）t...ft) 

（投光器）

（運転制御部）

運転命令

↓ 
5「0-
（スイッチ）

Fig. 2 . 3-3 A construction of operation control by means of Photo-electric sensor 

・ 光線式センサを用いた運転制御装置の構成例

フェールセーフな情報の処理では，装置を構成する とがいえる。

要素に故障が起こったら，この故障による信号が出力側 投光器から光を放射する場合，直流電源に直接発光

に伝播して，出力信号を危険情報としなければならず， 素子（ランプ）を繋いで光を出すのは，直流電源を使

誤って安全情報を発生させてはならないことは，公理 ってまず交流信号を発生させ，この交流信号で素子を

(5)の示すところである。この故障の検知は，すべての 発光させるときより，消費するエネルギが少なくなる。

構成要素，（パーツ）について行わなければならない。 Fig.2.3-4の(a)と(b)はこれを比較したものである。 (b)で

よく構成要素が故障したら故障検知器を動作させる処 発生する交流信号を整流して直流にし，この出力で(a)

理が採られる。しかし，この方法，すなわち危険検出 と同じ出力を得るためには，数倍の消費電力を必要と

型の検知方式は危険情報を伝えるものとなり，全ての する。

構成要素に適用することが困難である。特に故障検知 一方，投光器で発光するビームを受光器で受信し，

器自身の故障検知まで配慮すると，システムを構成す 増幅する過程が故障した場合，通常発振して交流信号

ることが殆ど不可能に近いものとなる。全ての要素の を発生するような故障状態は起こらないと考えてよい。

故障を監視するには，故障信号が出力に伝播する構成 これは，上述のとおり，発振が高いエネルギ消費を必

が最も単純な構成となる。これが安全確認型のシステ 要とし，故障によっては起こり難いからである。実際

ム構成である。 には，増幅器の中に発振の故障モードが存在する。し

(3) センサ部の構成と原理 かし，このような構造は工学的に決まっており，特別

Fig. 2.3"".3の投光器はパルスではなく，通常のランプ な場合に限定される。従って，上の過程は故障時の特

光ビーム（直流光）を発光して，この光が遮断したと 定の電圧（または電流）レベル，すなわち直流となっ

き受光側で「人あり」の検知情報を出力するゼンサを て通常交流を生じない。この方法は公理(4),(5), (6)を

構成することができる。しかし，安全情報を得るため 踏襲するための具体的方法の一つである。

にあえて交流発光としているのである。このことは重

要なことなので少し説明を加える。

一般的に，機械はエネルギに関係した部分が故障し

たときは停止してしまうほうが多いものである。また

元のエネルギを抑えてあればそれ以上のエネルギは出

力されない。信号もエネルギを消費する点では同じこ

Fig. 2.3-3のセンサで，人が光ビームを遮断しないと

き，すなわち光信号が正しく受信されるとき安全情報

が生成する。従って，受光器は単に投・受光器間で減

衰した信号を増幅するだけでなく，この過程で混入し

易い外来雑音と故障によって生じる誤り信号から，上

の交流信号を分離するフィルタリングの機能をもつこ

ル

(a) (b) 

Fig. 2. 3-4 Signal transfer with high energy dissipation 

高エネルギ消費による信号伝達
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とが必要になる。ここにフィルタは故障して自ら安全

情報を生成することのない特性をもたねばならない。

また，受光器の出力には，故障発生時に瞬間的交流信

号が発生する。安全情報の利用の仕方によっては，こ

れに対する配慮を必要とする場合があるので注意しな

ければならない。

上述の通り，Fig.2.3-3は投光器の光出力を交流とし

て，強制的にエネルギ消費の高い状態（高ポテンシ

ャル）にしでおき，この信号を故障で誤りを生じるこ

とのないフィルタで受信することによって安全情報を

得ている。この安全情報の生成のテクニックは，実は

光雑音に対しても適用されている。一般に，受光器で

受信される光雑音は太陽光や電灯などの照明光である。

これらの光は直流あるいは低周波光で，投光器で発生

するようなエネルギ消費の大きな高周波としては起こ

らない。従って，受光器は光雑音のフィルタリングも

行っていると言える。この方法は公理(4)における安全

情報だけを取り出して，これを後段に伝える具体的な

手段と見なされる。

Fig. 2.3-3のフィルタリングは増幅器が低周波雑音を

除去し (H.P.F), フィルタが高周波雑音を除去 (L.

P.F)することによって帯域通過ろ波器を構成している。

(4) 運転制御部の構成と原理

運転制御部は危険領域に人がいないときのみ，運転

の命令を制御出力として伝達する。従って，センサ部

の出力と運転命令の論理積演算となる。また，この論

理積演算の出力は，演算の間違いや故障で誤って制御

出力を発生しない構成の出力，すなわち，安全情報で

なければならない。

前述した通り，装置の故障による誤り信号と入力情

報を分離するにはエネルギ消費の高い状態，すなわち

交流信号を使う方法がとられる。すなわち，上の演算

を行う論理積演算器は2つの入力信号に対して交流の

論理積演算を行う必要がある。このような演算器とし

て論理積演算発振器がある。論理積演算発振器は2つ

の入力（直流）が共にあるときのみ発振して交流出力

を生じる ANDゲートである。 Fig.2.3-5に， 2入力論

理積演算発振器の構成原理を示す。通常の増幅器（詳

しくは位相反転の増幅器）を 2段従続接続して，この

入ー出力間を接続（フィードバック）すれば発振して

交流出力を生じる。この 2段の増幅器の電源入力11,12 

を論理積演算の入力端子とすれば，増幅器が故障した

時発振できなくなるので，出力を生じないことになる。

E
 

(a) 

演算出力

（フィードバック）

演算出力

・演算出力

Fig. 2 . 3-5 Principles of operational oscillator 

演算発振器の原理

また，演算の誤りは， 2つの入力信号が揃っていない

のに，つまり，片方の入力だけで演算出力を生じると

きに起こる。通常，よく利用されているANDゲート

（トランジスタ，ダイオード， TTL,C-MOS等によ

るものすべて）は，故障によって一方の入力だけで出力

を生じる故障モードをもっている。しかし， Fig.2.3-

5による ANDゲートは，一方の入力信号だけでは，他

方の増幅器の電源が供給されないために発振できず，

出力を生じない。

Fig.2.3-3の運転制御部では，後述の事情からANDゲ

ートをメモリ（自己保持）として使っている。このメ

モリは， Fig.2.3-5(a)の出力を整流して，入力の一方

(Fig. 2. 3-5 (a)では I2)に戻すことによって作られる（出

力は交流信号であるが，入力は直流信号である点要注

意）。このように帰還すれば入力 1(Il)が入力されて

いる間，入力2(I2)の信号を記憶することができる。

Fig.2.3-5 (a)は，故障で誤り信号を発生しない AND

ゲートの構成原理図である。通常の半導体スイッチ素

子の入力は，電源のON/OFF信号によって与えられる。

Fig. 2. 3-5(b)に，これらと同様に演算発振器によるAND

ゲートの増幅器に電源Eからスイッチ S1,S2で入力信

号を与えている模様を示す。電源Eからスイッチで直

接ANDゲートに入力電圧を印加すると，スイッチS1

が故障して導通（短絡）したとき，入力信号がないと

きでもANDゲートI1に入力電圧が印加されること

になる (S2の信号だけで出力してしまう）。従って，実

用の演算発振器は Fig.2. 3-5 (c)に示すように増幅器の

一部に電源（線n,m)を供給し，これとは別の入力端
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子11,12を設け，この電源Eより高い電位の入力で発振

するよう構成する。これを電源枠外電位による入力印

加という。 Fig2 .3-3で，センサ部と運転制御部のAND

ゲートの間に挿入されたレベル変換は，この電源枠外

入力電位を得るための操作回路である。

ところで，涼算発振器は，電涼枠外の入力電位を必

要とする。従って，スイッチで入力される運転命令は

当然電源電位より高い入カレベルとなる。従って，ス

ィッチに導通故障が起こった場合，前述の故障により

誤りを生じる危険から，運転命令は電源電位以下の電

位で発生しなければならず，後述の事情で電源電位よ

り高いレベルで発生した運転命令を電源電位以下の信

号にまず変換し（電源枠内変換と呼ぶ），この信号を改

めて電洞枠外の電位に変換して測算発振器の入力とする。

2.3.2 フール・プルーフヘの配慮

スイッチ操作によって発生する運転命令は， Fig.2. 

3-6のタイム・ダイアグラムAで示すように，運転の開

始清報a (立ち上がり）と運転の終了情報b (立ち下

がり）と，運転の継続を意味する情幸艮 Cとから構成さ

れている。この 3つの情報の中で情製aは明らかに運

転の意志を表わしている。もし，誤ってスイッチを押

した場合を配慮するならば，複数回スイッチを押した

ときの情報aであれば間違いないといえる。しかし，

運転の継続を意味する情報 Cは，誤って運転スイッチ

をONし続けた場合に生じる。例えば，高速で運転さ

れる場合，運転者の操作ミスで終了情報bの発生が遅

れるときに相当する。従って， Fig.2.3-6のタイム・

ダイアグラムAで示される運転の意志を表わず「青報力ゞ

aだけであるとすれば，運転継続の意志は， Fig.2.3-6

のタイム・ダイアグラムAのCとなる。現実的には，運転

命令は Fig.2.3-6のタイム・ダイアグラムBのa1,a2・ … .. 

％の包絡線（細線）で，表わされることになり，この

包絡線で表わされた結果のタイム・ダイアグラムA(相

当）は真の運転命令を表わすことになる。

現実の運転で，運転継続の意志をわす情報a1,a2, 

a3……anを高速で与えるわけにはいかない。従って，
Fig.2.3-3の運転制御部ではスイッチで発生するタイ

ム・ダイアグラムAの運転命令と，この立ち上がりの

運転開始成分aと，センサからの安全情報出力をAND

ゲートの入力とし，ANDゲートは運転命令の立ち上が

り成分を記憶（自己保持）している。この記憶は運転

(ON) (継続）／ベ
a~ 

A(開始）

t1 t2 
a1 a,、a3............ ., ac 

時間

Fig. 2. 3-6 Product of Safety information (Signal) in 

operation 

運転制御における安全情報の生成

命令がOFFしたり，センサからの安全情報がない場合

消失し，制御出力はOFFする構成である。この構成に

よれば，センサ部から安全情報力ゞ出力されている間，

制御出力はOFFし，改めてスイッチが投入されない

生じてセンサに危険情報（出力OFF)が発生すれば，

制御出力は OFFし，改めてスイッチが投入されない

限り，制御出力は生じない。

次に，運転者が誤ってスイッチを押した場合を考え

てみる。運転者が誤って複数回スイッチを ONするこ

とは考えられない。もし何回もスイッチを押すようで

あれば，それは故意に誤りを起こしていると解釈すべ

きである。従って， Fig. 2. 3-6のタイム・ダイアグラ

ムBの情報が真の運転命令であることに変わりはない。

しかし，通常の運転命令はタイム・ダイアグラムAで

発生する。この場合，命令がある程度継続したことを

もって，真の運転命令の発生として解釈され，運転命

令の立ち上がりにオン・ディレーの遅れ成分をもたせ

る。このオン・ディレーの遅れ時間は故障で遅れ時間

が短縮されない特性でなければならない。もし故障で

遅れ時間が短縮されてしまうようであれば，いざ誤り

運転発生時に役に立たないことになる。具体的遅延設

備は，故障時遅延時間が延長されるか，また故障で出

カの発生しない構造であることが必要である。 Fig.2. 

3-7は，光線式センサの出力にオン・ディレーの機能を

追加した例である。運転命令の立ち上がり成分にオン・

ディレーの楓能を付加するには， Fig.2.3-3の電源枠

内のレベル変換をオン・ディレーの回路で行えばよく，

立ち上がり成分の遅れ時間が得られると同時に電源枠

内のレベル変換を行うことができる。

センサによる監視で危険領域を十分カバーできない

場合，複数のセンサを利用する等の配慮が必要になる。

また，一度，センサに危険情報が発生する場合，十分

な遅れ時間をもたせることは有意義である。 Fig.2.3-

7は，この場合のオン・ディレー付きセンサの構成図で

ある。センサ出力としてのオン・ディレーの安全情報
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（センサ部） （オン・ディレ一部）

交流発光
（高ボテンシャル化）

（投光器）

s ー」

p ゴ
So-」—

Fig. 2 . 3-7 Photoelectrric sensor including on-delay circuit 

オン・ディレーを含む，光線式センサ

でなければならない。従って， Fig.2.3-7のオン・デ

ィレ一部には先の説明した演算発振器による ANDゲー

トを用いている。

すなわち， ANDゲートは，センサ部に発生した安全

情報とこの安全情報が発生してからの所定の遅れ時間

(-r)後に発生するオン・ディレーパルス (P)の論理

積演算を行うと同時に，オン・ディレーの出カパルス

Pを記録（自己保持）する。そして，もしも，そのセ

ンサ部に危険情報（出力S:OFF)が発生すれば，ォ

ン・ディレ一部の出力はOFFして危険情報となる。

2.3.3 具体的回路構成

(1) センサ部

Fig. 2.3-8はセンサ部の具体的回路構成を示す。点線

で囲った各機能要素は次の動作を行うものである。

a. 発振•発光回路

発振•発光部は， PUT発振器で発生した出カパルス

でホト・ダイオード D1をスイッチして，約2kHzの交

流の光ビームを発生する。

b. 受光・増幅回路

（発根•発光）
r------7 
I I o---------t 

! 1已

受光素子（太陽電池） D2で光パルスを受信して，こ

の信号を 2段の演算増幅器で交流増幅する。

、 c.フェールセーフ・フィルタ

増幅された入力信号をPUT発振回路による検定回路

でパルス幅検定する。入力信号が C2•R1 の時定数のパ

ルス幅を越える時，出カパルスが発生する。この出力

パルスはコンデンサGとダイオード D,で，12Vの電
源電位に重畳され，ダイオード Dsとコンデンサc,で
電源枠外電位（電源電位より高い出力電圧）の直流

出力電圧となる。入力側のゼナー・ダイオード込は増

幅器の直流電位をレベルシフトするのためものである。

(2) 運転制御部

Fig.2.3-9は運転制御部の具体的回路構成図である。

運転命令はスイッチで与えられ，センサ部の出力は端

子Sに入力される。運転命令はフェールセーフなANDゲ

ート（論理積演算発振器）に直接入力される (f)と同時

に，レベル変換器を経て立ち上がり成分だけがダイオ

ードD2を介して(h)に入力される。フェールセーフ自

己保持回路は．この2つの入力信号の外にセンサ部か

らの出力 (S)があるとき発振して，ゼナー・ダイオ

ード恥の入力側に交流信号を生成する。この交流信号

L _____  _j L ___  .a...-_______  ..JL ___________  _ 

Fig. 2・. 3 -8 Circuit (sensor part) 

具体的構成 1(センサ部）
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スイッチ
OI 0---0 24V s 

（フェイルセーフ自己保持）

12V 

回王

f
 

-----------」（リレー駆動回路）
Fig. 2. 3-9 Circuit (control part) 

具体的構成2(運転制御部）

は同時に C2,Cs, D4, Dsで構成される倍電圧整流回路

に入力されて直流となり，フィードバックルート gを

介して入力側に帰還され自己保持回路を形成している。

ゼナー・ダイオード恥の入力側に発生した交流信号

は，トランジスタ Qgで電力増幅されてトランス結合に

よる高出力として出力され，例えば電磁リレーを駆動

することができる。

a. レベル変換回路

スイッチによる運転命令は，これで後続の自己保

持回路が発振できるように電源電位12Vより高いレベ

ルで発生するものである。レベル変換回路のトランジ

スタ Qi,この信号をまず電源枠内電位のスイッチ信号

にレベル変換する。このレベル変換されたスイッチ信

号は，発生した運転命令とは逆の位相になっているの

で，トランジスタ Q2で同相に戻し，このスイッチ信号

の立ち上がり信号は，ダイオードD1で電源電位に重畳

されるので，電源枠外電位の出力信号となっている。

b. フェールセーフ自己保持回路

フェールセーフ自己保持回路は，フェールセーフな

ANDゲートと，この出力を整流して直流にし，入力側

に帰還するフィードバックから構成されている。

フェールセーフなANDゲートはトランジスタ Qa,Q4,

Q5,Q5,Q7で構成され，入力信号S(端子Sに入力され

る信号）と，スイッチからの信号f及びスイッチから

の信号の立ち上がり信号hが入力されているとき発振

する。この発振出力はトランジスタ Qgで増幅されて，

リレー駆動回路となり，また，一部はコンデンサC2を

介して電源枠外電位の直流出力となってフィードバッ

ク・ルート gを介して入力側に帰還される。従って，

入力信号Sとfがあるとき立ち上がり信号hが入力さ

れれば， ANDゲートが発振して出力を生じ，この出力

の一部がフィードバック・ルート gを介して帰還され

るので，立ち上がり信号hが消滅しても発振を持続す

る。この発振が停止するのは，入力信号SがOFFする

かまたはスイッチからの信号fがOFFしたときとなる。

(3) オン・ディレ一部

Fig. 2.3-10にオン・ディレ一部の具体回路構成を示

す。センサ部の出力信号は端子Sに入力される。入力

信号S(端子とに印加される信号）を発生すると， PUT

発振回路で構成されるオン・ディレ一部の出力 (h)

には，特定数のC1R1だけが遅れて出カパルスが生成す

る。また，入力信号(Sの一部は，抵抗R2,ダイオー

ドD1を介してトランジスタQltこ入力され，この出力は

フェールセーフの自己保持回路の入力 iとなっている。

ここで，トランジスタ QIは自己保持回路の入力抵抗を

ィンピーダンス変換するために挿入されている。フェ

ールセーフ自己保持回路は，入力 iがあって後，遅

延パルスhがあると発振して増幅用トランジスタ Qetこ

交流の出力信号を生じる。この出力信号の一部はリレ

一回路の入力信号となり，一部は整流されて電源枠外

電位の直流出力となってフィードバック・ルート fを

介して入力に帰還される。

a. フェールセーフ・オン・ディレー
入力信号Sが入力されると，PUT発振回路が所定の

時間後に発振する。この出カパルスはゼナー・ダイオ

ード D2を介してトランジスタ Qztこ入力され増幅され

る。．この増幅は電源枠内でないとできない（電源枠外

では電源がない）ので，電源枠外で行われた遅れ出力
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24V Ql 

（フェイルセーフ自己保持）

--------寸
12V 

旦
（リレー駆動回路）

___  _j L_  _______________  .J 

Fig. 2. 3-10 Circuit (on-delay part) 

具体的構成3 (オン・ディレ一部）

の信号をレベルシフトする目的でゼナー・ダイオード QIによるインピーダンス変換は故障に対してこの窓

D2は挿入されている。電源枠内で増幅された遅延パル

スは，再ひ ~,D3 で電源枠外電位の出カパルスとなっ
て出力される。入力信号Sの一部は抵抗R2,ダイオー

ドD2を介してトランジスタ QIに入力される。入力信

号 S ヵ~PUT のゲート抵抗 R2 を経由するのは， PUT 遅

延回路の計時中に抵抗Rバこ断線故障が生じると遅れ時

間が短縮されるためで，抵抗R2を介して入力｛言号Sを

伝達しておけば断線時入力 iが発生せず，自己保持回

路の出力が消滅することになる。コンデンサGは，PUT
発振回路に出カバルスカゞ生じたとき入力 iがレベル低

下するのを防止する目的で挿入され，ダイオード D1Iま

コンデンサらの放電ルートを制限する目的で挿入され

ている。

フェールセーフ・オン・ディレーは，フェールセー

フな信号処理の中でも最も難しいものの 1つとされて

いる。

b. フェールセーフ自己保持回路

フェールセーフ ANDゲートしま2入力用として構成され

ている。すなわち，入力信号 iとhが共にあるときト

ランジスタ Q3,Q4, Q5で構成される発振回路が発振し

て，トランジスタ Q6の出力測に交流信号を生じる。こ

のトランジスタ Q3,Q4, Q5による発振回路は Fig.2.3 

-9における自己保持回路の Qs,Qs, Q7でだけ構成され

ていることに用当する。そして， この発振回路は発振

できる入カレベルに上限をもっている。発振条件に電

源枠外電位の入カレベルでかつ入カレベルに上限をも

っているので，この条件を窓と呼ぶ。この演算発振器

は，このようにフェールセーフなANDゲートであると

同時に窓をもっているので，フェールセーフなウイン

ドウ・コンパレータとも呼ばれている。 トランジスタ

特性を利用している。すなわち，トランジスタ QIが故

障してコレクタ・エミッタ間に導通故障が起こると，

電源の24Vが入力となってしまうため窓の外の入カレ

ベルとなって，自己保持回路は発振できなくなっている。

自己保持のためのフィードバックについては Fig.2.

3-9と同じであるので説明を省略する。

2.3.4 故障解析

Fig.2. 3-8,.....,2 .3-10の回路構成について故障解析を行

う。前述の通り，センサ部及び運転制御部は外来雑音に

対してフィルタリングを行うと同時に，回路を構成する

要素が故障したときの誤り信号に対してフィルタリン

グの機能をもたねばならない。ここでは， Fig.2.3-8~2.

3-10の構成が，外来光による雑音を含む外来雑音に対

して十分な耐性を有する使用周波数とエネルギレベル

で安全情報が伝達されているものとする。これは，通

常の産業機器の使用環境では実現可能な条件である。

従って，構成要素の故障による誤りに対して解析を行

うことにする。

十分な耐雑音性をもった電子回路の故障は，通常構

成するパーツが導通してしまう故障（短絡故障）と，

非導通になってしまう故障（断線故障）と力ゞある。こ

れを，縮退故障という。そして，通常，半導体はこの

2つの故障モードが等しい確率で現われるものとして

いる。従って，半導体の出力は 2値論理の内， 1と0

のいずれかの故障信号を発生することから対称故障率素

子あるいは対称誤り素子と呼ばれる。一方，抵抗器は

発熱による断線しか起こりえないと考えてよいので，

こめような素子を非対称故障率素子あるいは非対称誤
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り素子と呼んでいる。また，半導体，特に増幅器が次

第に劣化して増幅度を失う場合があるが，安全情報が

伝達されない側の故障となるので，通常出力の故障モ

ードを 2値として縮退故障で扱う（このような故障を

配慮するような場合，例えばアナログ出力ではウィン

ド・コンパレータによるレベル検定を行う）。

さらに Fig.2. 3-8""'2. 3-10に点線で示す各プロック

は，安全情報を各々高エネルギ状態（論理値1)で伝

達しなければならない。各プロックは高エネルギ状態，

すなわち，交流信号あるいはこれを整流した出力を論

理値 1とし，また入力も同様でなければならない。も

し，安全清報と危険情報の論理が入れ代わる処理とし

てFig.2.3-11のように否定の演算が入ると，出力の安

全情報（論理値1)の中に否定演算回路の故障信号（論

理0)が含まれることになって，安全情報を伝達でき

ないからである。

は・ニ心；
Fig. 2. 3-11 NOT logic, not transfering safety signal 

否定演算は安全情報を伝達できない

これを安全情報伝達の単調性という。そして，ブロ

ックを構成するパーツに対称故障率素子が使用されて

いても，入力が安全情報であるとき出力に安全情報を

発生し，少なくとも故障で安全情報を発生することの

ない回路（デバイス）もまた非対称故障率素子，ある

いは非対称誤り素子と呼ばれる。

Fig. 2. 3-8-2. 3-10の回路構成は，従って，各ブロ

ックが非対称故障率素子になっていて，各ブロックが

単調な関係で結合されていればよいことになる。

'¥ (1) センサ部

Fig. 2. 3-12-Fig. 2. 3-14はセンサ部を構成する各ブロ

ックのパーツ故障に対する出力故障を示している。各図

で，抵抗器については断線故障が起こった場合の出力

状況を示し，半導体とコンデンサについては断線また

は，短絡故障（図では単に「故障」として表わしてい

る場合がある）が起こったときの出力電圧が消滅する

とは限らないことを意味する。ただし，この故障によ

って危険l青報が安全情報に化けるような誤りは決して

起こらない。この出力状況を呈する故障は，次に発生

するパーツ故障で出力が危険情報（出力なし）となる。

このような処置は，例えば雷サージから機器を防御す

るときのように直接機能に関係しないで，対策した処

置が故障して後，次に発生する異常で「出力0」とす

るような対策である。 Fig.2.3-12の抵抗器Rは，トラ

ンジスタのコレクタ・ベース間の漏れを放電する目的

で挿入されており，やがてトランジスタに故障が発生

したとき出力0となり，それまで安全情報の伝達に支

障なく正常動作する場合のあることを意味している。

このような処置は，特に，信頼性向上策として一部に

要素冗長性をもたせるときに採られるものである

（故障）

交流光出力なし

※2次故障で出力OFF
(OFFであるべきとき、 ONしない）

Fig. 2.3-12 Diagnosis of circuit (Oscillation and 

Emission part) 

発振•発光部の誤り診断

（断線） OP-AMPの
バイアス移動で

出力なし

OUT 

Fig. 2. 3-13 Diagnosis (Emission and Amplifier part) 

受光・増幅部の誤り診断
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Fig. 2. 3-14 Diagnosis (Fail-Safe filter part) 

フェイルセーフ・フィルタの誤り診断

Fig.2.3-12はPUT発振器が故障したり増幅用トラ

ンジスタが故障した場合に，直流の光出力が生じるこ

とはあっても，交流の光信号は発生しない構成になっ

ている。

Fig. 2. 3-13は交流光だけ受光し，交流増幅するもの

である。従って，入力信号に対して高周波通過の特性

をもっている。演算増幅器は故障したとき内部で正帰

還の高周波発振を起こす危険がある。従って，増幅器

が高周波通過特性をもっていることも併せて，後段に

低周波通過特性をもつフィルタを必要とする。また，

増幅器は故障で低周波通過の特性になってはならない。

Fig. 2. 3-13で低周波阻止を行っているパーツは，増幅

器と受光素子間，及び増幅間の結合用コンデンサであ

る。この短絡故障で出力 0となる構造とするのが理想

的である。 Fig.2.3-13で，バイアス移動とは結合用コ

ンデンサに短絡故障が起こった場合や演算増福器の動

作点を与えるバイアス抵抗が断線したとき，動作点を

与える電位が移動して，出力が消滅する低レベルとな

ることを意味する。コンデンサC1しこ断線故障が起こる

と電源の出カインピーダンスが高い場合増幅器に高周

波発振の起こる恐れがある（殆ど起こらないと言える

が）が，後段の低周波通過のフィルタでフィルタリン

グされる。

Fig.2.3-14のフェールセーフ・フィルタはセンサ部

の持つ最後のフィルタであるので，雑音を除去すると

同時に少なくとも入力信号がないのに出力信号が発生

することはあってはならない。低周波通過特性をもっ

ているところは PUT発振回路である。PUT発振回路

のアノード抵抗Rrfま，ゲート抵抗CR2と凡の合成抵

抗）より小さい値なので， PUTはサイリスタの動作を

する。従って，入力側のトランジスタ QlがON/OFF

の交流動作をしないと出力が発生しない。また， PUT

発振回路の出力側トランジスタ Q2はPUT発振出力に

対するレベル検定を行っているので，積分用コンデン

サC2に断線故障が起こった場合出力を生じない。

Fig.2.3-14の入力側はゼナー・ダイオードで前段の

増幅器に結合している。このゼナー・ダイオードに短

絡故障が起こると，トランジスタ QlがON状態となっ

てスイッチングされない。また，出力側の整流回路も

故障で入力がないのに出力を発生しないので， Fig.2.

3-14は少なくとも入力信号がないのに出力信号を発生

することのない非対称故障率素子ということができる。

Fig. 2. 3-13, Fig. 2. 3-14共に，出力信号が入力信

号に同相で追従するので単調な関係にある。

(2) 運転制御部

Fig. 2.3-15, Fig. 2.3-16, Fig. 2.3-17の運転制御部

を構成するレベル変換部とリレー駆動部のパーツ故障

に対する出力状況を示す。フェールセーフ自己保持回

路は後述のオン・ディレ一部で説明する。

Fig.・2.3-15のレベル交換器は故障で発振することの

ない非反転直流増幅器で構成されている。出力の変化

分はクランプ用ダイオードD1で電源12Vに重畳され

るので，コンデンサCi,ダイオードD1に断線または短

絡の故障が発生した場合，変化分が電源電位に重畳し

なくなって後段のANDゲートが動作しない。またダイ

牙ード D2~こ短絡故障が起こった場合は，結合用コンデ



-36-

ンサCiによる微分の負パルスで後段の自己保持回路が

自己保持しない場合が生じる。

Fig.2.3-16は出力として直流リレーを駆動している

例である。 トランス結合なので，自己保持回路で安全

情報として発生する交流信号だけが伝達され，回路を

構成する半導体及び抵抗の故障で出力を生じない。直

流リレーに直流電圧を供給する整流回路が故障すると，

高周波の交流電流がリレーに流れるが，直流リレーが

動作することはない。

Fig. 2. 3-I 5, Fig. 2. 3-I 6共に入力と出力の安全情

報は位相が反転していないので，単騎な入出力関係に

ある。

※直接出力断、又は 2次故障で出力断

（少なくとも OFFであるべき時ONしない）

Fig. 2. 3-15 Diagnosis (Level-changer part) 

レベル変換部の誤り診断

（断線）入力伝わらす

（短絡）トランジスタ

夕ON(交流出力な
し）

（断線）

入力伝わらず

Fig. 2. 3-I 6 Diagnosis (Relay driver part) 

リレー駆動部の誤り診断

（断線）出力 1に
OFFバルス発生

（短絡）出力 1に
OFFバルス発生

Fig. 2. 3-17 Diagnosis (Fail-Safe on-delay part) 

フェイルセーフ・オン・ディレー部の誤り診断

(3) オン・ディレ一部

Fig.2 .3-17はFig.2.3-8, Fig.2.3-10のオン・デ

ィレ一部に点線で示したブロックのパーツ故障に対す

る出力状況を示している。

Fig.2.3-17は，オン・ディレーの時限部が， PUT

発振器を構成するパーツに故障があった場合，出カパ

ルスを生じない。オン・ディレー回路が電源枠外電位

で構成されているのは，後段の ANDゲートが電源枠外

の入カレベルを必要とするからである。ゼナーダイオ

ード D2からトランジスタ Q2を経て，クランプ・ダイ

オード D1に電源枠外の出カパルスを得る過程は， Fig.

2.3-15と同ーなので説明をここでは省略する。

Fig.2.3-10の自己保持回路は，演算発振回路で構成

される ANDゲートとフィードバック回路から構成され

ている。 ANDゲートはトランジスタ Q3,Q4, Q5と帰

還抵抗凡で発振器を構成している。入力 iとhが電源

電圧Eより高い電位で入力されると，入力電位が印加

されない時， Q4:ON,Q5: ON, Qa: OFFの状態にあ

った回路が， Q4:0FF→Qs :OFF→ Qa:ON→ 

Q4:0N→ Qs:ON,Qa:OFF→ Q4:0FF→ Q5: 

OFF →•••のように帰還発振を起こす。

この発振は， Fig.2.3-9のANDのように，さらに

2個のトランジスタ増幅器を追加しても起こる。そし

て，発振回路を構成するいずれが故障しても，発振は

停止して出力（交流）を生じない。この発振の起こる

条件は， Fig.2.3-10で入力端子では，

Vi< Rげ Rs
Rs 
E Vi>E 



の条件を満足する入力電位Viであり，Vh>Eとなって，

入力 iの側は窓特性を持つ。従って，ィンピーダンス

変換用トランジスタ Qlのコレクタ・エミッタ間に万一

・短絡故障が起こっても，窓外の入カレベルとすること

によって発振が停止する。

上の発振出力を増幅・整流して入力に帰還し自己保

持するには，入カレベルを電源枠外とするので，当然

整流回路の出力は電源Eに重畳した形式になる。結合

用コンデンサc,とダイオード Ds,恥の構造は Fig.2.
3-17, あるいは Fig.2.3-15と同じであるが，平滑用コ

ンデンサCsに断線故障が起こると整流出力（倍電圧）

は交流となる。しかし，たとえフィードバック・ルー

トの信号が交流になっても，自己保持して出力（交流）

が発生するか，あるいは出力0となるかのいずれかで

あって，入力がないのに出力を生じることはない。こ

れは Fig.2.3-14の出力を運転制御回路の入力としたと

きも同様である。

最後に，自己保持回路の 2つの入力と出力は，単調

な関係にある。

以上， Fig.2 .3-8, Fig.2 .3-9, Fig.2 .3-10で示し

た回路構成は，いずれも各ブロックが非対称故障率素

子を構成し，かつ各プロックは単調な関係で結合され

ているので，誤りなく安全情報を伝達できることにな

る。

2.4 人間検出センサーの

構造と評価

2.4.1 人間検出センサーとインターロック

自動運転されている時の機械の可動部は，それが作

動中は勿論のことであるが，停止している場合でも．

それに接近することは危険である。

自動機における災害は，次の4つに大きく分けられ

る。

a. 作業者が誤って機械の作動を開始して災害を受

ける。

b. 自動機の作動中にトラブル（一般に小さなもの

だが）を発見した作業者がとっさに処理しようと手を

入れたり，危険領域に侵入して作動中の危険部に触れ

て災害を受ける。

c. 自動機の停止中（一般に条件待ち停止）に， ト
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ラプルを発見した作業者が，停止中であることから安

心して処理に当っている時に，危険な可動部が作動を

開始して災害を受ける。

d. 自動機の制御装置が故障するなど，異常を生じ

て（危険側誤りによって），停止中の機械が不意に作動

を開始したり，停止すべき機械が停止しなかったため

災害を受ける。

これらの災害は全て，安全確認がとられていない状

態で機械の作動が開始されたり，継続してしまってい

るために起こったものといえる。特に上記aによる災

害では，誤って起動ポタンを操作する，あるいは条件

待ち用リミットスイッチにうっかり触れるなどにより

（例えば，ワーク確認用リミットスイッチに誤って触れ

て不意に機械を起動させることがある），機械が不意に

作動を開始して，その本人または，本人以外の者が被

災する例が多い。

非常停止ボタンのように，人のミスによって止まる

側（安全側の誤り）の操作ボタンはキノコ型とするな

どできる限り押しやすく，また起動ボタンのように動

き出す側（危険側の誤り）のものは，ガイドリングを

設けたり埋頭型とするなど，操作用スイッチなどにお

いても，人間のミスに対してできる限り安全側に非対

称性をとるように（危険側移行率をできる限り安全側

となるように）している。しかし，これによる安全化

への到達しうる限界を認めざるをえない。・

上記b, Cによる災害においても，現在産業用ロボ

ットで採られている棚や囲いによる対策は全ての自動

機に適用できるわけではない。すでに提示したように，

安全の論理の基本は全てのトラプルの発生を人間・機

械システムから排除しようとするものではない。むし

ろ安全が確認されている間は人間も機械もミスを許す

とする立場をとることである。すなわち，自動化の安

全対策に適用できる方法の 1つとして危険部（例えば

産業用ロボットの可動範囲内）に人がいないという確

認をとりつけている間だけ，人間からの運転命令を受

け付け，また，その命令に従って機械が作動を開始ま

たは継続することが可能となるようにするのである：

この方式による安全対策は，すでに述べたインターロ

ックによる方法の代表的なものの一つである。そして，

これを達成するのに，人間を検出するセンサを備えて，

安全を確認するための信号を出力のための装置として

一体化したものが一般にいわれる（機能的）安全装置

であり，自動化の安全対策における有力な手段と言え
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る。

すでに多くの安全装置が利用されているが，一般に，

人間の安全防護を目的とするものにあっては，それ自

体が故障（障害）を生じても危険な状態となってはな

らない。すなわち，その装置の入力部（検出部）から

処理部を経て出力部に至る信号の流れにおいて，安全

の論理の基本を満たすものでなければならない（フェ

ールセーフでなければならないが，フェールセーフは

安全装置としての必要条件であるが十分条件であると

はいえない）。従って，人間を検出するセンサにおいて

も，単に人間の検出特性が優れているというだけでは，

安全装置にそのまま用いられうるとは限らないのであ

る。人間検出のためのセンサは多く考えられるが，ぁ

るものは危険検出型センサを安全確認型に改善でき，

またあるものは安全確認型の達成が不可能である。

そこでここでは，これまで人間検出に応用しうる可

能性あるセンサについて安全確認型としての評価を試

みることにする。

2.4.2 フェールセーフなセンサの構成

一般に人間検出センサの特性は，Fig.2.4-1のように

6つのパターンに分類できる。

Fig. 2.4-1 (a)は最も単純な人間検出センサの構成例で

ある。検出器（トランスジューサ）からの出力を検出

することによって負信号，すなわち検出信号として出

力電圧なしくO>を発生するものにあっては，V1におい

てレベル検定を行い， V>V1の条件で出力 1としてこ

言こ:
t 

t
 

AJ+lti'.t 
o+J.. 

れを安全確認信号とできる。すなわち，センサ故障に

おいても V<V1となるためフェールセーフ化が可能で

ある。ただし，センサからの出力V。の増幅器の故障や

劣化に対して増幅度の低下傾向を呈するよう，またレ

ベル検定出力V1は，故障や劣化に対して大きくなるよ

うに回路設計を行う必要がある。後者の方は原理的に

難しいので，一般に交流を用いて安全信号を共振によ

って伝え，それを整流して出力するようにする。

これに対して Fig.2.4-1 (b)は，フェールセーフ化が

不可能である。なぜなら，人間を検出しない信号（安

全信号）がセンサ故障信号と一致する方式をとってい

るからである。この方式は，一般に CPUを用いたコン

トローラにおいて，自己故障診断のセンサとして多く

用いられている。そしてこの方式を安全対策の決定的

手段と見なされて，よく驚かされることがある。

しかし，正信号型，すなわち人間を検出すると出力

電圧が増加して出力するタイプは，フェールセーフ化

がすべて不可能かというと，そのようなわけではない。

Fig. 2.4-1 (c)は， 2つのレベル検定を行い， VL<V<

VHの条件を満たせば安全信号を出力するようにする。

しかし実際には，レベル検定の代わりにフェールセー

フなウィンドウ・コンパレータを用いることが多いが，

原理は同じである。

Fig.2.4-1でいまアナログ出力eをレベル順に信号<Po,

p112, pi>の3値（順3値）に分離し，ウィンドウ・コ

ンパレータの窓を p112に設定する(Pl/2の入力範囲でく

1>を発生する）ものとする。このとき，ウィンドウ・

コンパレータの出力Zは (S1)0をウィンドウ・コンパ
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(f)正信号微分II型

Fig. 2. 4-1 Classicification of Human sensor 

人間検出センサの特性の分類



レータの故障出力とすると，

z匡 p112
(Z) o = (S,) ovp1 vpo 

となって， トランスジューサ出力の増大する信号から

でも減少する信号からでも負信号のセンサ出力得るこ

とができる。すなわち，ウィンドウ・コンパレータを

使えば，トランスジューサ及び増幅器が故障してpi側

に誤っても po側に誤っても出力はくO>側となるので，＜

1>側とくO>側の故障を発生する対称故障モードのア

ナログセンサをフェールセーフにすることができる。

人間が接近するという行為を動作としてとらえるセ

ンサのタイプが同図(d),.....,(f)である。 (e)はフェールセー

フ化が不可能であり，(d),(f)はそれぞれV1及びVH,VL

によってレベル検定すれば良いように思われるかもし

れないが，人間が接近するときの動作速度によってセ

ンサ出力が大きく変わるのでこの方式のセンサのフェ

ールセーフ化はそれぞれのセンサの物理特性（劣化特

性を含めて）を十分に把握していかなければならない。

(1) 光電スイッチ

光電スイッチに用いるトランスジューサは一般にCdS,

ホトダイオード，ホトトランジスタであり，これ

自体の特性は光入力に対して正信号型 (Fig.2.4-1(b)) 

である。従って，このまま用いると，フェールセーフ

化が不可能であるが，以下に示す透過型の人間センサ

のシステムを構成すれば負信号型 (Fig.2.4-1(a))に

変更できフェールセーフ化が可能となる。これは Fig.2. 

4-2に示すように，投・受光部，アンプ部，電源・コン

トローラ部より構成され，その動作原理は投光素子よ

り発せられた光を受光素子によって検知するか否かに

よって出力を得るものである。投光される光は外乱光

の影響を避けるため，ある周波数で変調がかけられ，

受光側で復調するようになっている。また，受光器の

検出方法によって，基本的には次の2つの方式がある。

a) 透過型光電スイッチは Fig.2.4-3に示すように，

投光器と受光器を対向させ，受光器が常に信号を受け

投・受光部 アンプ部

巳
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＝庄亘吾戸笈 区
検知

Fig. 2 . 4 -3 Photo-electric switch 

光電スイッチの構成

るように設置され，投光・受光器間に人間が入ると光

線が遮られ，これを検出し停止信号を出力するもので

ある。この透過型の特徴は，

〇 検出距離が長くとれる

〇 表面反射の影響がない

〇 レンズの汚れのため遮光した場合，停止信号を出

力する

この方式によれば，原理的に Fig.2.4-1(a)の負信号

型センサの構成となるのでフェールセーフに構成する

ことが可能である。

b) 反射型は検出物体（人間）自身の表面反射によ

って動作する光電スイッチである。つまり， Fig.2.4-

4 に示すように，投•受光器を横に並べ，投光器より発

せられた光が人間の侵入などによって反射し受光出力

となるものである。これは光軸合わせが不用で光電ス

ィッチ本体は一個なので設置場所を取らない等の長所

を持つが，反射光型スイッチが検出位置，検出体の大

きさ，反射率に大きく影響されるため安定な出力を得

るのは難しい。また，レンズの曇りなどにより，人間

を検知しなくなることがあるため注意を要する。

このようにそれぞれ長所，短所をもちあわせるが，

いずれも光（赤外線）を用いているため，悪環境では

レンズのメンテナンスが必要で，さらに周囲照度によ

っても影響を受ける。フェールセーフ化の点ではこの

センサの構成が基本的に Fig.2.4-1(b)における正信号

型なのでフェールセーフ化は不可能である。このこと

から AGVSに用いている人間の非接触センサは本物の

安全装置とは朦められず，安全バンパに対する補助的

電源・コントローラ部

AC電源
DC電源

無接点回路

リレーなど

Fig. 2. 4-2 Transparent type of Photo-electric switch 

透過形光電スイッチ
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検知 見
Fig. 2. 4-4 Reflection type of Photo-electric switch 

反射型光電スイッチ

役割を担っているとみなされる。

(2) 熱線スイッチ

熱線スイッチに用いる焦電型センサは受動型であり，

背景温度と測定対象物との温度差の 4乗に比例した出

力が得られるが，この出力は温度変化を検出する微分

型 (Fig.2.4-1 (d))のものであり，このままではフェ

ールセーフとはならない。

しかし，一般に用いられている方法は，連続出力を

得るためにチョッパ等で入射赤外光を断続している。

人体検知の場合は，人体からの赤外線をセンサに与え

るためチョッパは必要なくなる。人間検出のブロック

ダイアグラムは Fig.2.4-5に示すように，まず人体か

ら放射される赤外線エネルギ密度は距離の 2乗に反比

例して減少するため，光学的に増幅して，それをさ

らに電気的に増幅する。また人間の動きは 10Hz以下

と考えられるため，ローパスのアクティブ・フィルタ

でノイズ・リプルを除去し，出力信号とする。

信号

増幅

（アクティブ
フィルター）

受信部

（熱センサ）

ミラー，レンズ

~~ 
Fig. 2 . 4 -5 Infrared ray sensor switch 

熱線スイッチ

焦電型センサの内部構造はFig.2.4-6のような等価

回路で表わすことができる。原理は赤外線入射により，

焦電素子に発生した電荷がRsに流れることにより FET

のソースフォロワで電圧として出力される。出力信号

はFig.2.4-7に示すが，これは同図中破線のようにウ

ィンドウを設けて Fig.2. 4-1 (c)のタイプに変換するこ

とが考えられるが，素子自体のインピーダンスが 1012ォ

Fig. 2 . 4 -6 Electric circuit of the sensor 

焦電型センサの構造

出
匿
兵
モ

FET 

人間の接近

Fig. 2 . 4-7 Output signal pattern of the sensor 

焦電刑センサの出力

ームのオーダであり，このままでは素子自体から安全

確認信号は取り出せないので，素子自体の特性変化は

そのキャパシタスの変化を監視するなど，フェールセ

ーフ化には他の工夫が必要である。

(3) レーダスイッチ

レーダスイッチの原理を Fig.2.4-8に示す。センサ

はある一定周波数の電波を常時発信，人体等が発信電

波エリア（検知範囲）に入った際に生じるドップラー

効果を利用しているため雑音や乱光線等の影響がなく，

性能が安定しており，また動体検知型のため床，壁，

固定物等が検知範囲内にあっても影響されないという

特長を持つ。この方式は微分型なのでフェールセーフ

化にはその構造を十分に把握する必要がある。

Fig. 2. 4-8 Radar switch 

レーダースイッチ



-41-

(4) 静電容量型センサ

この人間検出の方法は物体（人間）の接近による静

電容量の変化を検知するものであるつまり Fig.2.4-9に

示すように，安全な環境での静電容量と，ある一定の

Lとのタンク回路を組み，そのタンク回路の共振周波

数で発振させるようにしておく。動作領域内に人間が

侵入して周波数が変化し同調点がずれると共振回路の

出力は，Fig.2. 4-9 (b)のようになり信号を出力するので

ある。その構成を Fig.2.4-10に示す。

この場合， Fig.2.4-11のように人間の接近が周波数

の変化として現われるので，出力電圧ではなく，共振

周波数fcについてfuとf』こよって周波数レベル検定を

行うことによってフェールセーフが達成しうる。しか

し，接近する物体によって感度が大きく異なるため，

3][ 
(a) 
凶ニ. lo 周波数(b) 

Fig. 2. 4-9 Principle of electrostatic capacity sensor 

静電容量型センサの原理

Fig. 2.4-10 Construction of electrostatic capacity sen-

sor 

静電容量型センサの構成

3
j
涎
岩
囮
楽
＃

/H 

A 
センサ故障

ヽ

Fig. 2.4-11 

人が接近

Type II of positive resonance signal 

共振正信号II型

検出感度を作業条件に応じて調整する必要があり，あま

り感度を落とし過ぎると検知できないことがある。従

って，その利用には限界があると考えねばならない。

2.5 無人搬送車用光線式障

害物検出装置について

2.5.1 はじめに

生産工場の加工ラインや倉庫等の分野における加工

物や製品等の搬送作業については，近年の生産の合理

化，工場のFA化やFMS化に伴って，コンピュータコ

ントロールによる無人搬送車システムが急速に普及の

度合いを高めている。

無人搬送車システムは，その名に示す如く移動搬送

システムにおいて無人化を図ったものであるが，今ま

でのような単なる工程間の搬送から，より多様化した

一段と高度な無人搬送車システムが可能になり，以前

では非常に複雑で困難とされていた自動移載（予め入

力された一定のプログラムに従って積荷を台車と機械

装置の間で自動的に積み込み，荷卸しを行うこと）

も可能となってきている。

無人搬送車システムは，自動車製造業，電気・機械

器具製造業などの業種で主として導入されてきている

が，その他の業種への普及も次第に広がってきている

状況（例えばスーパーマーケットやデパートなど）が

見られる。しかしながら，本格的な開発に着手されて

からまだ歴史が浅いこともあり，開発途上段階にある

技術であるため，その安全確保のための技術について

は，確立された基準や法規則等は整備されておらず，

種々と検討がなされているのが現状である。

2.5.2 無人搬送車システムの概要

無人搬送車に関する分類，制御方式（誘導方式）及

び周辺附属装置等の概要を整理すると次のようになる。

(1) 無人搬送車

何等かの無人誘導方式により自動操舵・走行・搬送

する産業車両で次のように分類される。

1) 無人搬送台車

① 本体に人手により荷物を積み込み，指示さ

れた所まで自動走行して人手により荷卸しを

する車両。

② 本体が荷物を自動積込みし，指示された所

まで自動走行の上自動荷卸しをする車両。
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2) 無人牽引車

① 被牽弓I部の荷物が積載された台車を牽弓Iし

て指示された所まで自動走行し人手により荷

卸しをする車両。

② 被牽引部の荷物が積載された台車を牽引し

て指示された所まで自動走行し自動荷卸しを

する車両。

3) 無人フォークリフト 荷物積載用のフォーク

などを上下させるマストを備え，フォークな

どに荷物を自動積載し指示された所まで自動

走行し自動荷役作業をする車両。

(2) 誘導方式（制御方式）

誘導方式を 2大別すると，レール上を走行する軌条

方式のものと， これによらない無軌条方式のものがあ

る。ここで，無軌条方式のものを分類すると，次のよ

うである。

1) 固定経路式（連続経路設置されたもの）

電磁誘導式

光学誘導式

2) 半固定経路式（断続経路標識設置されたもの）

無線誘導式

レーザ誘導式

パターン認識式

3) 自律走行式（経路上無標識であり本体そのもの

が自律走行するもの）

極座標方式

ジャイロ方式

(3) 周辺附属装置

単機能システムで考えた場合の主な周辺の附属装置

は次のようである。

1) 充電装置 1 手動式

2) 走行上の安全装置-g~iこ；:: 
3) 車両運行装置―――亡制御装置

走行装置

4) 地上側移載装置 移載装置本体

な関連設備には，次のようなものがある。

1) 自動倉庫・ラック棚

2) 各種コンベヤ装置

3) 各種ロボット装置

4) 情報処理装置

5) その他システム構成に必要な諸機器

2.5.3 無人搬送車システムの

安全対策の概要

無軌条式の誘導式の無人搬送車システムの無人搬送

車安全対策として一般に検肘されている項目 l)の主なも

のは，次のようなものである。

〇 無人振送車本体に関する安全対策

〇 誘導路及び地上局に関する安全対策

0 周辺設備に関する安全対策

〇 設置環境，導入準備に関する安全対策

これらの中で，無人搬送車に関する安全対策につい

ては，さらに次の 6つの仕様区分で検討されている。

① 本体外形，構造に関する一般的な安全の配慮

② 自動運転時，発進時及び異常発生時などの警報

③ 搬送車相互あるいは人や他の物との衝突防止

④ 最高速度制限や速度超過検出など走行速度の制

御

⑤ 緊急時の非常停止機能

⑥ 制御一般の安全の配慮

そして，電磁誘導式や光学誘導式など無軌条式の無

人拐送車システムの場合には，自動的に発進・走行・

停止を行う無人搬送車方向の同一作業床面上に存在す

る作業者や他の台車などとの衝突事故を防止するため

非接触式の障害物検出装置を装備しているが，現在多

く使用されているものでは，光線式検出装置と超音波

式検出装置とに大別される。

2.5.4 無人搬送車用光線式障害物

検出装置について

上述のように，無人搬送車の衝突防止対策として光

線式障害物検出装置が多く使用されているが，本研究

では，光線式の障害検出装置の代表的なものを例とし

て，対象障害物の傾斜角度及び材質等の差による検知

• インターロック装置 特性を実験的に調べると共に，実際の無人搬送車に装

•制御装置 備した場合の停止特性実験を行い，無人搬送車用障害

(4)複合システム関連設備 物検出装置としての安全機能について検知特性を中心

上記のほかに，複合システムとして考えた場合の主 に検討を行った。



2.5.4.1 実験方法

2.5.4.1.1 検出センサの検知特性実験

この実験においては， Fig.2.5-1に示すように，小型

レールにガイドされる対象障害物移動台を遠方からレ

ール端に設置した拡散反射型赤外線センサヘ徐々に近

づけてゆき，センサの検知出力をオシロスコープに

よって観測して検知距離 lを測定した。

g'.'プ~:セC三こ
冨~i日],,,,,,,,,,,,;;;;;,~コ

Fig. 2 . 5 -I Sensitivity test of reflective type beamsen-

sor 

検出センサの検出特性実験の概略

実験条件としては対象障害物の材質，色，検出セン

サに対する傾斜角度等の諸因子を変化させた。なお，
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Fig. 2 . 5-2 Stop test of an guided vehicle with refictive 

type beamsensor 

検出装置を装備した無人車の停止特性実験の

概略

この実験における対象障害物の寸法は，横910mmx縦 Photo 2. 5-1 An automated guided vehicle in this experi・

400mmの横長として，検出センサに対する傾斜角度に

ついては水平方向の中心を軸として，Fig.2.5-1に示す

0の方向に対象障害物を回転させて角度を設定した。

また，対象障害物の幅寸法が小さくなった場合に，

検出センサの検知距離がどのようになるかを知るため

の実験では，移動台上に検出センサ及びオシロスコ

ープ等を設置し，移動台の進行方向の検出センサの光

軸上に，対象障害物としての白紙の中心（幅方向）が

位置するようにして，白紙の幅寸法を変化させて，検

知距離の測定を行った。この場合の白紙の高さ方向（幅

と垂直方向）の寸法は 800mmで一定とした。

2.5.4.1.2 検出装置を装備した無人搬送車の停止特

性実験

この実験においては， Fig.2.5-2に示すように，上記

2.5.4.1.1で用いた検出センサを適用した光線式障害物

検出装置を装備した電磁誘導無人搬送車（最大積載重

量 300kg : Photo. 2. 5-1)参照を用いて，走行方向の前

方に対象障害物を設置した誘導路上において定常速度

（約68m/min)で走行させ，検出センサの障害物検知

によ って無人搬送車が停止した後の無人搬送車の前部

（前バンパの前面）と対象障害物との距離（停止距離）

Lを測定した。実験条件としては対象障害物の材質，

色及び走行路面に対する傾斜角度等の諸因子を変化さ

ment 

実験に使用した無人搬送車

せた。また，環境照度（走行路面より lmの高さの照

度）を変化させた場合の停止距離についても測定した。

なお，対象障害物の寸法は，横 1600mmX縦 800mm

で横長の形状であり，無人搬送車に装置してある検出

センサは，車体前面の下方に左右2基（間隔650mm,

床上300mm)である (Photo.2. 5-2参照）。

Photo 2. 5-2 Reflective sensors installed in front of an 

automated guided vehicle 

車体前面に取付けられた検出センサ
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Table 2.5-1 Target materials and sensitivity 

reflective・type beamsensor 

対象障害物の材質による影響

of a
 2.5.4.2 検出センサの検知特性の実験結果

2.5.4.2.1 対象障害物の材質による影響

検出センサに対する対象障害物の面を垂直<e=o・>

として対象障害物の材質を白紙，木材及びカガミとし

た場合の検知距離の測定結果を白紙の場合を 100とし

た指数で表現すると， Table2.5-1に示すような結果と

なり，黄，赤，桃，青などは白の場合とほぼ同程度の

検知距離ではあるが，白の場合に比べて緑の場合では

約 10%程度検知距離が短くなり，黒の場合では著しく

33%も検知距離が短くなっている。

2.5.4.2.3 対象障害物の傾斜角度による影響

種々の対象障害物について，検出センサに対する傾

斜角度を変えて検知距離を測定した結果を白紙の傾斜

角度 ()=0゚ の場合を 100とした指数で表現してプロット

したものが， Fig.5-3である。全体的には対象障害物の

傾斜が大きくなるにつれて検知距離は短くなる傾向が

認められる。

対象障害物の材質 検知距離

白 紙 100.0 
木材（合板） 103.3 
力 ガ ミ 514.4 

Table 2.5-2 Target color and sensitivity of a reflective 

type beamsensor 

対象障害物の色による影響

対象障害物の色 検知路離

白 100.0 

黄 99.6 

赤 100.6 
黒 67.0 

緑 90.6 

桃 98.2 

青 98.0 
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特に，黒色の場合は検知距離が著しく短くなってい

る。例えば，傾斜角度が45゚ の場合について見ると，黒

以外のものは白紙(fJ=O゚）の場合の 75......,so%の検知距

離であるのに対して，黒では 30%程度の検知距離しか

ない状態である。また，カガミの場合についてみると

傾斜角度が小さい 0=0......,4゚ の範囲において，白紙(fJ=

0゚）の 510%程度から急激に 90%程度の検知距離に減

少していることが顕著である。

2.5.4.2.4 対象障害物の幅寸法の影響

検出センサに対する対象障害物の面を垂直(o=o・)

とした状態で対象障害物（白紙）の幅寸法bを変化さ

せた場合の検知距離の測定結果をb=180cmの場合を

100として指数で表わしプロットしたものがFig.2.5-4

ある。これを見ると対象障害物の幅が20cm以下にな

ると，検知距離が急激に短くなっている。

2.5.4.3 検出装置を装備した無人搬送車の停止特性

の実験結果

2.5.4.3.1 対象障害物の材質及び色による影響

無人搬送車の走行路面に垂直な状態に対象障害物を

設置した場合の障害物検出装置作動による停止時の無
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Fig. 2 . 5 -4 Target width and sensitivity of reflective type 

beam sensor 

対象障害物の幅寸法と検知距離

人搬送車と対象障害物間の距離を測定した結果のプロ

ットがFig.2 .5-5である。

材質が紙の場合の色の差異による影響は，上記

2.5.4.2.2の検出センサにおける検知距離と同じ傾向が

見られ，黄，白，赤，灰，青などは同程度であるが，

緑の場合はそれらよりやや停止距離が短く，特に黒の

場合には対象障害物の前わずか 20,-.-..,30cmの位置まで

10 I I瑣斜角IiB= 0の場合， 

近づいて停止している。

また，紙以外の材質の差異も停止距離に影響を与え

ている状態が良くわかる。特に，アルミニウム板やア

ルミ箔など乱反射の少ない反射率の高い材質の場合に

は停止距離は大きいが，そのバラッキが非常に大きく

なっていることが認められる。これは検出センサの実

験においてカガミの場合に見られたように，検出装置

に対する傾斜角度の影響が強く，無人搬送車のわずか

な蛇行走行状態 (Photo2. 5-3参照）によるものと思わ

れる。
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2.5.4.3.2 対象障害物の傾斜角度の影響

種々の対象障害物について，無人蛍送車の走行路面

に対する傾斜角度を変えて停止距離を測定した結果を

プロットしたものが Fig.2 .5-6である。

対象障害物の傾斜角度と停止距離との関係は，上記

の2.5.4.2.3の検出センサの場合における傾斜角度と

検知距離との関係と同様な傾向が見られており，検知

距離の短かった黒の場合では，停止距離も短く傾斜角

度 0=15゚ の場合には， 5回の繰返し実験の内 4回も対

象障害物に無人搬送車が衝突した。

また， 0=0゚ の場合には停止距離が 7m程度あったア

ルミニウム板の場合においても，傾斜角度の影響が著

しく 0=45゚ のときには， 5回の内 4回も対象障害物に

無人搬送車が衝突したことが注目される。

90 

―― 
fし、1L 
,＂rー

l』

’> 

た
し

だ板
，ム
黄ウ
二――――̀ 

砥紙赤ミ
ーーL［レ

黒緑几ァ
△▲ロ・.-
］突
衝
突

回
衝

4 回ロ
4 
ロ▲内
の
内
▲の
回

[／[[ 

q 

————•F 8070605040302010 
[舒ap]0 llf,fl”ug妾溢迂均．姿＿蕊H

△黒

R赤

〇白

i ゜
〇黄

2 
@::) ゜

S 

゜゚
-l 

寧""  

字

起

1 

△ 
△ 

△ 

100 200 300 400 
環境照度 (Lux)

Fig. 2 . 5 -7 Environment brightness and stop distance 

環境照度と検知距離

... ロ

.,.。

ー 2
 

3
 

りI • 

4 7 

停止距離Lしm]

Fig. 2. 5 -6 Target inclination and stop distance 

対象障害物の傾斜角度と停止距離

2.5.4.3.3 環境照度の影響

無人搬送車が走行する実験室天井に設置されている

照明装置の調光操作により，環境照度を変化させたが，

実験室外からの光線などにより一定の照度条件を長時

間保持することはできないため，実験の実施時ごとに

走行路床面から lmの高さにおける照度を測定した。

およそ，30Luxから 460Lux位の蕊囲で賑度を変えた

場合の停止距離の測定結果は，Fig.2.5-7に示すとおり

である。このデータによると，この程度の環境照度の

変化による停止距離への影響はほとんど無いものと思

われる。

ところで，本実験に用いた無人搬送車は，最大積載

荷重が300kgのものであるが，参考として，積載荷量

を変えた場合の停止距離への影響について実験を行っ

てみた。その結果は， Fig.2.5-8に示すとおりであり，

対象障害物の色の差異によるバラッキは，かなり見ら
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Fig. 2. 5-8 Carrying capacity and reduction of stop 

distance 

積載荷重と停止距離

れるが，積載物が無い場合に比較して， 50kg積載時で

6,.._,28 cm, 185 kg積載時で17,.._,34cm, そして 300kg 

積載時では 20,.._,36cm程度と積載重量が増加するに従

って，やや停止距離が短くなる傾向が見られる。

なお，本研究における各実験は，当所の清瀬実験場

の機械安全システム実験棟内大実験室で乾燥状態のコ

ンクリート床上で行ったものである。



2.5.4.4 考察

2.5.4.4.1 障害物検出装置の検知特性について

肱散反射型赤外線センサを用いた一実験例ではある

が，その検知特性が対象障害物の材質，色及び傾斜角

度などに大きく影響を受けることが判明した。また，

これを無人搬送車の障害物検出装置として適用した場

合には，特に黒色の障害物に対しては衝突の可能性が

あり，15゚ 程度の傾斜角度であっても衝突してしまうこ

とが多いこと，そしてアルミニュウム板など反射率の

よい材質の障害物では，検出装置に対して垂直の場合

は極めて停止距離が大きいにもかかわらず，傾斜角度

がわずかであっても著しく停止距離が短くなり，傾斜

角度が45゚ 程度になると衝突する可能性が非常に高いこ

とが明らかとなった。

従って，検出特性の観点から検討すると，拡散反射

型赤外線センサを使用した光線式障害物検出装置を無

人搬送車へ適用する場合は，検知感度の設定時に白紙

障害物のみによって行うことは，安全の面から不十分

であって黒色障害物を考慮した感度設定を行うことや，

傾斜角度に対する対策も必要と考えられる。

2.5.4.4.2 反射型光線式センサのフェールセーフ評価

本実験で用いた，拡散反射型赤外線センサは，いわ

ゆる反射型光線式センサの一つのタイプである。ここ

では，これについてのフェールセーフ評価を試みるこ

とにする。

Fig. 2 .5-9は，反射型光線式センサの一般的な構成例
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てある。この検出センサの適用方式では，発光（発振）

器から発射される赤外線（超音波）を物体に反射させ

てそれを受光（受振）器で検知することにより人間や

物体接近などを判断する。

しかし，この方式ては検出部において「危険を検出

する」方式であり，もし発光器か受光器が故障を生じ

た場合や回路における断線などを生ずると機械（無人

搬送車など）を停止できない事態もありえる。すなわ

ち，このような反射型の光線式検出センサによる方式

では，フェールセーフの構成はできないわけである。

2.5.5 おわりに

本研究では，無人搬送車光線式障害物検出装置につ

いて，その検知特性及びフェールセーフ機能の観点か

ら検討を行ったが，反射型光線式センサを用いた障害

物検出装置は危険検出型であるため，安全補助装置と

見なされるものである。従って，無人搬送車における

衝突防止装置としては，フェールセーフ機能をもつこと

のできる接触式安全バンパとの組み合わせにより，非

接蝕検出装置としての特性を把握した上で，その特長

を活用することが重要であろう。

参考文献

1) (初日本産業車両協会，無人搬送車の安全基準に

関する調査研究報告書，昭和 60年 7月

比較（判断）部

Fig. 2 . 5 -9 An example of construction of a reflective beamsensor 

反射型光線式センサの構成例
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2.6 シールドビームセンサ

2.6.1 軟接触型センサの必要性

近年のマイクロエレクトロニクスの進展に伴い，機

械の自動化が単一可動部から多数の可動部へと，その

対象範囲を拡大しており，またその可動範囲も大きく

なってきている。これらの多自由度化された機械が組

み合わされて生産システムを構成すると，可動部の数

の増加とその可動範囲の拡大が急激に進行することに

なる。

そこで，これまでは安全対策を講ずる上で，危険作

業がその対象となってきたが，今日の自動生産システ

ムでは，危険領域という危険性の 2次元的広がりをと

らえて，それを安全対策の対象とするようになってき

た。

これらの自動化の流れを考えると，終局的には，人

間の検出をできる限り広い範囲で検出できる手段が必

要となることになろうが，実際には点から面の自動化

レベルの間に多くの中間的なもの，すなわち，ライン

の自動化レベルや狭い範囲の面の自動化レベルが今後

も多く残存することになるはずであり，これらの中間

的レベルに関する安全対策も忘れてはならない。この

中で特に問題となるのは，ロボットアームやAGVSの

ように人間の作業範囲とそれらの可動範囲がオーバー

ラップする物にあっては，危険部に直接設置し，人間

との接触を検出した機械を停止させる接触型センサが

必要となる。しかし，危険部に直接ぶつかる前に接触

センサに触れる必要があることから，接触センサ自体

は剛体ではならず，軟接触型である必要がある。勿論，

そのセンサからの検出信号によって機械が停止するま

でのオーバーシュート量を考慮したセンサの適正な設

置方法を採ることが必要なのはいうまでもない。

2.6.2 シールドピームセンサ

Fig. 2.6-1は安全装置のフェールセーフ構造を踏襲し

て開発したシールドビーム式光線センサの仕組み

と構成である。まず，ゴムチュープの両端にそれぞれ

発光器と受光器をセットする。チューブが曲がって

発光素子（赤外線I:ED) ゴムチュープII一ープ

リレードライパ部 出カリレー

竺

Fig. 2. 6-1 Shield-beam sensor 
シールドビーム式光線センサの構成

いないとき（安全時）は，ゴムチューブの中を光（赤

外線）が進み，受光された光は電気信号にかわり，．リ

レーを駆動してON出力することによって安全である

ことを出力する。人がチューブに触れてこれを曲げる

と，光がチューブ内を伝わる際にチュープの面に反射

する回数が増し，そのため受光器に達する光が減少す

る。曲がる量が増すとそれにつれて到達する光の量が

アナログ的に減り，その指定したしきい値以下に下が

ると危険を知らせることができる。また，投・受光器

の内部故障においても同様にOFF出力するので，機械

を停止することができる。

ゴムチュープとしては安価で入手しやすい生ゴムの

チューブを用いたが，材料，内径，長さにより動作特

性が多少変化するので．いくつかのパラメータについ

て特性実験を行った。Fig.2.6-2はチュープの内径によ

る変化を示している。チューブの内径を小さくすると．

変位を与えた時に，受光器まで到達できる光の量の対

変位減少率が大きくなることがわかる。また，チュー

ブ内径が発光器のレンズの径より小さくなるとさらに

その傾向は大きくなる。この実験結果から，大きな変

化を必要とするような使い方をする場合には，内径を

太<'逆の場合は，細くすればよいことが分かる。 Fig.

2.6-3のようにチュープの材質によっても変位に対して

到達する光の量に変化が見られるが，これはチュープ

の内面の光の反射特性による違いである。センサを長

くしたい時はシリコンゴム等反射特性のよいものを使

うとよい。また，光ファイバを用いると大きな曲がり
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Fig. 2. 6-2 Output property (innerdiameter) 

チューブ内径の影響（長さ 2m,生ゴム（黒））

（内径18mm変位0mmの出力を OdBとし

た）

゜

0
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4

 

―

―

 

H
P
 ct:lf/
嘩
呆
叙

Fig. 2. 6-3 

-60 _ 

゜

• 生ゴム（黒）
x生ゴム（赤）

△ シリコンゴム

50 100 

ゴムチュープの変位 (mm)

Output property (Ruber tube material) 

チュープの材質による影響（長さ 2m,内径7

mm) (シリコンゴムで変位0mmの出力を 0

dBとした）

にも反応しなくなるので，チュープを曲げて用いる場

合はその曲部に光ファイバを用いればよい。 Fig.2.6-

4は長さによる影響を示したものである。ここで変位〇

mmの時には短い方が受光出力が高いが変位に対する

減衰率が大きくなっている。これは短い方が同じ変位

に対して曲率半径が小さくなり，またチュープもつぶ

れて光の通過する断面積も小さくなるからである。パ

ラメータによる特性の違いを十分評価し，使用に当た

っては，それぞれの条件に応じてチュープの適切な選

R
ヨ
誰
呆
剤

-60 

゜
Fig. 2. 6-4 

゜
笞ー20

-40 

50 100 
ゴムチュープの変位 (mm)

150 

Output property (length) 

長さによる影響（内径2m,内ゴム（黒））（長さ

500mm, 0mmの出力を OdBとした）

150 

変位させる
位置

（中央から）

。0mm
△ 500mm 

x 700mm 

• 900mm 

-60 

゜
50 100 
変位mm

150 

Fig.2.6-5 Output property (position of force applied) 

カの作用位置の影響（長さ 2m,生ゴム（黒）

内径7mm)(変位させる位置0mm変位〇

mmの出力を OdBとした）

択をする必要が出てくる。更に増幅部によるゲインと

しきい値を変化させることにより，使用条件に最も合

ったものを作ることができる。Fig.2.6-5は力の作用位

置による影響を調べたものであるが，変位に対して最

も感度の低い中央の特性でしきい値を設定すれば，ど

の位置で接触しても安全センサとして十分な機能を果

たすことができる。

次にこのセンサで用いる受光器回路の構成について
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INACTIVE 

Fig. 2. 6-6 Signal transfer in Fail-Safe in Safety 

devices 

安全装置におけるフェールセーフな信号伝達

まとめる。

(1) 基礎的構造条件

多様の安全装置の中で，特に人間の安全防護を目的

とするものにあってはそれ自体が故障（障害）を生ず

ることを前堤とした安全設計すなわちフェールセーフ

設計がなされていなければならない。この点では，シ

ールドビームセンサも同じである。

フェールセーフを達成するためには Fig.2.6-6に示

すように検出部，信号処理部，出力部にわたって一貫

して安全（正常）な状態である時のみオン信号（アク

ティプ）を出し，それ以外は全て出力零（イナクティ

プ）となるようにする。これによって，危険を検知し

た場合は勿論，いずれに未調整，故障，電源未投入を

生じてもオフ信号が出力されて機械はインターロック

される。すなわち，受光回路は次の基礎的条件を満足

する構成のものとする。

(a) 電源及び受光素子を含めすべての構成要素の故

障に対して受光出力断となるフェールセーフ構成とす

る。

(b) 高周波誘導雑音及び等価直流雑音による誤動作

を防止するためにフィルタリングを行う。

(c) チュープの曲り（変位）に応じて変化するが出

力は安全／危険のく1,O>とする。

(d) フィルタリングは，故障時，受光出力断となる

ように時間軸上の配慮を行う。

(e) 受光出力断となってから復帰するまで，オン・

ディレーを持つものとし，このディレーは故障時にデ

イレ一時間が延長されるか，または，出力断となる（継

続する）ものとする。

(2) 各部の構成

チュープがはずれた際にも直流光を受信しないため

に，交流（パルス）光を使う。また，交流光を使うこ

とによって，受光回路を構成する半導体のON/OFF故

障で受光出力の OFFとすることができる。光信号は高

周波誘導雑音と区別し易いように高々50μs程度のパル

スとする。消費電力を小さくするために周期は30μs以

上程度を選ぶ。積分回路は後段のレベル検定回路と一

緒になってパルス幅増幅を行う。Fig.2.6-7のタイムダ

イアグラムで示すように積分回路の出力は ?:1だけ遅れ

て発生し， 1:2だけ遅れて消滅する (Vthはレベル検定回

路のスレショールドレベル）。ここで 1:1は，受光素子に

誘導雑音が発生した場合や，増幅器が発振したとき，

積分出力がレベル検定回路のスレショールドレベルに

達しないように設定される。従って， 1:1を定める時定

数は故障時小さくならないようにする。また，パルス

幅増幅の時定数 ?:2は故障出力が発生しないように，従

って大きくならないようにする方がよい。この時間軸

上の故障は振幅軸上でスレショールドレベルVthが故障

で低下しないように配慮することも必要がある。

レベル検定回路は，スレショールドレベルが故障で

低下しないと同時に故障で発振しない回路構成としな

ければならない。そうしなければ，受光信号がないの

に故障で出力を生ずることになる。

投光信号
（受光信号）

積分回路出力

レベル検定
回路出力

オン・デレー
出力

！ 
--I l+--r2 

>—— D • 
Fig. 2 . 6 -7 Time-diagram 

タイム・ダイヤグラム



C1 

Ca 

ォン・ティレ一部は，レベル検定回路に出カパルス

があって，ディレー回路で定まる所要時間後に交流出

力を発生するこのディレー回路は，受光信号があって

すぐ OK(安全）の出力信号を出す不安を避けるために

あり，故障時少なくともディレーの延長される側が安

全である。延長される時間が故障で無限大であるとき

故障時出力断に等しい。

(3) 故障解析

実際に構成した回路 (Fig.2. 6-8)について故障解析

を行う。

（発賑•発光） （受光・増幅）

a. 発振•発光部

部品番号と 出力
故障モード

R1オープン OFF 

R4sオープン OFF 

R2オープン OFF 

Raオープン OFF 

R4オープン OFF 

Rsオープン OFF 

C1オープン OFF 

（積分）（レベル検定）

ス幅検定）
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症状

PUT発振せず

!) 

” JI 
” Drに電流流れず

PUT発振せず

L lR20DJ I C．． & D1 
a 

（りレー・ドライバ）

na LI でAr 名 称 仕様 記号 名 称 仕様 記号 名 称 仕様

P1,P2 PUT N13Tl Cs.CG タンタルコン lμF25V R14 抵 抗 33kD 

OPl オペアンプ μpc4556C C1,C1 ＂ lμFl6V R1s,R26 ＂ 5. lkil 

Cs アルミコン 10μF25V R16,RrnR32 ＂ 51k0 
Q, -Q, トランジスタ 2SC943 C9 フィルムコン 0. 047μF50V R11,R20 II 3. 9kil 
Q9,Q卜J ＂ 2SA603 C10,C11 ＂ 0. OlμF50V R21,R34,R31 II 20k.O 
Q10-Q13 ＂ 2SC943 C12,C13 アルミコン 22μF25V R22 II 

Q15 II ” Cl4 ＂ lOμF25V fu3 JI 4. 7k0 

R25 II 2000 

D1 発光ダイオード R1,R12,R24 抵 抗 lOOkn 応9,R4o,R46 ” 2k0 

D2 受光ダイオード R2 JI 30k0 R3o ＂ 18k!l 

DJ 定龍庄ダイオード 3. 9V R3,R21,R3a ＂ lkD R31,R39,R42 ＂ 6. 2kn. 

D4 ＂ 6. 2V R4,R41 ＂ 3k!1 Ras ＂ 20kn 

Ds-D9 ダイオード IS1558 R.; II 820k!2 R36 ＂ lOkil 

D10 定・;印圧ダイオード 6.2V R6,R1s ＂ 2. 7k0 R43 II 

D11-D1s ダイオード 1S1558 R1,Ra,R33 II lOk(l R41 ＂ 1. 5k0 

C1 7 ィJしムコン 4700pF50 V R9 ＂ 5. 6k0 R4s ＂ lkil 

C2-C4 II 22000pF50 V Rio ＂ 510k0 R13,R2s II 15k0 

Cs ” 0. OlμF50 V R11 ＂ 420k0 VR ポリウム lOOkO 

Fig. 2. 6-8 Electric circuit of shield-beam sensor 

ジールドビーム式光センサに用いる投受光回路

-l 24 V 
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ショート

E出力H

出力L

QI出力H

OFF 11 

OFF D1交流発光せず

OFF D1発光せず

OFF 11 

出力L OFF D1交流発光せず

D1オープン・ OFF 発光しない／交流発光せ
ショート す

Q, 人・出力短絡 OFF レベル小

ただし，出力は交流発光

b. 受光・増幅部

部品番号と 出力 症状
故障モード

D2オープン

ショート

D6オープン

D7オープン

Dsオープン

Dgオープン

D1。オープン

D11オープン

D12オープン

D13オープン

C2オープン

ショート

c4オープン
ショート

c3オープン
ショート

D3オープン

ショート

OP1-1出力H

出力L

発振

OP1-2出力H

出力L

発振

c. 整流回路

部品番号と
故障モード

Ca,Csオープン

ショート

~.C1' オープン

ショート

OFF 受光できず

OFF 11 

OFF ;; 

OFF 増幅器入力なし

OFF 増幅器バイアスなし

OFF 11 

OFF 1; 

OFF 増幅器入力なし

OFF 増幅器のバイアスなし

OFF 信号伝わらず

OFF 1; 

OFF 増幅器の入カバイアス移
勤

OFF 信号伝わらず

(OFF) 正常または出力小化

（発振） 正常または発振

(OFF) 増幅器の入カバイアス移
動

OFF 信号伝わらず

OFF Q2:0Nで交流出力出ず

OFF 交流信号出ず

OFF ll 

OFF パルス幅検定出力出ず

OFF 交流信号出ず

OFF 11 

OFF パルス幅検定出力出ず

出力 症状

OFF 信号伝わらず

OFF 出力H

(OFF) 出力交流

OFF 出カゼロ

D6,Ds'ォープン OFF C6, Cs'放電できず

ショート (OFF) 出カレベル低下

D1,D/オープン (OFF) 11 

ショー 1、 OFF 出力交流

d. オン・ディレ一部

部品番号と 出力
故障モード

R24, Rzsオープン

R26 ,R2sオープン

R27 オープン

R29 ォープン

CG ォープン

ショート

Cs オープン

ショート

D9 ォープン

ショート

Q7 出力H

出力H

入ー出力短絡

R3o, Ra1 , R32 
オープン

R33 , Ra4 , R3s 
オープン

c36 オープン

Qs,Qg,Q,。故障

R37 . R3s , Q, 1 
ォープン

C10 

C11 

Du 

R39 

R4o 

R41 

Q12 

ショート

オープン

ショート

ショート

オープン

オープン

オープン

出力H

出力L

OFF 

OFF 

OFF 

OFF 

OFF 

OFF 

症状

OFF P2発振でぎず

OFF 11 

OFF P2出力伝わらず

OFF Q7出力伝わらず

OFF Q7出力伝わらず

OFF 11 

OFF C9放電できない

OFF Drn人力電源電圧レベル

OFF 自己保持できず

(OFF) (入カパルス Cuて低下）

OFF 出カパルスにあらず

JI 

レベル小

演算発振できず

JI 

” 
｝｝ 

演算発振出力伝わらず

オープン OFF 帰還OFF

ショート OFF ;; 

オープン (OFF) 帰還交流（四端子化）

OFF 帰還OFF

OFF C1。放電できず

OFF 帰還OFF

e. リレードライバ

部品番号と 出力 症状
故障モード

D1。 オープン OFF 信号伝わらず

OFF Q12: ON 

OFF 信号伝わらず

OFF Ql2: ON(2次破壊発
生）

OFF Q,2出力出ず

OFF 交流にあらず

OFF 11 



入ー出力短絡

Ql3出力H(短絡）

出力L(オープン）

入ー出力短絡

Ql4出力H
（オープン）

出力L(短絡）

入ー出力短絡

C12,R13ショー
ト／オープン

T トランス故障

C13~C16ショー
ト／ナープン

f. 電源部

部品番号と
故障モード

Ql5 出力H

出力H

D17 オープン

OFF レベル小

(OFF) レベル低下

(OFF) レベル低下

(OFF) 
” OFF ｝｝ 

(OFF) ！） 

OFF JI 

(OFF) II 

OFF 信号伝わらず

(OFF) レベル低下

出力 症状

OFF 凡発振できず

（正常） スレショールド up,正常
動作(2次破壊へ）

（正常） II 

ショート OFF P1発振できず

R42 オープン OFF ;; 

R43 オープン OFF 1; 

ゴムチューブが切れてたれ下がったり抜けたりすれ

ば，その隙間から光ヵゞ通過しなくなり出力はダウンす

るので安全側の故障となる。

以上のような詳細にわたる検討を加えていけば，い

ずれの要素が故障しても出力はダウンしてしまうため，

故障によって誤って安全であるという信号を出力する

ことかないことがわかる。

2.6.3 シールドビームセンサの他の特徴

シールドビームセンサはそれ自体がフェールセーフ

構造を有するという大きな特長以外にもいくつかの特

徴がある。これらをまとめると，

a. 軟接触型センサであり，人間との接触によって

危険を生じない。

b. 発光器，受光器のレンズがチュープで覆われて

いるので汚れない（塗装作業などにも使用できる）。

c. ゴムチューブで発信器・受光器を繋いでいるの

で，光軸合わせが容易でかつ多少のぶれでは誤動作し

ない。

d. 受光器出力がアナログ量として変化するので，

スレショールドを変化させることにより特性を変える
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ことができるが，あくまでもフェールセーフ構造は保

持される。

e. センサそれ自体に故障があっても安全側の故障

となる。

f. 装置の梱成が単純であり，かつ安価である。

本研究ではこのセンサをロボットとの衝突を防止す

るためのセンサとして使用した実験を行ったが，人に

（実験ではダミーを使って行った）衝撃を加えることな

くロボットを停止させることができた。Photo2 .6-1に

その模様を示す。このほかにもロボットの周囲の柵を

乗り越えて人が侵入することを防止するために，棚の

上部開口部に設置することができる。またあるいは，

生産ラインの非常停止の手段として，すなわち非常停

止ボタンの代わりにシールドビームセンサをラインに

わたって長くはり，どこでもすぐに非常停止をかけら

れるようにできる。また，タッチが柔らかく，接触検

知範囲が長いので，生産現場だけでなく病院などに使

うのに有効であるとの評価も見られる。

Photo 2.6-1 本装置のダミーによる実験

2.7 感圧センサの安全装確

への適用

有接点素子は，元々非対称故障率を持っている。接

点部分は適切な電流値の範囲内で使用されることが条

件ではあるが，一般的に接点不良と接点溶着という 2

つの故障モードがあり，それらを比較すれば接点不良

の方がすこぶる発生率が高い。従って接点不良に対し

て，例えば可動部が運転を停止する側となるように回

路構成をとれば，著しく安全側に高い非対称故障率を

持たせた制御回路となる。また，これはノイズに強い
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などの特長もあり，安全装置に多く適用されている。

しかし近年エレクトロニクスの進展に伴い，回路素

子の無接点化の要求が高く，安全装置においてもこの

流れを無視できない状況にある。無接点スイッチがこ

のままで安全装置の中に取り入れられる場合に多いに

問題となるのは素子の故障によってターンオン，ター

ンオフのいずれが発生するかは明確に判断できないこ

とである。例えば「安全の論理」における公理(5)に従

ってターンオンを「安全情報」とみなして回路設計し

ても，誤ってターンオンしてしまうことがあるのであ

る。すなわちこのことは誤って「安全情報」を発生さ

せてしまう危険性が高いことであり，公理(6)に背くも

のである。

無接点回路によって「安全の論理」に従って「安全

情報」を出力部まで伝達する，いわゆるフェールセー

フ化を達成するには， これまでの無接点回路とは異な

る回路上のテクニックが必要である。しかし，このテ

クニックを修得すればその達成はそれは難しいもので

はない。本研究にはすでにそのアプローチの実例をい

くつか示した。

「安全情報」を発生させるセンサやスイッチ部におい

ても，同様に誤って「安全情報」を発生させてはなら

ない（誤って「危険清報」を発生させて機械を停止さ

せてしまうことは，好ましくはないにせよ，安全の観

点からはこれだけを許そうとするものである）。安全装

置はフェールセーフの構成を持つことが必要条件にな

っているが，このことは言い換えれば，安全装置は「安

全情報」を発生させるセンサまたはスイッチを持つ装

置であるといえよう。

安全装置において「安全清報」を発生させるスイッ

チ（センサの役目をする）として有接点スイッチが多

く用いられている。しかし，すでに述べたように接触

不良の発生に対して「危険情報」（電気系としては危険

信号）を発生するようにできれば，安全装置としてフ

ェールセーフ構造をそのまま達成できる（勿論フェー

ルセーフ構造は安全装置としての必要条件であるが，

そのまま十分条件であるわけではない）。

しかし，従来の安全マットスイッチではそれが「安

全情報」の検出装置とはなっていない。そこでここで

はフェールセーフな安全マットスイッチの開発の経緯

を述べることによって，危険検出型のセンサ（スイツ

チ）を安全確認型に改善する一般的方法について説明

することにする。

(1) A接点式安全マットスイッチ

一般に市販されている安全マットスイッチは，Fig.2. 

7-1に示すように，多接点を持つ踏圧をゴムなどで包ん

だ板状のものである。この方式のものは最も構造が簡

単であるので，自動ドアの開閉に用いている。しかし

これをそのまま作業現場の安全装置として適用するこ

とはできない。それはセンサ部がA接点になっている

ので危険検出型であるからである。すなわち接点不良

がそのまま「安全信号」に化けてしまうことになる。

しかし，「A接点の問題点は接点不良／接点溶着の比が

著しく大きな場合に成り立つのであって，この場合は

接点数が非常に多いからむしろ溶着の方が発生しやす

い。だからむしろ溶着側を「安全信号」とする方が良

いのではないか」という，一見正しく思われる主張が

ある。

EIOOV 

）危険信号

Fig. 2 . 7 -I Primitive mat switch 

簡易なマットスイッチヘの構成

それでは，仮に接点部についてはその主張を認めた

としよう。しかし，それでもなお接点部から引き出し

たリード線に断線でも生じたら，あるいは，コネクタ

に接触不良でも生じたらマットスイッチの接点の状態

のいかんにかかわらず，そのまま「安全信号」を発生

してしまう。すなわち，このようなちょっとしたトラ

ブルでも安全マットスイッチの本来の機能は失われて，

人間が安全マットにのっても機械を止めることはでき

なくなる。また，このように安全信号がOFF信号とし

て扱われる場合は必ずNOT回路を挿入しないと，実際

に機械を停止させることができないが，NOT回路はフ

ェールセーフ化が困難である。

このような装置を人間の安全防護を目的として使用

する場合は，多くの条件を満足する必要がある。それ

は，

1) 踏圧接点部をできるだけ多点にして，人間の検

出の信頼性をすこぶる向上させる。

2) リード線の断線， リード線のハンダ取れ，コネ



クタの接触不良などが生じないような信頼性を確保す

る。

3) NOT回路においては，誤動しない信頼性設計と

メンテナンスを行う。

これらは，全てがメーカの出荷時に保証できるわけ

ではない。いや，かえってユーザで行うメンテナンス

（始業点検その他の定期検査により）の方が璽要になる。

機械は必ずいつかは故障するわけであるが，この方式

が安全上最も問題な点は，異常を生じて機械本体が危

険な状態に陥ってはじめて装置の故障が発見されるこ

とである。従って，多くの条件を突き付けて，これを

クリアーずるのを待つより， このような装置は人間の

安全防護を対象とする場合は論外だと考えなければな

らない。

(2) 断線検出型A接点安全マットスイッチ

次に，上記の非フェールセーフマットスイッチを Fig.

2.7そのように改善してみた。ここでは，常時微電流を

流してリレーを ONさせておらそして人がのると電

流はリレーを流れず踏圧接点回路を流れて電源に戻る

ので，リレー接点は OFFになる。このようにすれは，

誤って「安全信号」を発生させる心配は少なくなる。

踏圧接点部

二
R
 ピov

非フュールセーフ

）安全信号

Fig. 2 . 7 -2 Mat switch improved partly in Safety 

安全を一部配慮したマットスイッチ

例えば，抵抗回路，リレー回路，電源回路のいずれも

断線に対してリレーを OFFさせることができる。すな

わち異常に対して危険信号が発生・する。しかし，踏圧

接点部とそのリード線においては，まだ非フェールセ

ーフ状態にあり問題を残している。従って，この2ヶ

所においては信頼性設計をあてにせざるをえない。こ

-55-

線してはならない。メーカにおいては断線しにくい電

線とその被覆の重要性を認識し，またユーザにおいて

は，この個所のメンテナンスを十分にしかも継続して

行い，信頼性を確保していかなければならない。

この方法はA接点安全マットのフェールセーフ化を

追求しても，おのずと限界があることを示している。

(3) 感圧導電ゴムを用いた正信号型安全マットスイ

ッチ

感圧導電ゴムを用いて無人搬送台車 (AGVS)の安

全バンパがすでに開発され，実用に供されている。感

圧導電ゴムは，ある稲のシート状ゴム材において，そ

れを加圧すると導電性が変化する特性を持つものであ

り，その変化が可逆性をもっため，安全バンパの他に

も多くのセンサやスイッチ類に応用されている。これ

を安全マットスイッチの接点部の有接点構造の代わり

に適用すると，それを無接点化することができる。無

接点化とは，逆に表現すれば，無限の数の接点ヵゞある

と見なせるので，これを利用すれば上述(2)の接点部の

信頼性を大いに改善できるメリットがある。

感圧導電ゴムは一般に Fig.2. 7-3に示すように，ON

-OFF型と抵抗値変化型に分けられる。ON-OFF型は

踏圧のない状態では， Mnのオーダにあるゴムジート

の電気抵抗を加圧することによって，一挙に数Qのオ

ーダに下げることができる。抵抗の変化は，一般に電

流として信号を取り出すので，これはA接点踏圧部の

安全マットと電気的に等価となる。従って，完全なフ

ェールセーフとはならないことは前項で述べたとおり

である。そこで，抵抗値変化型の感圧導電ゴムによる

万式を検討した。

実際に安全バンパに適用されている感圧導電ゴムは，

シリコンゴムとニッケル金属微粒子を組み合わせた複

合材であり，Fig.2. 7-4に示すように加圧のない場合は

lOMO以上の高い抵抗を持ち，加圧力に応じて電気抵

抗が下がってくる。

このような特性を持つセンサでは一般に，予め明確

に特性の把握された小さなレベルの検出対象をセンサ

の能力の一部を使って検出させておき，それが検出さ

こでは言うまでもなく， れている間はセンサ及びその他の電気回路が正常に動

1) 踏圧接点部の接点数を多くして，人が踏んだ時 作しているとして，その信号から「安全信号」を取り

の踏跡にできるだけ多くの接点を用意して，危険信号 出すことができる。この場合，この方式を採用しよう

の発生の信頼性をできるだけ高くする（この部品は誤 とすると，例えば200gの重量をかけておき，抵抗を

ると「安全信号」が出力してしまう）。 2-----7.5 kOのオーダにあれば「安全信号」を出力するよ

2) 踏圧接点部からの 2本のリード線は，決して断 うにすればよい。
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Fig. 2. 7-4 PCR used in AGVS as safety bumper 

無人搬送台車のバンパに用いられている感圧導

電ゴム

o.5so 500 

しかし，フェールセーフ化を検討する前にこの方法

を断念せざるを得なかったのは，安全マットの全体の

面積にわたって一定の負荷をまんべんなくかけて抵抗

値にオフセットを与えることはまず不可能だからであ

る。これまで安全バンパに用いられたきた感圧導電ゴ

ムでは， この方法の達成が困難であることからA接点

方式の安全バンパとなっており，フェールセーフ構造

となっていないといえる。

(4) 感圧導電ゴムの正信号II型による安全マット文

ィッチ

本研究は，最終的には Fig.2. 7-5に示す特性の感圧

導電ゴムを採用して，安全マットスイッチを構成した。

これは，無負荷において他の導電性ゴムとは異なり，

10-100 knという低抵抗値を有している。これは，絶

縁体によって表面をコーティングしたカーボンブラッ

クとシリコンゴムの複合体となっており，しかも，粉

体が微粒子なので極めて電流密度が均ーであり，ゴム

としての構造も大変安定している。何よりも無負荷に

おいては，電流の値が容易に検出できる範囲にあり，

しかもその値は，素材の調整によっていくらでも設定・

変更が可能である。

100 

゜
ー

0
1
華
垢
苺

ー

0 200 400 600 800 l, 000 
荷重 gf

Fig. 2. 7-5 P-R Property of PCR, complex-of Silicom 

and compelex Rubber and processed 

carbon black 

処理されたカーポンプラックを含むPCRの特

性

ゴムの特性実験を行ったが， Fig.2. 7-6,...__,Fig. 2. 7-10 

のように，加圧状態では温度特性，一定荷重特性など

特性の変化がみられる。これらの結果から，その特性

は抵抗上昇側と抵抗下降側の両方の特性変化を考慮し

なければならないことがわかる。

この感圧導電ゴムが大変有効なのは，加圧状態に較

べて無負荷の状態における抵抗値がすこぶる安定して

いることである。それは，耐久試験結果Fig.2. 7-10 (a) 

とFig.2. 7-10 (b)を比較すれば，容易にわかる。すなわ

ち，これによれば無負荷の状態にて抵抗が5-14k0の
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Endurance property by repeated load tests 

耐久試験

間にあることをウィンドウ・コンパレータを用いて検

定すれば「安全信号」として出力できることを示してい

る。

これらの結果から，目下フェールセーフな安全マッ

トスイッチを試作中であるが，このように「安全信号」

が取り出せればあとの信号処理回路は 3章の光線式安

全装置の場合と同様の方法で容易に構成が可能である。

これによって達成された安全マットスイッチはもはや
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メンテナンスは安全確保の必須の条件でなくなる。い

ずれの個所で異常を生じても，また経時特性の変化が

見られても，それが「安全信号」の範囲を少しでも越

えたら「危険信号」を発生して機械本体を停止させる

ことができる。

なお，本感圧導電ゴムの提供を興国ゴム膀から受け

た。その開発担当者によれば，その感圧導電ゴムは他

社と較べて無負荷における電気抵抗が十分に高くでき

なかった。これは複合素材の相違により本質的に電気

抵抗の上限があるためであるが，高抵抗に成功した他

社製ではフェールセーフがかえって不可能となり，そ

れが達成されなかったことがむしろ幸してフェールセ

ーフな安全マットが達成されたというのは皮肉な話し

である。ここで，安全の論理に従って論議を進めると，

安全を目的とする装置の開発の目標が輪理的に明らか

になってくることがわかる。

2.8 非対称アクチュエータ

2.8.1 開発の経緯

昭和 59年 11月に起こったロボット災害は，ロボッ

トアーム（オートローダ）が非定常作業中の人間の頭

蓋骨を貫通するという悲惨な事故であった。

本実例はシリンダのピストンが上下してワークを搬

送するオートローダとワークを置く台との間に作業者

が頭を入れて作業中，数百キログラムという力で挟圧

されたものであり，アクチュエータの強烈な破壊力の

前には安全帽も全く役に立たなかった。

そこで，本事例に基づいて，オートローダにおける

アクチュエータの本質的な安全化を目標にして検討を

重ねた結果，本質的に安全（ここでは，安全側に著し

く非対称性を持つと抽象化して表現される）なアクチュ

エータを開発するに至った。これは，構造的には差動

シリンダの類であり，技術的にはさほど新しいもので

はないが，安全の面からこれを見ると，大変高い評価

が得られる。ここではこれを「非対称アクチュエータ」

と呼び，安全性の具体的評価を行った。

2.8.2 アクチュエータにおける

安全制御の基本

安全制御の基本についてはすでに多く述べたところ

であるが，システムにおいて，確率的，経時的に発生

する障害そのものを減らすこと以上に，障害の発生の

いかんに拘らず，安全確鰐された状態に対してのみ

運転の許可を与えるという方式を採ることによって安

全対策を講ずることが強く求められる。これを「安全

確認型」手段と呼ぶことはすでに述べた。これに対し

て，危険を検出して制御を停止する方式は「危険検出

型」手段といえるが， これは危険検出の失敗に対して

安全確保できないので，安全制御の基本を満たすこと

はできない。

□三〕天井走行ロボノト
茫9投入戸□三~9 こ二ニ？
y ; ニ、ノノ、：用 ? ;: ノ;;用 搬出用

贔釦□コントローラ コントローラ
加工台

（通路）

コントローラー叶コ

ロ ロ
0亡ニコ0
二

Fig. 2 . 8-I An Example of Robot-accident 

ロポット災害事例

コンペア



従って，確認すべき安全の状態とはどのような状態

であるのかを追及し，把握することから開始しなけれ

ばならない。更に，障害の発生に対して著しく安全側

に非対称性をとることにより，安全な状慇を確保して，

はじめて安全制御の韮本に適った対策ということがで

きる。

2.8.3 オートローダにおける安全な状態

Fig.2.8-1の事例は非定常作業中の事故であったが，

作業者かオートローダの可動範囲に介在して作業を行

うことは一般に珍しいことではない。棚などのように

強制的に安全領域を確保できない場合も考慮して，安

全な状態を検討すると次の 2つが考えられる。

a)人間が挟圧部（アクチュエータと治具問）の近

傍にいない状態

b)人間に障害を与える力（挟圧力）が許容力を越

えない状態

安全制御の基本に基づいて，以上の安全の状態が確

認された場合に，アクチュエータの運転に許可が与え

られる。

a)の状態の確認はリアルタイムに行うものであり，

棚等に設けた扉スイッチや光線式センサ等の信号によ

るが，これらの検出器は，すでに詳しく論じたように

当然「安全確認型」であり，一貫してフェールセーフ

な構成が採られていなければならない（安全プラグ，

シールドビームセンサ等も同様である）。このような安

全化手段をインターロックという。これに対して， b)

の状態はシステム設計の際に確保されるべきもので，

本事例のように，万一人間が挟圧部に挟まれた場合で

も，自力で脱出可能となる。 b) の状態の確保はまさ

しく本事例の解答を導くものであり，システムを本質

的に安全化する手段を与えるものといえる。

p)供給圧

Fig. 2. 8-2 Conventional operation method of Auto-
loading machine 

従来のオートローダ用アクチュエータ
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2.8.4 従来のアクチュエータ

オートローダにおいては，ワークのロード・アンロ

ードは空気圧シリンダが使用されている。これは，比較

的重拡物の搬送が多いことと，正確な位置決めが必要

ないからであり，制御方式も Fig.2.8-2のような 4方

弁による流体の流れの切替えにより上下（往復）運動

を行う方式が一般に採られている。すなわち，ワーク

を持ち上げるときは，ロッド側（ピストンロッドの出

ている側）に流体を送り込み，同時にヘッド側（ピス

トンロッドのない側）から流体を放出することになり，

下げるときは逆の流れとなる。

このような構成を採る場合，ワーク重量及び目標搬

送速度に対して，シリンダヘの供給圧力を選定してゆ

くことになる。この場合，持ち上げる方向に対して設

計仕様を満足するように選定すれば下げる方向も同様

にその仕様を満たす。

シリンダ推力は，理論的には，

上方向力： fu=Ps(A-A孔

下方向力： fd=PsA 

となる。ただし， Ps:供給圧力， A:ピストンヘッド断

面積，ふ：ピストンロッド断面積とし，摩擦抵抗，ヒ°

ストン重量は考慮していない。

いま，上方向力几を設計仕様を満足するような値に

選定したとすると，下方向力 fdが凡より PsAd分大き

くなることになる。本来アクチュエータが仕事を行う

方向は上方向であり，下方向はワーク菫量がfdに加算

されることを考慮すれば小さな力で十分なことが分か

る。しかも下方向は挟圧側の危険な力であるから，前

述した b)の安全な状態を確保するためには，下方向力

はかなり抑えなければならない。ところが，従来の方

法では下方向を抑えるど，そのまま上方向力も抑えら

れてしまうため作業能力は著しく低下することになる。

この意味で，従来の方式によるアクチュエータは対称

アクチュエータということができる。

2.8.5 非対称アクチュエータの

原理と構造

従来の方式において，作業能力を維持したまま，下

方向力を小さくするためには，力（圧力）を検出して

流体の流れを抑える方法や，減圧弁，圧力調整弁をロ

ッド側に設ける方法なども考えられるが，いずれも機
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0)供給圧
シリンダ

Fig. 2 . 8 -3 Construction of assymmetrical acutator 

非対称アクチュエータによる構成

能的に安全な状態を確保しようとするものであり，当

然それらのシステム自体が安全確認型を踏襲できるか

についての安全性の検討が必要となる。また，簡単な

ON/OFF弁の代替とするにはコストが高くなり，現実

的ではない。

そこで，簡単な 3方弁を用いることにより，本質的

に安全化を固ったものが Fig.2.8-3に示すシステムで

ある。 Fig.2.8-2との要素の相違は弁だけであるが，ロ

ッド側に常に供給圧力を加えておき，ヘッド側への流

路の方向だけ切替えるわけである。つまり，上方向動

作は従来の方式と同様であるが，下方向動作の場合，

弁を切替えるとシリンダのヘヅド側ロッド側共に供給

圧力Psに等しくなり，結局ピストンロッドの断面に掛か

る力だけ下方向に働くことになる。

すなわち，シリンダ推力は，

上方向ヵ:fu'=Ps(A-Ad) 

下方向力： f/ =PsAd 

となり，従来の方式に比べて下方向は，f//fd=Ad/Aだ

Photo 2. 8-1 The asymmetrical actuator 

非対称アクチュエータ外観

Fig. 2. 8-4 The double acting pneumatic cylinder with 
two rods 
2つのロッドを持つ複動型空気圧シリ ンダの構
造

Table 2. 8-1 Specification of the system 

システム仕様

エレメント 仕 様

0電磁弁 バネ復帰型3方弁

オリフィス径 <I>10.5 mm 

0スピードコ ントローラ オリフ ィス径</,11mm 

0空気圧シ．リ ンダ ピスト ンヘッド径</>80 mm 

ピストンロッド径</>20 mm 

ストローク 500mm

〇供給圧力 5 kgf/cm2, abs. 

0

0

 

0

5

 

5

2

 

[
E
E
]
蓑
速

速度

。
2 3 4 

時間 [sec]

Fig. 2 . 8 -5 Motion pattern 

動作特性

け抑えることができる。このように上方向と下方向の

力に非対称性をもたせているのでこのシステムを非対称

アクチュエータと呼んでいる。

2.8.6 実機モデル

Fig. 2.8-3に基づき，実際に試作したモデルは Photo

2.8-1に示すようなミィステムで，回転防止のためのビス

トンロッドを 2本持つ空気圧シリンダ (Fig.2. 8-4)を

用い，ロッド先端には， 2本の小型空気圧シリンダに

よるハンドを設けてある。システムの詳細な仕様は Table

2.8-1に掲げる。

このシステムのシリンダ推力を従来の方式による場

合と比較すると，以下のようになる。

a. 非対称アクチュエータ



上方向力： fヽ =176kgf 

下方向力： fd'= 25 kgf 

b. 従来のアクチュエータ

上方向力： fu =176 kgf 

下方向力： fd=201 kgf 

このように下方向は従来の方式と比べて約 1/8にな

り，この程度の力では可搬能力という点ではなんら問

題とはならないが，搬送速度に関しては影響を与える

程度を評価しておく必要がある。

そこで，上下方向の最大速度を測定したところ， Fig.

2.8-5のようになった。無負荷のときの下降速度は，上

昇速度の 1.25倍の程度であり，また，負荷をつけるこ

とにより速度は大きくなる傾向があることから，実際

の使用上のデメリットはほとんどないと考えられる。

速度を低くするには，シリンダの空気供給口の手前

にスピードコントローラ（可変絞り）を挿入すること

により，上下方向独立に調整することができる。

2.8.7 安全制御の基本に基づく

安全性の評価

非対称アクチュエータ単体では，前述のb)の挟圧

力が許容力を越えない状態を確保したことになるが，

弁も含めたシステムを考えた場合，異常に対して全て

安全側に機能することを確認しなければならない。

そこで，まず安全側の定義であるが，オートローダ

の一般的な使用を考慮して，アクチュエータ間の挟圧

部をつくらない方向を安全側とする。すなわち，異常

に対して，ビストン動作方向に上昇側，速度は低下側，

シリンダ推力については下降時に低下側を安全側と定

義する。ただし，異常の発生は，上昇・下降，拡大・

縮退，前方・後方， ON• OFFに対して両側に等しく

起こりえるものとする。

以下の異常に対する機能を評価する。

(1) ホース亀裂・コネクタ破損等，空気配管系の異

常

〇 ヘッド側配管の欠損・・・ピストン上昇

0 ロッド側配管の欠損・・・ピストン自重により

徐々に下降

(2) 弁のコイル断線，停電等電源系の異常

Fig.2.8-3のようなバネ復帰型（通常，ヘッド側の

流体を排除側）の弁を用いることにより，ピスト

ン上昇。

これらの安全側の機能は全て設計の時点に具備する
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ことができるものであり，使用段階で調整を伴って確

保するものではない。従って，システムの構成要素の

部品が必ず伴う経時的劣化に対しても必ず安全側に機

能するものである。ただし，弁の復帰用バネの欠損に

対しては，非対称アクチュエータの下方向力の設計に

委ねることになるが，この場合は，弁の故障に対して，

下方向力が許容力以上に決して出力されないことで安

全が確保される。

2.8.8 速度の本質的フィードバック

次に，異常に対して速度が減少側にあるかをチェッ

Pl,. 

P
A
 

P2 叩
⇒

Sv 
去

◎ Ps 

w 

Fig. 2. 8-6 Model for analysis of the actuator 

非対称アクチュエータの解析モデル

Table 2.8-2 Definition of symbols 

記号の意味

記号 意 味

A ピストンヘッド断面積

~ ピストンロッド断面積

B 粘性摩擦係数

fds 動摩擦力

f. 静摩擦力

P1 ビストンヘッド側圧力 (abs.)

P2 ピストンロッド側圧力 (abs.)

Pa 大気圧 (abs.)

Ps 供給圧力 (abs.)

R ガス定数

s ラプラス演算子

Sv 弁の有効断面積

T 室温
W1 ヘッド側流入重量流量

W2 ロッド側流出重量流量
y ピストンヘッド変位

Yd 死容積となるヘッド変位

Yst ストローク

X 断熱指数

w 負荷重量
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クすることにする。

Fig. 2 .8-6のようなモデルを考える。ただし，記号は

Table 2.8-2にまとめる。また，流量は弁の有効断面積

Svによって抑えられるものとし，ロッド側から排出され

る流量W2fますべてヘッド側に流れ込むものとする。

運動方程式：

(W /g)d2y/dt2+ Bdy/dt 

=(P1―几）A-(P2-Pa) (A-Ad)-fcts+W 

・・・(1)

弁の絞り部を流れる重量流量：

w,=Sぶ J巧7貯
✓ JC/ (JC -1) (f (Z) 21" -f (Z) (x+l)/X) ・・・(2)

ただし， Z=P1/P2であり，

ここに， f(Z)=Z: 0.528~2 
f(Z) = (2/(JC+ 1))x/(x-l) : O~Z<0.528 

シリンダにおけるエネルギ平衡より，

W1 =1/RT・(P,Ady/dt+A(yd +y) I JC•dP,/dt) 

・・・(3) 

Wだ 1/RT・(P2(A-Ad)dy /dt 

+ (A-A砂(Yst+Yd —y)/JC•dP2/dt) ・・・(4)

ただし，初期条件t=Oのとき， y=O,P,o=Pa, P20= 

Psである。

始動条件：

(P1 -Pa)A+W> (P2-P~) (A-Ad) +fs ・・・(5)

いま，供給圧力 Ps側の定圧能力が十分大きいものと

し，ピストン動作に伴う P2の圧力上昇（背圧）を無視

して， P2=Ps (一定）とし，叩は供給圧力 Ps側で吸

収されるとすると，式(2)は，

W1=SvPs ✓ 巧VRT

✓ x/(x-1)・(f(Z) 2/" -f (Z) (x+l}/X) 
・・・(6)

ただし， Z=PJP2となる。従って， f{Z)=Zとすると

W1はP2に無関係となる。

以上により，始動後の平衡状態からの微小区間におい

て変数分離して線形化すると，式(3)と(6)は，

CsPs-CpP1 = TP1s+pYs …(7) 
とおける。ここに， Cs,Cかては流量の圧力変換係数，

pは流量の変位変換1系数である。

また，式(1)により，

W /g• Ys2 + BTs 

= (P1―Pa)A-(Ps-Pa) (A-Ad)-fds+W 
・・・(8)

式(7),(8)をブロック線図にまとめると Fig.2.8-7の

ようになる。これより，速度dy/dtの負のフィードバ

ックが入っており，スティックなどによる原因で急加

速をうけた場合でも P1が減少して減速することがわか

る。すなわち，Fig.2.8-5でも確認できるように下降速

度を一定に保とうとするわけであり，ワークの搬送も

安定した状態で行うことができる。

一般に，サーボ系はフィードバック信号のミスによ

って発散する。モータの回転制御系にみられる速度フ

ィードバックも回転数を検出するセンサ（タコジェネ．

エンコーダ等を用いたり，モータの電流を検出する）

が必要である力もこれらのミスに安全側・危険側のい

ずれの現象を表わすかは常に明確ではない。これまで

に機能的なフィードバック系におけるフェールセーフ

が達成された例は殆どないといってもよい。しかし，

このシステムのように物理系として本質的に速度のフ

ィードバックが備わっていれば，これを故意に取り除

くことすら不可能であり，従って，設計の段階て本質

的な安全が確保されたと見ることができる。この本質

的な速度フィードバックは流体駆動特有のものであり，

複雑な機能を必要としないため，オートローダなどの

簡単なシステムには最適な駆動源といえる。

Ps 
ー

s位s+B)g 
Y
 

Fig. 2 . 8-7 Block diagram in case of downwards motion 

非対称アクチュエータの下降動作時におけるブロック線図
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(a) Ps= 5 kgf/cm2, abs, 降下速度210mm/s
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(b) Ps= 4 kgf/crn2, abs, 降下速度204mm/s

(a)降下速度210mm/s
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(c) Ps= 3 kgf/cm2, abs, 降下速度183mm/s

Fig. 2. s'..s Shock-acceleration in the time of maxi-
mum downwards motion 

最大降下速度における衝撃力

2.8.9 挟圧力評価

前述したように，この非対称アクチュエータの下方

向力むは，人間が十分対抗できるような値 (25kgf) 

としたが，これは，青年男子が両腕で支えることがで

きる力（約60kgf)から類推して安全な力とみてよい。

この値は当然，作業者の年齢，性別，負荷の重量や形

状を考慮したものでなければならない。

ところで万ー，作業者が挟圧部で挟まれた場合，下

方向力の検討もさることながら，搬送速度も衝撃力に

係わるため，この危険性を考慮しておかなければなら

ない。

いま，動作中のピストンの運動エネルギのみ考える

とする。重拡Wの負荷が速度Vで動いているとすると，

運動エネルギEvは，

Ev=Wv2/2g 

となる。人間が挟撃された場合，このエネルギを吸収

あるいは逃す手段を講じなければならない。頭部への

挟撃については安全帽である程度吸収できるが許容限

界内であることを確認しておく必要がある。

(c)降下速度 64mm/s

Fig. 2. 8-9 Throtle regulation effective to shock-

acceleration 

絞り調節による衝撃力の変化(Ps=5kgf/cm3, 
abs) 

そこで，ピストンロッド先端が衝突する際にかかる

衝撃度を測定した，衝撃物は，衝撃が吸収されない最

悪の場合を想定して金属のブロックとし，ストローク

エンド手前約50mmの位置で衝突させた。 Fig.2.8-8

は供給圧力 Psを変えた場合の衝撃の度合いを調べたも

のであるが， Psによらず同様な波形がえられた。これ

は，最大下降速度があまり変わっていないためであり，

供給圧力の 1kgf/cm2の差に対して 10%程度の差しか

生じていない。同図(a)のピーク値は， 25.lGであり，

規則上問題はないものと言える。また， Fig.2.8-9は，

絞りを挿入して速度を下げた場合，供給圧力の変動よ

りも絞りによる速度調節の方が衝撃力の減少には有効

であることがわかる。つまり，供給圧力は，力の作業

能力と挟圧力の検討より決定すればよいことになる。

以上の考察は，メンテナンス等の非定常作業を想定

したものであり，負荷重量を考察していない。状況に

よっては，負荷を含めた検討を行うべきである。

2.8.10 結論

このシステム構成は，市販のシリンダと弁を使用し，

配管の接続方法を変更しただけで達成できるものであ
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り，設計段階で全ての「安全確認」を行うことができ

る。これが機能的にではなく，本質的になされている

ことは， まさに安全制御の基本に適ったものである。

ただし， どちらが「安全側」か， という見極めが重要

であり，本システムのようなオートローダの場合でも，

状況によってはピストン上昇時にロッド先端とロッド

カバー間に手を挟まれないようにジャバラ等で覆う必

要性が検討されよう。

「安全制御の基本」しこのっとり，本質的安全化を図る

ことは本実例に限らず，従来の他の技術も「安全」の

観点から再度アプローチすれば，これまでの問題点が

明白となる。そして，その解答を容易に見出すことが

できるものも少なくないのではなかろうか。

2.9 シャトル作業方式の改善と安全性評価

2.9.1 シャトル作業方式の安全問題

ここでシャトル作業方式と呼ばれるロボット・人間

作業システムでは，例えば Fig.2. 9-1に示すように産

業用ロボットの可動範囲内にワークの置台を 2つ用意

し，一方で産業用ロボットにより溶接，組み立てなど

の作業を行わせている間，人がもう一方でワークの取

り付け• 取りはずしなどを行い，双方の作業が終了す

ると作業位置を入れ替わりながら作業をすすめるとい

う作業形態をとる。この作業形態では，定常作業にお

いても産業用ロボットを人から確実に隔離することが

できないため，産業用ロボットの誤動作や人の不安全

行動によって人と産業用ロボットが接触する危険性が

生ずることになる。

本来， この作業形態は労働安全衛生規則の 150の4

（運転中の産業用ロボットの可動範囲内立ち入り禁止の

9
|
|
＼
＼
、

処置）に抵触するものである（可動範囲内に立ち入る

のに電源をダウンさせなければならない）。しかし，何

よりもこの方法が生産現場で定着している理由は，作

業に必要な治具等の設置が簡単かつ安価であること，

しかも産業用ロボットと人の待ち時間を最小にできる

ので，極めて効率的に作業を遂行できることである。

実際に昭和 57年 7月に労働省が行った調査によれば，

産業用ロボットによるアーク溶接作業の調査対象 75事

例のうち 29事例 (39%)はシャトル作業方式を採用し

ていた。中には，自動運転中の産業用ロボットの可動

範囲内に長時間にわたって人の体の一部がさらされる

事例もある。

塗装，機械加工，スポット溶接などをロボットに行

わせる場合も，この形態をとるものも多く，特に，中

小企業においてはこの形態をとる割合が極めて高い。

そのため現実に即した安全対策を早急に講ずる必要が

ある。

2.9.2 シャトル作業方式のモデルの構成

囲屁
ー
ー
／

動

＼
 
可

Fig. 2 . 9 -I An example of disposition of machine and 

tools in shuttle-work 

シャトル作業方式例

これまで一般にとられているシャトル作業方式では，

人間のミスやロボットのコントローラの故障など，確

率的に発生しうる障害に対して人間とマニピュレータ

と接触する危険性が高い。それは，安全の論理を基調

とする表現を借りれば，この危険性に対して，これら

の確率論的な障害の発生に対して安全側の結果へと導

く方策がシステム構成の際に十分とられていない（危

険側移行率を下げるための改善がなされていない）と

いうことである。すなわち危険性は人間のミスやロボ

ット故障に対して無防備なままシステムの構成がなさ

れているからに他ならない。

このようなシャトル作業方式に対する安全対策の方
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甲日
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R
 

左側光軍スイッチ

右側光'.Ji:スイッチ

アーム辿過センサ

アーム左領域確認

アーム右領域確認

ロボットヘの
非常伶止出力

1alモテルiりり

Fig. 2 . 9 -2 System construction 

システム構成

法はいくつか考えられるが，本研究では Fig.2.9-2に

示すように実際に近い機械と治具の構成をまず行い，

それに韮づいて安全化への検討を行った。

Fig. 2. 9-3はロボットの運転の許可を与えられる条件

が成立するための安全確認信号を検討するための信号

流れ図てある。検言寸の結果「安全の状態」とは

ロボットが作動中においては，作業域を 2つ（左右）

に分け，

0ロボットが左領域で動作中は同領域に人が存在し

(blンーケンス回路例

ない。

〇及びロボットが右領域で動作中は同領域に人が存

在しない。

ということになる。そして，一旦 I安全の状態」とは
何かが明確にされれば，作業のあらゆる時点において，

あらゆるシステムの挙動に対してその「安全の状態」

を確保するための決定論的アプローチを行う論理が「安

全の論理」ということができる。

次に，実作業における必要機能を考慮して，ロボッ

トと人間，及び安全装置の連動の状態を Fig.2.9-4に

示す。そこでは，安全装置として，左側作業位置，右

側作業位置にそれぞれ独立の透過型光線式安全装置，

左右領域の境界に，ロボットアームの通過を検出する

ための透過型安全装置，左右それぞれのアーム領域確

認用押しボタンを設けている。また，左右それぞれの

領域におけるロボット動作を開始させるための 2つの

起動ボタンおよび非常停止ボタンを設置している。

ロボットの駆動源ON

人によるこ三三 プ
立ち上け ロ

ク
ラ
ム
に

ロ ロ よ
ボ ボ る
ツ ツ 運
lヽ 卜 転
か か

閉左 右

喜 領
賊

に に
し‘ 1, ヽ

る (LM) る (RM) 

(R砂 (L砂

Fig. 2 . 9-3 Signal flow up to operation Command 

運転実行に至る信号の流れ

本シ入テムモデ）レ0)人間・ロボット・安全装置の関

連動作の流れは次の順序となる。

(1) ロポットは原点にいて，人が外で右起動ボタン

を押す（このとき，左右の光電スイッチは有効になっ

ている）。

(2) ロボットが右領域にきてアーム右領域確認スイ

ッチを押すと左側光電スイッチが無効になり，人は左

領域で仕事をしロボットは右領域で仕事をする。

(3) 双方とも仕事が終わると，人は外で左起動ボタ
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右起動ボタン

人間

ロボソト~ー一
ァーク溶接

右光電スイ予1--Jぎ上
無効

左光電スイソチ
有効

左起動ボタン

無効

シーケンスステノプj.,-—① 斗十③叶 ④ ュ l叶で⑥→←_―⑦—
② ⑤ 

(b) 

Fig. 2. 9 -4 Time-chart of the cooperative work 

作業の連動のタイムチャート

ンを押す。ロボットが左領域に移動し，途中アーム通

過センサを通ると左右光電スイッチが有効になる。

(4) ロボットが左領域にきてアーム左領域確鰐スイ

ッチを押すと右側光電スイッチが無効になり，人は右

領域で仕事をし，ロボットは左領域で仕事をする。

(5) 双方とも仕事を終わると人は外で右起動ボタン

を押す。ロボットは右領域に移動し，途中アーム通過

センサを通ると左右光電スイッチが有効になる。そし

て(2)に戻る。

2.9.3 作業シーケンスにおける

異常（故障）評価

ここでは，非対称故障率，すなわち異常の発生に対

して，それが安全側に誤る確率に対する危険側に誤る

確率の比率によって評価するがこれは言い換えれば，

いかに「安全制御の論理」を踏襲していることを評価

していることになる。またこの場合，特に非対称故障

率の最大値を具体的評価指標としている。ただし，光

電スイッチ（光線安全装置）において，研究で関発し

てここで使用しているものは，非対称故障率Act=10-4 

~10-s, 接点の非対称故障率ふ=10-4 (リレーの接点

は適切な電流値で使用されるような設計がなさねばな

らない）とし，システムのいずれかが10-4以下の非対

称故障率となるかをチェックしている。

次に，作業シーケンスを Fig.2.9-4に従って 6つの

ステップに分け，それぞれについてシステム異常に対

する挙動を見て，安全性の観点から考察してみよう。

〇ステップ1 (ロボットは，左領域で作業，人は右

領域で作業）

確認信号は， LR:ON, RR: OFF, RM: OFF, LM: 

ONとなり， この時は，ロボットの駆動源はONされ

る。この時にロボットが暴走して， LR:OFFとなった

り，人が左領域に立入って， LM:OFFとなったりする

と，直ちに駆動源がOFFとなる。非対称故障率による

評価については Table2.9-1にまとめる。

Table 2. 9-1 Asymmetrical error rate (sequence step 1) 

ステップ1 (ロボットは左領域で作業，人は右領域で作業）

における葬対称故障率

エラー事項 危険側／安全側 A, 

EB Pc/Po→ Es: X/0 AP 

L¥1,L¥1センサ Pc/Po→ Es: X/0 Max(AP, Ad) 

貼l,貼2,RRs, RRsw Pc/Po→ 111センサ，脳センサ：X/0 
AP 

LR!, LR2, LR3, LRSW 

TR,T此ンサ Pc/Po→ L~ センサ，脳センサ：X/0 Max(AP, Ad) 
MがLに侵入 LMセンサ， Es:X/0 Max(Ap, Aサ

‘‘ 
RoがRに誤動作 TRセンサ，→R咋ンサ： X/0 Max(Ap, Ad) 

MがRRSIIを押す → RMセンサ： X/0 Max(Ap, Ad) 

恥：非常停止ボタン 已：溶着 P。：接点不良

Es: 非常停止 R: 右領域、 L:左領域 M: 人
R。：ロボット x: 無効 〇：有効
ふ：非対称誤り率 ふ：接点の非対称故障率

釦：光電スイッチの非対称故障率

0ステップ2 (双方とも作業を終えて，人は作業領

域を交替するため起動スイッチ（右用）を押す）

確認信号は， LR:ON, RM: ON, RR: OFF, LM: 

ONとなり， この時は，ロボッ・トの駆動源はONされ

る。この時に人が左領域に立ち入って， LM:OFFとな

ると，直ちに駆動源がOFFとなる。非対称故障率によ

る評価についてはTable2.9-2にまとめる。

0ステップ3 (ロボットは，左領域から右領域に移

動中，人は右領域にも，左領域にも立ち入らない）



Table 2. 9-2 Asymmetrical error rate (sequence step 2) 

ステップ2 (双方とも作業を終えて人は作業域を交替する

ため起動スイッチを押す）における非対称故障

率

エラー事項 危険側／安全側 A, 

ER P,/P。→Es: X/0 AP 

LM,LMセンサ P,/P。→Es: X/0 Max(Ap, A孔

RR!, 脳，脳，恥SWP,/P。→111センサ， R11センサ： X/0 AP LR!, LR2, LR3, LRSW 

TR, TRセンサ P,!P。→b1センサ， R11センサ： x/0 Max(AP, Ad) 

MがLに侵入 LMセンサ→Es: X/0 Max(AP, Ad) 

MがRRSWを押す → LMセンサ： X/0 Max(AP, Ad) 

ロボットは右領域から，右領への過渡動作中で，RR:

OFF, LI<: OFFとなる。そこで，ひとが右領域にもい

ない時 (R"1'LM: ON)のみ駆動源が ONになり，人

がどちらかの領域に入ると駆動洞は OFFとなる。非対

称故障率による評価については Table2.9-3にまとめる。

この後また，ステップ1にもどり，一連のシーケン

スを繰り返す。

0ステップ4 (ロボットは右領域で作業，人は左領

域で作業）

Table 2. 9-3 Asymmetrical error rate (sequence step 3) 

ステップ3 (ロボットは左領域から右領域へ移動中，人は

右領域へも左領域にも立入らない）における非

対称故障率

エラー事項 危険側／安全側 A, 

EB P,/P。→E,: X/0 AP 

RM, 脳センサ， Pc/P。→E,: X/0 Max(AP, Ad) 
LM, LMセンサ

RR1, RR2, RR3, RRsw P,/P。→b1センサ， R咋ンサ： X/0 AP 
LR!, LR2, LR3, LRS½ 

TR, TRセンサ Pc/P。→b1センサ， R此ンサ： X/0 Max(Ap, Aり

MかLに侵入 LMセンサ→E,: X/0 Max(AP, Ad) 

MがRに侵入 RMセンサ→E,: X/0 Max(AP, Ad) 

確認信号は， RR: ON, LM : OFF, LR : OFF, RM : 

ONとなり，このときはロボットの駆動源は ONされ

る。この時にロボットが暴走して RR:OFFとなったり，

人が右領域に立ち入って RM:OFFとなったりすると，

ただちに駆動源がOFFとなる。非対称故障率による評

価については Table2. 9-4にまとめる。

0ステップ5 (双方とも作業を終了して，人は作業

領域を交替するため起動スイッチ（左用）を押す）

確認信号は， RR: ON, LM : ON, LR : OFF, RM : 
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Table 2. 9-4 Asymmetrical error rate (sequence step 4) 

ステップ4 (ロボットは右領域で作業，人は左領域で作業）

における非対称故障率

エラー事項 危険側／安全側 A, 

Es P,/P。→E,: X/0 AP 

RM, RMセンサ Pc/P。→E,: X/0 Max(ふ，如）

貼1,RR2,貼3,貼SW
Pc!P。→LMセンサ，脳センサ： X/0 AP LR!, LR2, LR3, LRSW 

TR, TRセンサ P,/P。→Litセンサ，恥センサ： x/0 Max(Ap, 加）

MがRに侵入 RMセンサ， E,:X/0 Max(Ap, 如）

R。がLに誤動作 TRセンサ→LMセンサ： X/0 Max(Ap, 如）

MがLRswを押す → LMセンサ： X/0 Max(Ap, 如）

ONとなり，この時はロボットの駆動源は ONされる。

この時に人が右領域に立ち入って， RM:OFFとなる

と，直ちに駆動源がOFFとなる。非対称故障率による

評価については Table2.9-5にまとめる。

0ステップ6 (ロボットは右領域でから，左領域に

移動中，人は右領域にも左領域にも立ち入らない）

Table 2. 9-5 Asymmetrical error rate (sequence step 5) 

ステップ5 (双方とも作業を終えて人は作業域を交替する

ために左起動スイッチを押す）における非対称

故障率

エラー事項 危険側／安全側 A, 

EB Pc/P。→E,: X/0 AP 

RM, RMセンサ Pc/P。→E,: X/0 □ Max(Ap, 如）

R.R1戊R2,R.R3, 恥SWP,/P。→LMセンサ，脳センサ： X/0 AP LR1, LR2, LR3, LRsw 

TR, TRセンサ P,/P。→RMセンサ： X/0 Max(Ap, A砂

MがRに侵入 LMセンサ→E,: X/0 Max(Aμ, 如）

MがRRSWを押す → LMセンサ： X/0 Max(AP, Ad) 

ロボットは右領域から，左領域へ過渡的動作を行う。

このとき RR: OFF, LR : OFFとなる。そこで人は，

右領域にも左領域にもいないとき (RM, LM: ON)の

み，駆動源がONとなり，ひとがどちらかの領域に入

ると駆動源は OFFされる。非対称故障率による評価に

ついては Table2.9-6にまとめる。

大企業においては， Fig.2.9-5に示すようなシュータ

を用いてシャトル作業の安全化を図っている場合があ

る。ここで，シュータというのは，作業シーケンスに

従ってロボットの可動範囲に入ったり，出たりする置

台を示すものであるが，これにより Fig.2.9-6に示す

ように，作業者はロボットの可動範囲の外で左右交互

にワークの取付• 取外しを行えばよいことになる．し
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Table 2. 9-6 Asymmetrical error rate (sequence step 6) 

ステップ6 (ロボットは右領域から左領域へ移動中，人は

右領域にも左領域にも立入らない）における非

対称故障率

エラー事項 危険側／安全側 A, 

Es P,/P。→E,: X/0 AP 

RM, L,1, Ri1センサ，
P,/P, → E,: X/0 Max(Ap, ん）

LMセンサ

RR1戊R2,恥3,恥SW
Pc/P。→LMセンサ， R此ンサ： X/0 AP LR1, LR2, LR3, LRSW 

TR, TRセンサ Pe/P, →脳センサ， LMセンサ： x/0 Max(Ap, 如）

MがLに侵入 LMセンサ→E,: X/0 Max(Ap, 如）

MがRに侵入 R~1センサ→E,: X/0 Max(Ap, 如）

かし，シュータは，大変高価であり，中小企業を含め

た全てのこれまでのシャト）レ作業方式に，シュータの

設置による対策を適用しようとしても限界がある，し

かし，人間がロボットの危険領域に入る必要性を極力

少なくできる方法をとるような配慮が常に必要である。

ここで示したシャトル作業方式モデルは，複数の作

業ステーションをもつ一般のロボット使用法の最適な

ものを示したわけではない。あくまでもこれは，やむ

をえない理由からシャトル作業方式を取らざるをえな

い場合の安全の観点からの一つの答えにすぎないこと

を忘れてはならない。

安全柵

ンユー

タ（右）

ン
ア
コ
ベ鼠鼠

者業

目
作

日アヘンコ
Fig. 2 . 9 -5 Safety measure by means of Shooting 

machines 

シュータによる安全対策

人
左シュータのワークの 右シュータのワークの
取りつけ取りはずし →取り付け取りはずし → 

左シュータ 柵外 → 桐内 → 

右シュータ 柵内 → 柵外 → 

ロボット 右領域で作業 → 左領域で作業 → 

Fig. 2.9~6 Man・machinecooperative work in use of 
shooting machines 

シュータ使用における作業シーケンス

2 .10 空気グラインダの圃転数制御機構

2.10.1 はじめに

空気グラインダ等の空気式回転工具は，その回転数を

所定の速度に保持することにより，その性能を発揮す

るものである。

例えば，空気グラインダの場合，装着されている研

削砥石の回転速度が低下すれば，所定の研削性能を維

持できず，研削性能は低下してしまう。

また逆に，回転速度が定格速度（無負荷回転数）よ

り高くなると，装着されている研削砥石には速度の上

昇率の 2乗の割合で遠心応力が増大することになり，

非常に危険な状態となる (Fig.2.10-1および式(1)参照）。

事実，研削砥石の破壊事故の内 70%以上は，研削砥

石の最高使用周速度を超えた回転速度のグラインダに

研削砥石が装着されていたという状況である。

従って，グラインダの研削性能保持のためには勿論

のこと，グラインダ作業の安全化のためにも回転数を

所定の回転に制御保持する必要が極めて高いというこ

とである。

上記の必要性に対し，現状の空気式回転工具のうち，

空気グラインダの場合には，研削盤等構造規格（昭和

46年労働省告示第8号）で，調速機（ガバナ）を備え

ることを義務づけられているが，他のエ具等では何も

調速機構を持たないものが多い状況である。

．ところで，空気グラインダに現在装備されている調

速機は，「遠心力式」と「トルク式」との2つのタイプ

の調速機があるが，いずれのものも，研削作業によっ‘

て生ずる負荷のいかんにかかわらず回転数を一定に保

持するために自動的に空気量を調整する機能をもつも

のであるが，供給される圧搾空気の元圧が変化した場

合においては，回転数を一定に保持する制御機能を持



知x=~½w2( b2+ ~~~ a2) ......... …• ・・・・・・・・・・・・・・(l)

a.b: 回転体の内，外半径

w: 匝転体の回転角速度
r : 回転体（砥石）の単位休積重量

V: 回転体（砥石）のポアソン比

g: 重力の加速度

Fig. 2. I 0-1 Stress distribution of grinding wheel in 

turning 

平形砥石の回転中における応力分布

つものではない。

そこで，本研究では回転数制御用空気流量調節機構

の開発を目指しており，その妥当性を検討した。

2.10.2 理論

2.10.2.1 回転数制御用空気流量調節機構の

作動原理

ある流菫（この流量設定については，後で述べる）

までは，ア4ドリング状態とし，調整弁(c)では制御せ
す，空気供給源(d)からのエアーの流入により空気グラ

インダ(a)の軸の回転を行う。その時の回転数を速度発

電機(b)で検出して出力（アナログ信号）を出して，調

整弁(c)を開いて空気流鼠を増加させる。速度発電機(b)

の設定出力（空気グラインダ(a)の定格回転数に相当す

る出力）まで空氣流量が増大して，空気グラインダ(a)

は，定格回転数に到達する。負荷の変動により，空気

グラインダ(a)の回転数が変化しようとした場合にも速

度発電機(b)の設定出力により，調整弁(c)が制御され空

気グラインダ(a)は，定格回転数を保持することができ

る。

速度発電機

(b) 

空気供給源 (ct)

空気流羅調整弁

(c) 

空気グラインダ

回転軸

(a) 
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Fig. 2. I 0-2 The fundamentals of the revolution num-

ber control structure 

回転数制御機構の原理

2.10.2.2 小型アナログ流量調整弁の

作動原理と構造

小型アナログ流量調整弁の概略は Fig.2 .10-3に示し

たとうりで，ボールポペットはカーボンボールを使用

している。

ます，弁座とボー）レポペットにプランジャ型電磁石

の鉄心の部分を押しつけ，圧力 Psとバランスして弁の

空気流量が零になるまでバネを圧縮する。この状態か

ら電磁コイルに電流を流すと，プランジャの右方向に

力が発生して，弁座とボールポペットの間に力のアン

バランスによる隙間が生じて空気が流入する。この空

気の流量は電磁コイルに供給される電流の大きさに応

じて変化する。

プランジャー

ポールボペット

Fig. 2.10-3 A summary of analog-airflow-control 

valve 

アナログ流量調整弁の概略
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構造はいたって簡単であるが，電磁コイルの内側円

筒とプランジャとの同芯をとるために同芯保持用板バ

ネを用いている。これによりしゅう動部をなくしたた

めプランジャの受ける機械的摩擦は極めて小さいもの

となった。

2.10.2.3 流量解析と運動方程式

Fe 
二舅

Ps 

m 

Fig. 2. I 0-4 The movement fundamentals of analog-

airflow-cotrol valve 

アナログ流量調整弁の動作原理

空気など圧縮性流体が通路を流れるとき，通路の途

中の断面積が絞られているとき，その絞り部の前後の

圧力差がある限界を越えると，その絞り部を流れる流

速は一定（音速）となることを利用して，流量を次式

より求める。

K.>ll (Ps-P) A 

制御オリフィスの流入側圧力を Ps,流出側圧力をP

とすると空気の重量流量Wは，

W=µ-As•n(Ps/ ./Ts)•f(P/Ps) 

PIPぷ 0.53の時， f=lより

W=µ-n•As•Psl j冗=<P•As•Ps
(<P=μ-n/ぷ） ................................ ・・・・(2) 

0.53<P/Pぷ 1の時，

f=3.87(P/P8)11"• Jl-(P/Ps) (x-l)/x 

n=0.346ぷIS
ボールポペット，弁間のオリフィス断面積Asは次式に

より求まる。

ふ＝（冗/2,./2)(X吐汀d・X)
::::;: (冗/2)d•X······.. 、.................................(3) 

弁座開口角を 90゚ とし，また X<:dとする。

電磁コイル電流に対する空気流量のブロック図(Fig.

2.10-5) を参照し，運動方程式は次のように求まる。

md双/dt2=Fc+(Ps/P)•A-x.• (X。十X)………(4)
なお，ここではプランジャの粘性係数は無視している。

スプリングの初期設定は Ps-P=x.X。としている。

コイルの電磁力F孔ま次のように近似する。
Fc='l'•iー入 (XMax ―X) ................................. (5) 

1 

ms2十Bs+K

Fig. 2. I 0-5 Block chart of current on air flow 

電流の空気流量に対するブロック図

2.10.2.4 空気流量調整弁の設計

空気最大流量WMaxが与えられた時のオリフィス断面

積 AsMaxは次のように求める。

AsMax=WMax/ (~Ps) .................. …........... ,(6) 
AsMax時のプランジャの最大変位 XMaxはボールポペッ

トの外径をdとすると，次のように求める。

XMax = 2• AsMax/ (叫）．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．・(7)

ここでは弁座とポールポペットの構造上の制約により

ネ定数を K= FcMax/XMaxと決めれば，電流に対するカ

がバランスする位置が対応づけられる。

2.10.3 実験結果及び考察

10.3.1 空気グラインダのアイドリング設定

まず，元圧変化の保障内である最大流量（元圧7.2

kgf/cmりを出して，調整弁をプランジャーの最大変位

d> ./2•d。，ほ/4)•d各 >AsMax とすべきである。 XMaxまで開<,そして固定しぼりを開いていき空気グ

電磁コイルは，電流の最大値iMaxより設計する（詳 ラインダの回転数が 14600rpmをこえないように設定

細については参考文献に譲る）。 する。そして調整弁への出力を 0にして調整弁を閉め

スプリングのバネ定数決定については，最大電流 jM訟 た状態の空気グラインダの回転数を，アイドリング回

によって発生するコイルの最大電磁力 FcMaxの位置に最 転数とする。（なお，このアイドリングによる出力は，

大変位である XMaxがくるように設定する。この時のバ 調整弁を開き始めるのに十分なものでなくてはならな
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い）。

これで，調整弁のフェー）レセーフ化はもとより，も

しバルブのバネが折れて制御がきかなくなっても

グラインダは最高回転数である 14600rpmを超えるこ

とfまない。

2.10.3.2 空気グラインダの特性実験

まず，現在一般に使用されている調速機の特性を知

るために，システムとして使用した空気グラインダ（日

本ニューマチック工業株式会社製NHG-65DS)の元圧

の変化に対する回転数の関係を調速機付きの状態と調

速機をはずした状態とで測定を行った。これにより現

在の調返機機構のもつ重要性と我々の開発した機構と

の相違が明確になるはずである。 Fig.2.10-6が実験結

果であり，調速機付きの状應では，元圧7kgf/cm2の

空気グラインダの回転数は 14400rpmであるのに対し，

詞速機をはずした状態ではわずかな元圧 1kgf/cm2の

時すでに空気グラインダの回転数は 15000rpmを超え

ていることがわかる。ガバナを安全装置として取り付 回

けるごとは非常に重要な事ではあるが，元圧の変化に

対しては，主気グラインダの回転数を一定に保つよう

な制御機構はもたないといえる。

20,000 

。゚。， 
5
 
ー

w・d・i 

／
 

ヽ
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/
 

―—ーガベナなし

ガバナあり

け
日
日
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0

 

0

0
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ー
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溢

回

1 2 3 4 5 6 7 8 

供給圧力 kgf/cm2 

Fig. 2. I 0-6 Characteristic of air grinder 

グラインダーの特性

2.10.3.3 回転数制御機構の調整弁への供給

電圧とグラインダ回転数との関係

グラインダ回転数の制御機構をブロック線図に表わす

とFig.2.10-7になる。W。はしぼりによる流量， kmは

流量から回転数への変換係数である。

フィードバック回路によるバルブの能力を知るため，

w・d・.1 
涎

溢

15,000 

T=-
L (H) 
R (.O) 

N 

fig. 2. I 0-7 Blockchart of control mechanism on revo-

lution number (air grinder) 

グラインダ回転数の制御機構のブロック図

Ps=7.2 kgf/cm2 ,,,,,---------
/-- Ps=6 kgf/cm2 
’’ 
,,,-・----_____ __,,,,,, ,/' 

---—_ _/ 

10,000 

]。 15 20 
入力電I± V 

Fig. 2. I 0-8 Characteristic of flow-control-valve 

流量調整弁の特性
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Ps=4.8 kgf/cm2 

1 2 3 

回転数の設定電圧 v 

Fig. 2.10-9 Characteristic of flow -control-valves 

(feedback control) 

流凪調整弁のフィードバック特性

まず開ループにおいて定格圧力 6kgf/cm2の士20%の

圧力をかけて，バルブしこ電圧を与えた時のグラインダ

の回転数を示したのが Fig.2. I 0-8である。士20%の空

気圧力変動に対し，グラインダの回転数は約 17%変動

していることがわかる。これは実験に使用したガバナ

による回転数変動（約 17%)とほぼ等しい値である。



-72-

そこで今回開発したグラインダの回転数フィードバ

ック回路による制御特性を示したのがFig.2.10-9であ

る。士20%の空気圧力変動に対し，回転数は約 11%の

変動におさえられていることがわかる。流量変換係数

及び，しぼりによる流量は入力圧力に対してほぽ比例

関係にあると考えると，制御系のゲインが高ければ士

20%の圧力変動があっても回転数にはあまり影響しな

いことになる。

2.10.4' あとがき

無負荷状態の実験条件においては，制御範囲での回

転数変動が17%から 11%に改善されることが確認さ

れた。 ． 

今後の研究課題としては，実際の空気グラインダで

の研削作業においても同じ制御保障がえられるのかど

うかの検討，また，バルプ，速度発電機などのコンパ

Table 2.10-1 Characteristics of analog airflow 

control-valves 

アナログ流量制御弁の仕様

Wmax (m3) 550 NI/min 

As max (cmり 0.088 

Xmax (cm) 0.088 

do (cm) 0.4 

d (cm) 0.635 

A (cm) 0.158 

Fcmax (kgf) 1. 32 

K (kgf/cm) 13. 7 

Table 2.10-2 Means of symbols 

記号の意味

A:  弁座のしきり有効断面積

As: ポペット，弁間のオリフィス断面積

d: ポールポペット外径

do : 弁の穴径

Fe: 電磁力

i : 電流

K: バネ定数

m: プランジャ慣性
Ps: 一次側圧力
P: 二次側圧力

Ts: 絶対温度
v: 入力電圧
w: 重量流量
x: プランジャの変位
x。：パネの初期変位
K: バネ定数

,q, : 電磁カゲイン

クト化，制御する圧力変動の範囲の改大，各種空気グ

ラインダによる異なる制御目標の回転数の設定などが

残されているため，これからの研究の中で確認してて

いきたい。
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